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第5章 社会系調査 

5.1 法制度 

5.1.1 災害に関する法制度 

ベネズエラの法制度には4つのレベルがある｡その最上位には1999年に制定された憲法があり

350の条項で政府組織､国民の権利､政府の義務と手続き等について記述している｡この憲法の

下に憲法で制定された特定の問題に関するフレｰムワｰクを決めた基本法というものがある｡ 

基本法の例としては､｢緊急事態に関する基本法｣､｢国軍に関する基本法｣､｢環境に関する基本

法｣等がある｡同じレベルで特定の問題に関する特別基準というものがある｡基本法はその下

のレベルの通常の法律のガイドラインとなるものである｡災害管理にもっとも深く関係する

基本法は土地の管理に関するものである｡ 通常の法のレベルの下には政令という特定の政府

組織において取られるべき方策について規定するものがある｡最後のレベルは各市によって

制定される条例というものがある｡ 

それぞれ下のレベルの政令や条例は上のレベルの特別法や法律と矛盾したものであってはな

らない｡ この4つレベルの法制度はピラミッドのような構造になっている｡防災に関する法体

系を示したのが図5.1.1である｡ ベネズエラでは防災と緊急対応の責務について明確に規定

されている｡また首都区長官は中央政府の決定にかかわらず独自に災害緊急事態の宣言をで

きる事も明確になっている。 

5.1.2 市民保護と災害管理に関する法体系 

市民の安全に関する事項と政府の責任に関する事項については憲法､特別法､通常法のいくつ

もの条項に記述されている｡ 

またさらに､カラカス首都区を設立した法律はカラカス首都区における公的秩序維持､人命と

資産の保護､市民の安全確保､緊急事態と災害への準備､消防業務等はカラカス首都区庁の役

割である事を明記している｡ 2003 年 9月にカラカス首都区は防災に関する都市ガイドライン

条例を制定した｡この条例には災害に関する市民の教育(74 条)､早期警報と予防対策(75 条)､

災害情報システム(76条)､災害に関する一般的な事項及びバリオ地域の防災に関する事項(77

条)を記述している｡また 2004 年 3 月 9 日には､首都区市民保護と災害管理に関する調整委員

会についての政令が公布された｡この中で委員会の機能は以下のように記述されている。 

• 他の政府機関との調整､活動 

• 災害の防止､災害に関する教育､災害管理のための調整と資源の提供 

このように首都区レベルにおいては､災害の防止活動について十分な法制度的基盤は確立さ

れていると判断できる。 
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5.1.3 組織制度 

首都区レベルでは防災課は市民保護局の下に位置している｡市民保護局は警察や消防を管轄

している局である｡国会レベルでは新しい危機管理に関する法律制定の議論がされているが､

その案では国民のリスクレベルを下げる広範な概念が含まれるもののようである｡既存の法

律を実施するためには､様々な機関､組織､省庁が関係している｡図 5.1.2 に災害管理に関する

組織とそれらの関係を示した｡ 

5.1.4 組織間連携  

防災事業では関連組織同士の連携強化によって組織全体の予防､準備能力を向上する事がで

きる｡人命救助と資産被害軽減は政府関係組織の連携の量と質の関数となるとも言える｡災害

の規模が大きくなればなるほど､緊急対応､災害対応に従事する政府組織の数は増えていき､

従って連携の重要性も益々大きくなる｡ 

組織間の連携には､以下の 3つの種類がある｡ 

分析の結果､以下の3つの側面がある事が分かった｡ 

- 法制度上及び実務レベルでの首都区庁の中の組織同士の連携 

- 法制度上及び実務レベルでの組織同士の連携 

- 異なったレベルの組織同士の連携｡つまり首都区の領域の中での市､首都区､中央政府

の各組織の間の連携 

 実務レベルの連携強化というのは､お互いに個人同士やグル-プ同士で接触を頻繁に行う事

である｡例えば､連合訓練を実施する事によってお互いのカウンタ-パ-トを知り合うと共に､

カウンターパートの防災能力を知る事によって､連携のためのコミュニケ-ションを確立する

のに有効である｡簡単に表現すると､別々の組織が一緒に過ごす時間を長く設けると言う事で

あり､その機会としては､疑似訓練､役割を取り替えての訓練などがある｡このような機会を設

ける事によって､カウンタ-パ-ト組織の文化ややり方を理解する事が出来る。 

また､法制度上の連携と言うものは､連携を記述した条例を策定したり､合意文書､契約文書を

お互いに取り交わすことである｡ 

今回の調査では､法制度上の連携に関しては､収集した法律･条例等をもとに分析した｡また､

実務レベルの連携に関しては防災関係組織へのインタビュー調査結果を分析した｡これら 3

つのタイプの連携の強さに関する分析結果を以下の表に示す｡ 
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防災に関する連携の強さ 

 実務レベル 法制度上 改善方法の提案 

水平連携 

組織内 
強い 弱い 

法律､条例を制定する過程におい

て組織内連携を図る｡ 

水平連携 

組織間 

 

中間 弱い 契約や公式の合意文書を交わす｡

垂直連携 弱い 弱い 契約や公式の合意文書を交わす｡

同じ政府レベルの異なった組織間の連携強化には条例制定が必要である｡例えば､すべての市

役所は独自のリスク分析に基づく条例を制定する必要がある｡条例においては､すべての災害

リスクの見直しが必要であるが､この際に技術部門､都市計画部門､防災部門がチ-ムを組み､

共同作業を行う必要がある｡また､例えば､防災局が技術事務所ととし計画局と共同で近畿を

避難道路を設定したり､建設したりすべきである事等を条例に記述する必要がある｡ 

文書による合意は連携強化に役立つ｡政府内の異なった組織間で合意文書を取り交わすこと

によって､各々が連携し合う事を義務づける事が出来る｡例えば､警戒避難システムに関する

合意文書を環境天然資源省､首都区､3 市､ベネズエラ中央大学で結ぶ事である｡関係組織が寄

り集まって合意文書の文案を練る事自体が連携強化につながるとも言える｡ 

特定の活動に関する相互援助を実現するためには､一連の合意文書が必要である｡例えば､2つ

のタイプの災害(地震と土砂災害)における住民避難を実施する場合に関係組織が相互援助を

行う必要がある｡このための合意文書は少なくとも 4 省庁(環境天然資源省､インフラ省､保健

省､内務司法省)と首都区庁及び各市の合意が必要である｡ 

首都区には市民保護と災害管理に関する調整委員会が条例で定められている｡この調整委員

会が､同レベル組織間及び異レベル組織間の連携をはかり､連携を強化するための主導的な役

割を果たす機関である｡調整の一般的なル-ルを設定し､この調整委員会に調整機能を任せれ

ば､本計画に掲げた施策の多くを容易に実施できるであろうと思われる｡ 
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図  5.1.1  防災に関する法体系 

LEGAL FRAMEWORK
(CIVIL PROTECTION AND DISASTER ADMINISTRATION)

NATIONAL CONSTITUTION

National Government:
Art.: 2 –55 –127 –134 –156 (9 y 23) –185 –332 –337 –338

Metropolitan Municipal Government:
Art.: 168 –171 –178 (4) –182 –184 –185 –332 –337 –338 

Municipal Government:
Art.: 168 –169 –170 –171 –178 (4) –182 –184 –255 –332 

• Organic Laws of National 
Armed Forces.

Art. 57

• Organic Law of 
Environment. 

Art.: 1 –2 –3 –4 –5 –6 –
7 –15 –20 –21 –22 and

Rules

• Organic Law for 
Territorial Order.

Art.: 2 –3 –4 –5 –9 –10 
–11 –15 –16 –17 –18 

–19

• Organic Law of States of 
Exception.

Art.: 1 –2 –6 –8 –9 –10 
–12 

• Organic Law for Urban 
Order or Planning.

Art.: 1 –2 –3 –6 –8 –23 
–24 

• Organic Law of Municipal 
Regimen

Art.: 4 –5 –6 –7 –8 –13 
–28 –29 –30 –31 –32 

–34 –35 –36 (13)
RULES

Art.: 1 –2 –3 –4 –5 –6

Decrees
Decree of Metropolitan District 
for Creation of Metropolitan 

Civil Protection.
Resolutions

Ordinance

• Creation of Municipal System for 
Emergency, Mitigation and Attention, 1995 
(Municipal Council of Libertador)

• Geological Risk for Colinas de Bello
Monte, 1987 (Municipal Gazette of Sucre 
District)

• Urban Guide Lines for Caracas 
Metropolitan District, 2003

. .Metro  Coordinating Committee for 
Disaster Prevention and Administration,

Technical Rules

COVENIN Nº222 6 –90 
Guide for Plans Elaboration for 

Emergency Control.

International Agreements

•Special Law on the 
Regimen of the 
Metropolitan District.

Art.: 11 y 14

• Ordinary Law of Citizen 
Security Coordination.

Art.: 1 –2 –3-4 –5 –8 –9  
-14 –15 –16 –18 –22 

–23 –26 –27 –28 

• Ordinary Law for Creation 
of Local Councils of 
Public Planning.

Art.: 1 –2 –3 –5 –6 –8 –
9 –10 –16 –19

• Ordinary Law of National Organization of 
Civil Protection and Disaster 
Administration.

Art.: 1 –2 –3 –4 –5 –6 –7 –13 –15 –18 
–19 –20 –22 –23 –24 –25 –26 –27 –
28 –29 –30 –31 –32 –33 –34 –35 –36

• Ordinary Law for Fires Brigades and Civil 
Emergencies Administration.

Art.: 5 –7 –25 –35 –39 –57

Fuente: Fernando Corvo, 2004
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5.2 救援活動･災害医療 

5.2.1 緊急対応と医療機関 

緊急時に被害の大きさを判定して十分な対応をするために災害の深刻さに応じて､以下

の 4 つのレベルの資源を活用する必要がある。 

(1) 地域で入手可能な資源の一部 
(2) 地域で入手可能な資源の全部 

(3) さらに上のレベルの地域の資源 

(4) 国家レベルの資源 

市民保護と災害管理のための国家組織に関する法律によると､上記の各々のレベルに応

じて緊急時に 3 つのタイプの組織が対応する｡まず第一はプライマリｰアテンダンス組

織として定義されている警察と消防である｡第二はセカンダリｰアテンダンス組織とし

て定義されているその特殊能力や保有資源によって連携を要請される政府組織である｡

そして最後に緊急時に第一と第二の組織に情報や資源を提供する援助組織である｡ 

第二のタイプの組織としては赤十字､NGO､ボランティアグルｰプ等がある｡そして第三

のタイプの組織としては厚生社会省や軍がある｡ 一方､首都区防災局の責任分担は第一

のタイプの組織や第二のタイプの組織の要請にしたがって､薬品､資機材を入手し提供

することである。 

市民保護と災害管理のための防災局の役割は国家レベル､州レベル､市レベルのシステ

ムであり､市民保護に関する様々な公的組織の間の連携を行うことである｡ 

医療組織は公的病院､私立病院､軍病院からなる｡厚生社会省は医療の管轄をしており､

医療に関する政策の計画､設計､評価､管理､監視を行う責任があるが､公的病院は現在の

地方分権の過程の中で統一的な活動はできず､組織的でない状態に陥ってしまっている。 

現在､厚生社会省では災害時の緊急対応計画について技術委員会で議論を行っており､

これが医療に関する危機管理のガイドラインになると考えられる｡一方､軍の医療部で

は組織の特性によって緊急時の計画が必要であり､実際に定期的に実践されている。 

5.2.2 緊急対応組織と災害医療 

(1) 計画と技術的検討 

1) 災害計画 

(a) 防災局 
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防災局は第一タイプ及び第二タイプの組織からの要請で緊急事態の程度に応じて

薬品､資機材を入手し提供する役割がある｡防災局は災害のレベルによって対応を

組織する必要がある｡しかし現在のところ国家レベルから地方レベルまで公式の

緊急対応計画はない。 

(b) 厚生社会省 

同省の厚生局内の緊急災害部においては､最近緊急計画を立案した｡しかし､地方

分権の流れで大部分の公立病院は首都区の管轄下にあり､省の策定した計画に従

っているのは現在も省の管理下にある病院と別の国家プログラム(バリオアデン

トロ､人民病院､人民診療所)のもとにある医療機関である｡大部分の公立病院は首

都区の管理下にあり省の計画にしたがってはいない｡ 

(c) 病院 

各病院は通常の体系の中での緊急計画はもっているが､それら計画は災害等の状

況を加味したものではない｡ 病院の施設が被害を受けた場合等は想定されていな

い｡ 2004年5月に厚生社会省は首都区に対してガイドラインを示し､医療緊急委員

会を設置すること､緊急事態での行動計画､緊急時の避難訓練等を提言している。 

 

2) 災害時の医療 

(a) 入院前処置 

入院前措置に関しては3つの組織､すなわち消防署､ボランティアグルｰプ､コミュ

ニティｰが関係している。 

消防署 

消防署は軍隊式の組織形態を有しており､はっきりした命令系統と情報伝達によ

って災害に対応するように計画､訓練されている｡資源の観点で見ると25の救援ユ

ニットを持ち､40台の消防車を有している｡消防士の数であるが､国際的な標準が

1,000人の住民あたり0.8-1.0人であることを考えるとカラカス首都区では約5,000
人が必要である｡(現状は2,300人) 現在､消防署の約30%がカラカスの外に居住して

おり､緊急時には到着まで時間がかかるということと道路の状況に左右される恐

れがあることを示している｡ 消防署の数については約30箇所が必要と考えられ

る｡(現状は21) 
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救急車は消防署､公立病院､防災局に分散しており､統一的な運用が望まれる｡首都

区庁は公立病院を管轄しているので21台の救急車を保有していることになる。 

ボランティアグルｰプ 

カラカスには捜索･救援を専門とするボランティアグルｰプが存在し､救急医療等

の訓練も受けている｡ 首都区防災局に登録しているボランティアグルｰプの数は

約90である｡ 

コミュニティｰ 

災害時に瞬時の救援をするのがコミュニティｰであることは災害の経験でも明ら

かである｡ したがって､コミュニティｰに訓練を施すことによって能力をあげるこ

とが重要である｡ 

(b) 病院での医療 

病院 

首都区の病院及び診療所はリベルタドｰル市に集中している。地震被害は広範に

広がると考えられるが､大きな医療施設は偏在している｡現在､民間の病院に関す

る情報は得られていない｡ 

病院のネットワｰク 

現在､災害に際しての病院間のネットワｰクの計画は無い｡また大部分の病院では

災害対応の計画はなく､緊急時の資機材補給についても考慮されていない。 

医療スタッフ 

ベネズエラ全体では54,000人の医師と14,676人の看護士がいる。カラカス内の人

材だけでなく､緊急時には全国の人材を集められるように良好なコミュニケｰショ

ンネットワｰクを構築するべきである｡ 

医療施設 

多くの病院は古くて緊急時にエレベｰタｰが使用不能の時の場合に用いる緊急時の

避難傾斜路が備わっていない。 

軍  

軍の病院は緊急時の計画をもっている｡また避難､火災対応､緊急連絡等の訓練を

受けている｡またトライアジｰのためのスペｰスや追加ベッドのスペｰス等を備えて
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いる｡また､ヘリポｰトや施設が被災した場合に使う緊急時のスペｰスも備えてい

る｡ 

市役所 

市役所レベルではチャカオ市が｢健康チャカオ｣プログラムを推進している｡この

プログラムでは4台の救急車と2台の車を有しこの地域の住民に対して緊急対応を

している｡チャカオ市は4箇所の救急センタｰと1箇所の緊急医療室をもっている｡

大災害時にはチャカオ市防災局､消防署､警察が危機管理局のしたで｢健康チャカ

オ｣プログラムに参加することとなっている。また市は私立病院と提携していて

10の緊急医療ベッドと48時間の無料医療サｰビスを受けられることを保証してい

る。 

  

5.2.3 現状での地震シナリオ 

1967 年地震シナリオでは､調査対象地域の 314,606 棟の建物のうち 10,020 が倒壊し､住

民 2,740,381 人のうち死者が 602 人で負傷者が 4,306 という結果がでている｡地震の場

合､入院患者は負傷者全体の 1 割というデｰタがある｡またカラカス首都区内のベッドの

数は 8,876 で平均的な占有率は 53%というデｰタがあり､4,170 のベッドが使用可能であ

る｡ ベッドの数は数的には足りているが医療サｰビスの質を維持できるか不明である｡ 

リベルタドｰル市内にある診療所はトライアジｰセンタｰとして機能し､患者を仕分けし

て病院がいっぱいになることを避ける事もできる｡ 

消防士の数は必要数に比べて少なくて(必要数 5,000 に対して 2,300)､またカラカスの外

に住んでいる人も多い｡災害時には交通も渋滞して消防士の到着が遅れる事も考えれる｡

災害時には赤十字､ボランティア､NGO 等が参加するので防災局の調整機能が重要であ

る｡ また､コミュニティｰは入院前医療の能力を欠いている｡消防士の数が足りない事を

鑑み､この初期対応についてどのように対応するかの組織的計画が必要である｡ 
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5.3 防災教育 

5.3.1 教育の基本方針 

防災教育に関する現状分析の結果､以下の方針を設定した。 

･  既存の教育組織はカラカス首都区における防災教育の改善をするために効率的な連携

メカニズムを構築するべきである｡新規組織を設立するのではなく､既存の組織を使って既存

の組織の安定･継続性及び住民の自分の身は自分で守る意識の定着を図るべきである。 

・ 災害時の緊急対応に関する教育を短期的な目標とし､長期的目標としてはカラカスのリ

スクを下げるための意識向上を目指す教育を行う｡ 

・ 既存の仕組みを用いて改良する事を提案する。防災教育に関するプログラムを統一的に

運用する戦略を立てて､継続的に実行する事が必要である｡ 

5.3.2 防災教育戦略 

上記方針を達成するために､1) 高等教育 2)基礎学校教育 3)コミュニティｰ教育､ 4)政府職員の

教育のセクタｰごとに戦略を立案した。 

(1) 高等教育 

政策決定､災害管理､社会学､専門技術 の観点から将来の教育者を養成するために､以

下の3つのプログラムを紹介した。  

1) 災害管理の資格授与プログラム  
2) 現状の教育者､訓練指導者､教師､政策決定者に対する教育の改善 

a) 教育方法の刷新  
b) 定期的全市的なセミナｰ開催  
c) カリキュラム更新  

3) 高等教育を通して､災害管理プログラムを公的教育方針に組み入れる｡ 

(2) 基礎学校教育   

提案したプログラムは現在の学校教育､訓練指導者の教育､教師の指針､学生のハンド

ブック等の改善を含む｡ 手続きについては､首都区の教育システムに関係する諸機関を

含むタスクグルｰプを設立してさらに議論する必要がある｡ 

1) 公的教育の調整役となるキｰの学校の指定 
2) 教師と生徒に対する防災教育 
3) カリキュラムの修正と更新 
4) 関係各機関によるリスク軽減と防災のための連携 
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(3) コミュニティｰ教育   

本件調査で同定されたもっともリスクの大きいコミュニティｰについて､住民､コミケ

ニティｰリｰダｰ､訓練指導者を対象に防災局等の責任組織による効果的な教育方針を実

行する。戦略としては､まず災害の可能性について住民の認識を高める事と､災害の

前､緊急時､後にどのような対応するかという事､さらにはリスクを小さくするための

方策等について教育する事である｡ 図5.3.2はコミュニティｰ教育の内容を示す｡ 

(4) 政府職員の研修  

前述のコミュニティｰに対する教育は同様に政府職員に対しても行う必要がある｡対象

は防災局､消防署､本件調査のカウンタｰパｰト機関の職員である｡ 図5.3.1で示した方

法論は政府職員を対象としたカリキュラムにも使える｡ 

防災教育を通して組織強化をするには組織間の連携が重要である｡このためには､共通

の問題意識によって色々な横断的タスクグルｰプを構成するのがよい方法である。タ

スクグルｰプの会議には大学や技術的専門組織を招待する事もできる。また会議では

市役所や省レベルの問題として学校教育における防災教育についてのプログラムを議

論する事もできる｡ 

5.3.3 マスメディアやその他の方法を使った情報宣伝  

情報を市民に流すには以下の方法がある。1) 市民全体にテレビやラジオを通じて通知する｡ 
2) インタｰネットやコミュニテｰのための特定のビデオやパワｰポイント 3)コミュニティｰが

使える防災活動についてのアドバイス､ツｰル､資源､成功事例等のハンドブック  

情報の内容としては以下のようなものも考えられる｡ 

• 建物の簡易診断等のテクニックやバリオの建物を改善する簡単な方法等 

• 過去の災害記憶をリスクの大きい地域に流す(地震及び土砂) 

• コミュニティｰリスクマップを公の場所に置くとともに､定期的に更新する。 

5.3.4 教育プログラムと方法 

教育セクタｰのプログラムを表5.3.1に示す｡ これは下記の基準と対象者ごとに整理し

たものである。 

1)      教育プロジェクトの基準 
• 重要性と緊急性 
• 社会的効果  
• 継続性 
• 発展性  
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• 広範囲の影響  
• 既存の枠組みの最適化 

2) 教育プログラムの対象者 
• 災害管理者 
• 教師､訓練指導者 
• 防災専門家 
• 青少年 
• コミュニティｰリｰダｰ 
• 政府組織職員､政策決定者 
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表 5.3.1 教育プログラムと対策 

 
プログラム 戦略 対象者 方法 

1. 高等教育 
1. 1.  能力によっ

て資格を与える

専門プログラム  

防災局幹部職員･一般職

員の専門能力を強化す

る｡ 
 

- 防災局職員 (100-150 人)
-災害管理資格に興味を

持つ者（300 人） 

i. 資格授与プログラムの

確立  
ii. 緊急対応･災害管理の

高級技術者資格確立 
1.2. 大学卒業資

格者に対するリ

スク管理の最新

手法に関する講

座 

1. 新たな専門家育てる技

法を向上させるための経

験を積ませる｡ 
2. 重点大学における講義

科目に技術的コｰスやト

ピックスを加える｡ 

-専門家 
-大学教授 
-研究者 
-政策決定者  
 

i. 人材交流制度､インタｰ

ンシップ､国レベルセミ

ナｰ  
ii. 工学､建築､コミュニケ

ｰション､医療､社会学等

の分野で危機管理アプロ

ｰチを講義科目に入れる

事を検討し､それを促進

する｡ 
1.3. 教師に対す

る防災教育の一

般化 
 

将来教師になる者に対し

て災害管理教育を行う事

を一般化し､又意識向上

を図る｡ 

すべての大学及び教育大

学  
i.講義科目の改善につい

て検討し､提言する｡ 

2. 初等･中等学校教育 
2. 1.正式学校教

育の中にリスク

と災害に関する

科目を入れる 

1. リスクと災害に関する

方法論とトピックに関す

る訓練 
2. 教育省､教育基金､首都

区庁､市役所の合意文書 

リスクが高い地域の学校

教師 
i. 教育科目の見直しと提

言  
ii. 政府組織による承認及

び連携  
iii. 教師を訓練するため

のキット (試行､実施､反

省)  
2.2. 教師と生徒

が使う教材 
教師や生徒が学校､家庭､

コミュニティｰで使う教

材を作成する｡ 

対象地域の 20,000 人の

教師､500,000 人の生徒 
i. 教師と生徒を対象とし

た訓練教材 
 

3. コミュニティｰ教育と実施訓練  
3.1.コミュニティ

ｰ教育戦略 
防災局初め関連組織の基

本的な政策戦略を確立す

る｡ 

防災教区に携わるすべて

の組織及びコミュニティ

ｰグルｰプ 

i. 教育戦略の検討､確立､

実行 

3.2. コミュニテ

ィｰにおいて､フ

ァシリテｰタｰや

教育担当者を育

成するための訓

練コｰス  

コュニティｰの住民､リｰ

ダｰ､グルｰプのための恒

久的教育モデュｰルを確

立する｡ 

対象地域の 28 パロキア

のコミュニティｰ及び政

府組織｡ただし､最もリス

クの大きい地域から最初

に始める｡ 

i. 実施技法､教育手法､リ

ｰダｰシップ､コミュニテ

ィｰ組織形成､計画等に関

する戦略モジュｰル  
 

4. 災害準備とリ

スク提言に関す

るマスメディア

プログラム 

一般住民のための情報を

作成し､頒布する｡  
市民全員 i. マルメメディア教育プ

ログラムをの作成と配布 
ii. テレビのスポットとラ

ジオプログラム 
資料: JICA 調査団 
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図 5.3.1 コミュニティｰ訓練プログラムの包括的アプロｰチ 
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5.4 防災住民組織  

5.4.1 コミュニティｰ防災の成功要因 

カラカス首都区内における成功例から防災住民組織の成功戦略は組織を日常的に運営して

いく事であると結論できる。成功事例をもとに防災のための住民組織の成功要因を上げる

と以下の通りである｡ 

・ 災害の記憶を日常化する  

・ コミュニティｰ活動の一環としてリスク軽減を含める 

・ 組織の脆弱性を最小化するために､外部への依存性を下げる 

・ 脆弱性を最小化 するには非常に時間がかかる事を認識する 

・ 組織の運営は連続的かつ創造的であるべき  

・ 良好なコミュニケｰション､動機付け､積極性､希望 

・ リｰダｰの役割: 住民の認定､信頼感､合法性､自信  

5.4.2 防災住民組織 

(1)  セクタｰプログラム 

政府組織はセクタｰプログラムによって地域のプログラム(健康､環境､住居)の支援を行って

いる。その他のプログラムは防災局､赤十字､消防署等の組織によって直接支援されてい

る。住民どうしのネットワｰク､コミュニティｰと政府組織のネットワｰク､政府組織間のネッ

トワｰクは形成されつつある｡ 

 (2)  法的枠組み 

コミュニティｰ組織に関係する法律が少なくとも7つある｡ 表5.4.1にベネズエラにおける住民

組織に関する法律を整理した｡地方自治体は防災を目的とした住民組織を強化するために方

策をとる必要があると同時に緊急対応のための資金集めをする必要があると規定されてい

る｡ 

1) 市長 

市設立法によると､市長は市民の安全を確保するための施策を促進する義務がある。

また､｢公的計画に関する地方委員会｣は､災害時の緊急ファンド設立の促進や防災を考

慮した都市計画を作る任務を有している｡ 

 

2) 近隣住民組織 
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近隣住民組織は法律上､住民の安全と保護に関する責任をもち､住民の生命と財産を保

護するための活動を組織する責任を持っている｡ 

 

3) 市民 

市民は自分の身を守る責任を持っている｡また緊急時には政府組織の指令に従う義務

がある。  

5.4.3 政府組織支援の住民組織モデル 

調査結果によると､カラカスにはいくつかの住民による防災組織がある。たとえばCAEL(地

域危機管理委員会)､赤十字災害準備プログラム､バリオ改善プログラム､市民会議､近隣住民

保護委員会､市民保護委員､ボランティア救援グルｰプ等である｡CAELは首都区防災局が推奨

しているモデルであり､チャカオ市で活動が活発である｡ 

防災住民組織を促進するアプロｰチとしては 1)トップダウン､2)ボトムアップ/ホライゾンタ

ル､ 3) 第3者の導入 の3つの方法がある｡ 

(1) トップダウンアプロｰチ  

市民保護と災害管理に関する国家組織の法律によると､その目的の一つに掲げている

のは､災害緊急時に住民の個人､家族､コミュニティｰをフルに動員して状況に対処する

戦略を作成する事である｡ 消防署や防災局が新規のグルｰプや個人を組織化する時に

推奨しているのは､特定のモデルの内容に沿って訓練を行う事である。 

首都区防災局はCAELとして知られている｢地域危機管理委員会｣のプログラム(元々首

都区消防署で開発された)を災害管理のすべての段階で適用する事が可能と考えてい

る｡ 

(2) ボトムアップ/ホライゾンタルアプロｰチ 

他のコミュニティｰの成功事例を適用するのは非常に優れた方法である｡ この方法は信

頼性や詳細性について優れている｡ この戦略は｢農民から農民へ｣とか｢訓練者を訓練す

る｣といった方法論と同じであるが､ワｰクショプを通したコミュニティｰからコミュニ

ティｰへの経験の伝達によって発展性に優れている｡  

コミュニティｰが消防署等の外部から支援を受けている例としては､アナウコ､ラトゥ

リヤがある｡ 

(3) 第3者の導入  
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これはNG､政府組織､国際組織､宗教組織､教育組織等の組織がコミュニティｰを支援す

る施策である｡ またフィｰルドワｰクを行っている大学関係者がコミュニティｰに対して

技術的情報を伝える事によって､コミュニティｰ活動に資する方法もある｡  

5.4.4 基本方針  

住民組織のゴｰルとしては､カラカス首都区庁が住民が自分自身の生命と財産を守れるよう

にコミュニティｰ組織にツｰルを与え､組織強化を行う事である｡ 

住民組織の原則はボトムアップアプロｰチであり､1) コミュニティｰがイニシアティブをとる 
2) コミュニティｰ間の連携及び同じ市内の関係政府組織との連携 3)資源の共有 4)コミュニテ

ィｰ組織創設とコミュニティｰ活動強化  が重要である｡ 

5.4.5 戦略 

以下の4つの戦略を提案した｡ 

1. 防災住民組織の戦略を策定する。 
2. 災害準備計画を策定する。 
3. 防災､リスク逓減方針を確立する。 
4. サポｰトプログラムを作成する。 

5.4.6 住民組織強化施策  
 

住民組織強化施策を表5.3.2と表5.3.3に示すように作成した｡ 

(1) プログラムの方針 

・ 重要性と緊急性 

・ ボトムアップ能力開発  

・ 既存の資源の活用   

・ 目的の広範性 

・ 資源ベｰス: ネットワｰク､資源共有 

・ 持続性: 時間とともに発展していくもの 

(2) 住民組織プロジェクトの対象 

・ 地震に対して大被害が想定されるコミュニティｰ  

・ 土砂災害シナリオで被害の大きいコミュニティｰ  

・ 社会的脆弱性: (収入､教育レベル)の大きいコミュニティｰ 
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表 5.4.1  ベネズエラ法体系における住民組織に関する担当組織 

法律又は組織 責務 
市民保護法 - 市民の自衛を促進し､脆弱性を低減する恒久的な政策を決定す

る｡  
- 市民の自衛を促進し､発展させる｡ 

消防署 - 災害の予防､軽減､緊急対応準備の計画を立案･実行するととも

に､助言者又は促進機関としての役割を担う｡ 
市役所法 - 市民保護と市民の安全の業務を行う事が責務となっている｡ 

近隣住民組織 - 人命と財産を保護する計画を立案し､計画実施を促進する｡ 
公的計画地方委員会 - 地方緊急基金を準備する｡人命財産保全計画をつくる｡ 

市民権 (市民安全 /市民保護法) - 市民の自衛に参加する｡市民の支援準備｡ 
保健社会開発省 - 社会開発のためのコミュニティｰ組織の資金支援 

 

 
表 5.4.2.  住民組織プロジェクトの概要 

防災のための住民組織の概念 

市民保護制度の支援 
• 最も脆弱性の大きい地域における適切な組織形態や組織間連携を促進する｡ 
• 技術的支援や制度的支援 
• コミュニティｰを予備的に診断する｡  
• 牽引者となる組織･人物の同定 
• 組織間連携 
• 能力開発と能力移転  
• 目標とする住民集団に対する､特定の方法論とアプロｰチによる標準的な訓練プログラム 

市民組織の支援 
• 社会組織を通して住民を直接支援または共同作業 
• 組織能力の確認  
• 開発計画の中にリスク管理の要素を入れる事によって市民組織を直接支援する｡ 
• 援助活動を継続したり､累進効果を促進する事によって継続的な防災活動を支援する｡ 

総括的視点 
• 利用できる外部資源･外部資産(政府､地域､コミュニティｰのそれぞれの範囲で)を同定する｡ 
• 開発プロジェクトにおけるリスク管理の観点からのふるい分け  
• コミュニティｰの動機付け 
• コミュニティｰのリスク軽減指標 

コミュニティｰの能力開発 
• 方法論とツｰル 
• コミュニティｰ資源の同定 
• コミュニティｰが必要とする適切な材料の作成 
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表 5.4.3 住民組織プロジェクト 
プログラム 対象とする住民 方法 

1.1.1. 戦略策定､政府組織への提言   1. 1. 首都区の住

民組織形成のた

めの設計とパイ

ロット戦   

市役所防災局､危険地

域のコミュニティｰｰ､

社会グルｰプ､訓練組織  1.1.2. 住民組織戦略のパイロットプロジェ

クト実施 
1.2. 政策選択  28  パロキアセクタｰ､市

役所､首都区庁  
1.2.1. 政府組織とコミュニティｰのワｰクシ

ョップを首都区レベルで開催し､戦略策

定､プログラム修正､プログラム更新を行

う｡  
2. 災害準備プログラム 

2..1.1.セクタｰ､パロキア､市を単位とした

プログラム開発 

2.1.2. 緊急計画､訓練､準備 

2.1 災害準備プロ

グラム  
対象を高危険地域の住

民グルｰプから開始し､

順次､全地域に拡大す

る｡ 

2.1.3.定期的な計画修正と更新を目的とし

たコミュニティｰワｰクショップとネット

ワｰク 
3. 防災･リスク軽減政策立案 

3.1.1. ワｰクショップ､セミナｰ､リスク軽減

政策開発促進 

3.1.2. リスク軽減政策促進のためのコミュ

ニティｰワｰクショップと連携 

  3.1. リスク軽減

促進､計画､政策

決定 

 近隣住民組織､公的計

画地域委員会､市役所､

コミュニティｰネット

ワｰク  

3.1. 3. 防災政策のための市民セミナｰ 

4. 支援プログラム 

4.1.1  政策開発支援プログラム 

4.1.2.評価と観察  

4. 1. 組織強化 

4.1.3  支援材料とツｰル 
4.2.1.脆弱性と資産のインベントリｰ調査 4. 2.  コミュニテ

ィｰと市のデｰタ

ベｰス作成 

セクタｰ､パロキア 

4.2.2.コンピュｰタｰ機器､プログラム､訓練  
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5.5 社会調査 

5.5.1 社会調査の概要 

災害は自然現象としてのハザｰドと人間活動(社会構造､資源､人間活動等) の組み合わせ

として発生する｡したがって､防災計画を立案する時に社会的側面を統合する事は重要で

ある｡調査団は本件調査の中で3つの社会調査を行った｡この社会調査は3つがそれぞれ特

定の目的をもっており､最終的な目的はコミュニティｰ防災強化の戦略をカラカス首都区

防災計画に盛り込む事である｡ (図5.5.1参照) 

最初のステップとして既存のコミュニティｰをリスク管理の観点から検討するために｢社

会的脆弱性調査｣と｢リスク管理の成功事例調査｣を2003年9月から3カ月をかけて現地際

委託によって行った｡  

社会的脆弱性調査はカラカス首都区の社会的特性の異なる15のエリアを選定して現在の

社会的脆弱性を調査した。また過去の災害時にコミュニティｰとして防災活動に成功し

たカトゥチェ､アナウコ､ラフロｰレスタの3つの例を成功事例として選定し､その成功要

因を分析した。 

最後の社会調査は｢コミュニティｰ防災のパイロット調査｣で､2004年7月から3カ月にわた

って現地再委託によって実施した。調査のテｰマとしては優先プロジェクトとして選定

した｢建物耐震補強｣と｢土石流災害警戒避難｣及び｢危険地域からの住民移転｣を選定し

た｡ 調査団はこのパイロット調査では5箇所のコミュニティｰについて参加型アプロｰチを

用い､検討テｰマ毎に住民とともに検討をしていった。 

5.5.2 社会的脆弱性調査結果  

(1) 背景と目的  

災害管理を考えると､すべての脆弱性は社会経済的､政治的､文化的､物理的なルｰツをも

っているものであり､カラカスの都市化のプロセスはそれら要素の複雑な組み合わせで

できあがっているものである。この調査の最終的な目標はカラカスの都市化に対応する

異なった脆弱性のタイプを見いだす事である｡ 調査にあたっては 1) 社会経済的特徴  2)

家屋建物の特徴 3)災害に関する認識と行動   の3点に着目した｡ 

 

 (2) 社会的脆弱性の分類  
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調査対象範囲から15の異なった特性を持つエリアを選定した｡選定の基準は都市化の歴

史､土地利用､社会階層である｡ 

  
エリア名 開発年代  土地利用 社会階層

通常都市部 
1 Altamira –Los Palos Grandes- La Castellana 50-60 住宅地 中-高 

2 
Campo Alegre – Country Club -San 

Bernardino-Los Chorros – La Florida – 
B.Campo 

40-50 住宅地 中-高 

3 
Casco Tradicionales – Casco Central – Prado 

de María – San Agustín – San José – 
Cementerio – Los Castaños – La Pastora  

20-30 
 

住宅地-   
商業地 中 

4 El Marqués – La California 60-70 住宅地 中 

5 
El Recreo-Bello Monte – Los Caobos – Las 
Acacias – Los Rosales – Valle Abajo – Av. 

Victoria – Las Delicias – Sabana Grande – La 
Campiña 

40-50 住宅地 中 

6 El Rosal-Sebucán-La Carlota – La Floresta  40-50 住宅地 中-高 
7 La Urbina  - Montalbán 70-80 住宅地 中 
8 23 de Enero-Simón Rodríguez  50´s 住宅地 中-高 
9 Caricuao - Valle – Coche 60-70 住宅地 中 

10 Santa Mónica –  Colinas de Bello Monte - 
Vista Alegre – El Paraíso  50-60 住宅地 中 

11 Chacao - La Candelaria 20-40 住宅地 中 
バリオ 

12 Chapellín-Sarria  30-60 住宅地 低 
13 La Vega  住宅地 中-低 
14 Mariche  住宅地 低 

周辺地域 
15 Macarao  住宅地 中-低 

 (3) 社会調査の結果 

特徴的社会的脆弱性のタイプを以下にまとめる｡   

1) 文化的脆弱性 
• 災害の経験から得た知識と日常生活を通して知っているリスクの認識は

直接的にはリスク管理の行動とは結びつかない｡ またリスクに対する準

備の知識はリスクや災害のタイプや頻度と関係していると思われる｡ た

とえば洪水や土砂災害の経験についてはその頻度が上がると防災意識も

向上すると考えられる｡ しかし､地震はこの地域では頻繁には起きないの

で､過去に1回起きたくらいの地震ではコミュニティｰレベルで次の地震に

備えようというような気運が起きる事はない｡ しかし､このような問題は
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活発な社会的組織､一体性､リｰダｰシップ､訓練を通しての情報伝達等によ

って改善できると考えられる｡ 

• 災害は自分の事ではないという意識は特に社会階層の高い市民や教育レ

ベルの高い市民で高い｡ 

• 今まで災害が起きたことがないのでこれからも起きないだろうと信じて

いる傾向がある｡ 

• バリオ地域で災害が重大な問題であるという意識と災害に対して備える

行動をとるというのは別の次元の問題である｡ 

• 市民は災害から5年経てば忘れてしまうという傾向がある｡これは防災プ

ロジェクトの持続性に関する問題である｡ 

2) 社会ｰ組織 的脆弱性 
• 住民を引っ張っていけるカリスマ性をもったリｰダｰの欠如 

• 個々のリｰダｰはバラバラに活動しており､各リｰダｰのコミュニティｰに対

するアプロｰチも統一的されているわけではない 

• コミュニティｰ活動に防災の視点が無い 

• 災害管理についてアプロｰチの方法が一貫していない 

• 他のコミュニティｰとの防災に関する連携がない 

3) 経済的脆弱性  
• 防災活動をするのにコミュニティｰに財源が無い 

• 防災技術等の資源にアクセスする方法が無い 

• 経済条件は実際的には災害管理活動に影響しない  

4) 制度的脆弱性 
• 政府組織の中で複数の組織で役割の重複がある｡これは法制度が不備なた

めである。 

• 政府からの支援が弱いか又は非効率である 

• コミュニティｰの中で組織管理が欠けている 

• 政府とコミュニティｰの間の情報交換と連携が弱い 

5.5.3 コミュニティｰのリスク管理成功例 調査 

(1) 調査の枠組みと目的 

カトゥチェ､アナウコ､ラ･フロｰレスタの3つのコミュニティｰはコミュニティｰが主

導でリスク管理を実践していると言う点で有名である｡ 彼らの経験は災害時にコ

ミュニティｰが対処できるという事実を証明した。本調査の目的は｢3つの先進的な

コミュニティｰにおいて､リスク管理をコミュニティｰとして行うため能力向上の要

素を見いだし､他のコミュニティｰに適用する｣事である｡ 
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 (2) 調査結果  

明らかに､それぞれのコミュニティｰは異なった背景と特性をもっており一様では

ない｡しかし､この調査によって共通する成功例の要素で他のコミュニティｰへ適用

できるが項目が明らかになった。以下に成功の主要要件と社会的脆弱性の要素を

以下に述べる｡ 

 

1) 成功の主要要件 
• リスク管理を目的とするコミュニティｰ活動にはリｰダｰシップがもっとも

重要な要素である｡ このリｰダｰシップはコミュニティｰの団結､創造的チ

ャレンジ､対外交渉､持続性のために必要不可欠である｡ 

• 日常的なリスクの意識は災害準備の知識と直接的には関係しない｡ 知識

をもった技術者とかリスクマネジメントに関する訓練を行う事によって

コミニュティｰの人々がリスクマネジメントをコミュニティｰの優先項目

として認識する事ガできる｡結果的にこれがコミュニティｰの団結力を強

めて､リスクマネジメントの質を改善する。 

• 内部組織(たとえば近隣住民組織)､中間組織(コンソｰシアム等)､外部組織

(首都区庁､市､ロｰカルNGO､国際NGO等)を統合する事や防災活動を持続的

なものにするために利害関係者と連携をする事｡ 

• コミュニティｰは自らのリスクマップを作成し､自らの警戒避難活動の一

環として避難経路を認識している｡ さらに､防災をコミュニティｰの優先

的な項目として認識している｡ 

• リスク管理に関して組織化されたコミュニティｰであるという名声がさら

にコミュニティｰ活動を自信のあるものにしており､他のコミュニティｰへ

の影響を与えている｡ 

• カトゥチェとラトリィヤとの関係のように､一つのコミュニティｰの経験

や成功事例が別のコミュニティｰに伝達されている。｢隣人カトゥチェか

ら学べ｣はコミュニティｰリスク管理を広めていく実際的な方法である｡ 

2) 脆弱性要素 
• コミュニティｰ内のすべての個人が災害と災害管理に関心があるわけでは

ない｡   

• 外部組織との協力は時として､依存性を高め､コミュニティｰの動機､創造

性､財源徴収の気運を損なうことがある｡ 

• コミュニティｰリスク管理への個人的な熱意と参加はコミュニティｰ構成

員個人への関心を失うと急激に失われる｡ 
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 (3) 要約 

ケｰススタディｰを通して､これらの3ケｰスはリスク管理に関する成功の要素を提供

しているが､一種の脆弱性もある事が明らかになった｡ 言い換えると､脆弱性は良

好なリスク管理のコインの裏側である｡ したがって､脆弱性を正しく理解すれば､

その脆弱性を良好なリスク管理に転換する事ができるという事である｡ カトゥチ

ェコミュニティｰの住民はコミュニティｰ組織の管理能力をコミュニティｰ自身がも

つ事の重要性を自らの活動を通して認識した｡ これらコミュニティｰは､利害関係

者との密な接触や頻発する災害の経験を踏まえて､リスク管理に関する信念､態度､

知識を獲得したのである｡ 

5.5.4 コミュニティ防災のパイロット調査結果(警戒避難) 

パイロットコミュニティｰにおけるコミュニティｰベｰスの警戒避難プロジェクトを

検討をした結果以下の項目が警戒避難システムを成功させるための要素であると

結論した。 

1)自らのコミュニティｰのリスクと脆弱性を理解する｡  

すべてのコミュニティｰ住民は自らのコミュニティｰのリスク環境つまり､どこで洪

水や地滑りが起きる可能性があるかという事を知っている責任がある｡ 

2) コミュニティｰ資源の把握  

利害関係者､緊急時の役割分担､政府組織との支援に関する交渉の役割､他のコミュ

ニティｰとの協力の役割分担､等のコミュニティｰ防災資源を災害準備の段階から把

握する必要がある｡ また､コミュニティｰの中での情報を伝達する連絡網の存在が

重要である｡  

3) コミュニティｰ地図  

コミュニティｰ地図に避難ルｰト､避難所､リスク地域と脆弱地域､責任者､コミュニ

ティｰ組織の位置(近隣住民組織その他)､障害者の住んでいる家等を記入したもの｡ 

4) 情報登録システム 

コミュニティｰベｰスの災害管理はコミュニティｰ自身の自主性と活動が重要であ

る｡ 関係機関の支援によって､コミュニティｰは自分自身の内部のものも含めて情

報を常に更新する必要がある｡ この情報を常に更新していく事は災害時にもけが
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人の情報や洪水等の災害による行方不明者の情報管理も含めて重要であり､これら

情報を用いて災害管理をコミュニティｰで行う事ができる｡ 

コミュニティｰ活動の強化の戦略を以下にまとめた｡ それぞれステップでの主務と

なる組織を ★で表した｡ 

 

 

5.5.5 コミュニティｰ防災のパイロット調査結果(建物耐震補強) 

家屋に対する投資額が大きければ､災害を受けた時の被害も大きく､適切な教育と意識向

上が図れると､予防対策に投資をする可能性も大きいことになる｡ もし投資額が小さい

と経済力も小さく､建物補強に投資する可能性も小さいと言うことになる｡  

建物調査に関するパイロット調査の結果､耐震補強に対する住民の意識は､経済的な判断

だけではなく､人命の価値に対する考え､ 制度的枠組み､教育過程等が関係している事が

明らかになった｡ コミュニティｰに建物耐震補強のプロジェクトを理解して､促進しても

らうためには､技術者だけでなく､コミュニティｰコミュニケｰタｰ､エコノミスト､社会学

者､心理学者等のチｰムが必要であると考えられる｡ この学際的なアプロｰチによって建

物耐震補強の効果的な実施の第一ステップが図られると考えられる｡ 

5.5.6 コミュニティｰ調査結果(危険地域からの住民移転プロジェクト)  

ステ

ップ 
コミュニティｰベｰス警戒避難のための必

要項目 
政府組織 コミュニテ

ィｰ 
コンサル

タント､

NGO 等

の第 3 者 
1 必要性の同定 ★★★ ★ ★★ 
2 既存のコミュニティｰ組織の同定､ 

警戒避難活動への発展確認  
★ ★★ ★★★ 

3 警戒避難のためコミュニティｰ組織強化 
(リｰダｰ育成､一体性､交渉能力､持続性､自

立性)  

★★ ★★★ ★★ 

4 コミュニティｰ活動による警戒避難の戦略

作成 
★★ ★★★ ★★ 

5 戦略の実践 
方法､資機材 

★★★ ★★★ ★★★ 
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1) 政府組織の役割 

危険地域の住民移転や建物耐震補強のプロジェクトを推進するにあたって､政府組

織が考慮しなければならないと考えられるファクタｰは以下の通りである｡ 

• 危険地域の住民を移転する政策を立案するにあたって当局が考えなければならな

い項目としては､危険地域の住民の生活権と土地の所有権の問題である｡ 

• コミュニティｰを移転するための制度及び資金源を確立する必要がある｡ 

• 移転計画については計画段階でその住民を参加させる｡そうでないと､住民は同意

しない｡ 

• 資金運用の透明性確保が重要 

• 移転事業を開始するにあたっては政府と住民の間の信頼関係が構築されている事

が大前提であり､これなしには成功しない。 

• 事業を持続させるためには､政策の連続性がなければならないし､政府が交代して

もその政策は継続しなければならない。 

2) 専門家の役割 

• 技術的的支援をする専門家はコミュニティｰとともに時間を費やし､コミュニティ

ｰのダイナミズムを理解するとともに､コミュニティｰのパｰトナｰとして仕事をす

る必要がある｡ 

• 専門家は計画立案､設計､実施に際してコミュニティｰの参加を尊重し､常にコミュ

ニティｰに検討過程を公開しなければならない。 

3) 人々が現在住んでいる危険地域から他に移転するための条件   

バリオ地域の危険な場所に住んでいる人々が自主的に他の安全な地域に移転するには以

下の条件が必須である｡そうでないとプロジェクトは成功しない｡ 

• 移転先は同じ地域か又は近隣である事｡   

• 住民が自分たちの住んでいる場所の危険性を良く理解している事｡    

• 移転する事によって生活環境が改善される事｡移転する事によって､環境のよい､

治安もよい､安全な場所で生活できるようになる事｡   

• 自分たちの生活環境が改善される事｡ 娯楽の場､リクレｰションの場､スポｰツの

場､コミュニティｰ活動の場､教育施設､医療施設等が整備される事｡   

• 自分自身の家を確保できる事｡ ロス･ラノスコミュニティｰの住民は現在自分たち

の家を保有しているのでその状態を続けたい｡借家住まいにはなりたくない｡   

• 移転計画立案に住民が参加できる事｡計画の予備検討段階から常にコミュニティｰ

と相談の上すすめる事｡   
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• 移転先で隣に全く別の地区からの住民が住むようになる事に関しては強い拒否感

がある｡将来､別のコミュニティｰから来た人々と一緒に住む事のリスクは避けた

い｡  

• もしコミュニティｰもプロジェクト(新たな家屋の建設)実現のために財源の拠出

をする必要がある時には､彼らは進んで施工管理や材料管理の活動に参加する意

志がある｡   

 

5.5.7. 社会調査結論 

防災へのアプロｰチとして頻繁に用いられている工学的なアプロｰチでは特定の社

会の地震や豪雨による自然災害に対する社会的脆弱性の根本的な原因を覆い隠す

事もあった｡ 工学的のみのアプロｰチでは技術的な分析や非常に高度な技術を提案

して､結果的には人命を保全するという効果的な災害管理に失敗する可能性が高

い｡このような理由から調査団は3つのコンポｰネントからなる社会調査を技術的検

討とあわせて行った｡脆弱性指標を用いて地図上に展開し､社会的脆弱性マップを

試行的に作成した｡ 2回目の社会調査であるコミュニティｰ防災活動の成功事例の

分析は､対象コミュニティｰにおけるキｰとなる要素を抽出することができ､また脆

弱性の大きいコミュニティｰから防災力の大きなコミュニティｰに変遷していくプ

ロセスを把握することができた｡3つめのコミュニティｰ防災のパイロット調査で

は､建物耐震補強､警戒避難､住民移転の3つのトピックを取り上げた｡ この調査に

よって､それぞれの政策についてのコミュニティｰから見た戦略と行政のとるべき

戦略をコミュニティｰの人々の参加による討議結果から提案し､コミュニティｰの

人々が使えるマニュアルのサンプルを作成した｡ この一連のパイロット調査を通

して対象コミュニティｰの能力向上を図ることができ､一部のコミュニティｰでは本

件調査に一緒に参加した行政職員､地元コンサルタントとともに調査終了後も自主

防災活動を継続していく動きがでている｡  

一連の社会調査を通してコミュニティｰ防災強化の方法論を見いだすことができ､

これをキｰとして市民の自主防災と行政側のコミュニティｰ防災担当者の今後の活

動への提言を行うことができた｡ まとめとして､カラカス首都区におけるコミュニ

ティｰベｰスの防災活動 における 不可欠な 要素は  1)  きちんと機能するコュニティ

ｰ組織と全国レベルの連携   2) 信頼感があり､優れた能力をもったリｰダｰの存在  3) 

コミュニケｰションと交渉能力  4) 行政とコミュニティｰの間に立つ中間的組織   で

ある｡ 

本社会調査によって以下の成果を上げることができた｡ 
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1) 人間の社会と活動の状況を反映した脆弱性に関する情報を整理した｡  

2)  防災を目的としたコミュニティｰ活動強化を実践した｡   

3) 防災を目的としたコミュニティｰ活動のための教育訓練にもちいる広報手法を

開発した｡  
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第6章 災害シナリオ 

6. 1 災害シナリオ 

6. 1. 1. シナリオ選定の基本的な考え方 

防災基本計画を立案するにあたっては､計画の基礎として災害シナリオを選定する必要があ

る｡ここで､改めて確認しておかなければならないのは､シナリオの選定は単に仮定を行うだ

けであって､決して予測をしているものでは無いと言う事である｡ 

災害シナリオの選定は､以下の基準によって行った｡ 

 

-  シナリオは正しい工学的考察に基づくシミュレｰション結果から選定する｡ 

- シナリオ選定は技術者と計画専門家がよく議論をしておこなう｡ 

- シナリオは保全対象の重要性を考慮して選定する｡ 

- 計画期間の中で､複数のシナリオを選定する事は可能である｡ 

地震災害と土砂災害のシミュレｰションは､今までに入手できた全情報を用い､ベネズエラ国

内の地震災害及び土砂災害に関する最高の学術機関である地震研究所と中央大学流体力学研

究所との綿密な協力によって実施した｡ 

カラカス首都区は巨大な人口と資産をかかえ､また首都機能も有している事から､その重要性

は非常に大きい｡このような対象地域の重要性を考えると､計画作成にあたって十分な安全性

を考えるのは当然である｡ 

JICA調査団は､第3次現地調査の中でカウンタｰパｰトチｰムと会議を開き､について議論を行

って､防災計画の基本となる災害シナリオを選定した｡ 

6. 1. 2. 地震災害シナリオ 

(1) 地震災害シナリオ選定 

地震断層の移動速度から考えると､各断層系の中で最も活動度の高いサン･セバスティアン断

層によって生じる地震が最も発生確率が高い｡ラ･ビクトリア断層系が2番目で､アビラ断層系

は最も確率が小さい｡ それぞれのシナリオ地震のマグニチュｰドを考えると､1967年地震は

1812年地震に比べて発生確率は高い｡ 何故ならば､小さい地震は大きいマグニチュｰドの地震

に比べて発生確率は小さいからである｡  
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1967年地震シナリオを最優先とし､短期計画目標として､1812年地震シナリオを長期計画目標

とした｡ また､1878年地震シナリオとアビラ断層地震シナリオは参考にする事とした｡ 

(2) 被害想定結果 

1967年地震シナリオと1812年地震シナリオによる被害想定結果を表6.1.1に示した｡ 

(3) ハザｰドマップとリスクマップ 

図6.1.1に地震ハザｰドマップを図6.1.2に地震リスクマップを示した｡ 図6.1.1は､MMIで示した

地震動の大きさを表し､図6.1.2は､マイクロゾｰン毎の大破建物割合を表している｡ 

6. 1. 3. 土砂災害シナリオ 

(1) 土砂災害シナリオ選定 

雨量資料の確率分析によると､1999年12月にカラカスで生じた降雨の確率は100年である｡こ

の時の土石流は歴史被害の中で最も深刻なものである｡本調査対象地域の重要性を考え､土石

流災害シナリオは100年確率降雨によって引起こされる土石流を想定する事とした｡ 

(2) 被害想定結果 

表 6.1.2は生起確率1/100のシナリオ土砂災害による被害想定をまとめたものである｡ 表6.1.3
は地すべり及び急傾斜地崩壊の危険地域にある建物数推定値を示したものである｡ 

(3) ハザｰドマップとリスクマップ 

土石流ハザ-ドマップを図 6.1.3に示した｡  地すべり･急傾斜地崩壊ハザ-ドマップを図 6.1.4に
示した｡ 土石流リスクマップを図 6.1.5に､地滑り･急傾斜地崩壊リスクマップを図 6.1.6にそ

れぞれ示した｡ リスクマップは､ハザ-ド地域を家屋密度で分類し､被害の状況が推定できる

ようにしたものである｡ 

6. 2 災害シナリオと社会的脆弱性 

図6.2.1に､社会的脆弱性調査結果を用いて作成した社会的脆弱性マップを示した｡ 社会的脆

弱性指標を数値化･地図化する事は､研究段階であり､確立された手法があるだけではない｡今

回作成したのは試行的に行ったものであり､今後作成方法と使い方については検討していく

必要がある｡図6.2.1と図6.1.2､6.1.5､6.1.6を比較すると以下の事が判る｡ 

- 最も地震被害の大きい地域は､社会的脆弱性が大きい地域と一致する傾向にある｡従

って､社会的脆弱性の大きい地域は､地震災害リスクも大きい｡ 

- 土石流災害の危険性の大きい地域は､社会的脆弱性の大きい地域と小さい地域にまた

がっている｡ 
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- 地すべりと急傾斜地崩壊の危険地域は社会的脆弱性の大きい地域と一致する傾向に

ある｡ 

従って､防災計画を立案するにあたっては､物理的リスクとともに､社会的脆弱性も考慮する

必要がある｡ 

6.  3 防災行政/法制度 

カラカス首都区の防災行政/法制度に関して脆弱性と防災力をまとめると以下のようになる｡ 

-カラカス首都区防災局は｢市民保護と災害管理のための国家組織に関する法律｣によっ

て役割が定義されており首都区の防災行政の中心である｡ 

-しかし同法律は施行されてからまだ日が浅いために､｢国家防災計画｣､｢地域防災計画策

定のためのガイドライン｣､その他関連の政令が未整備である｡ 

-同法律によると災害管理の 3 ステｰジすなわち｢緊急対応のための準備｣､｢緊急対応｣､

｢復旧復興｣については防災局の管轄であると定義されている｡しかし､｢予防｣に関して

は同法律には記述はなく､防災局の｢予防｣に関する責任の記述もない｡ 

-様々な省庁すなわち内務司法省､インフラ省､企画開発省､環境天然資源省が災害予防に

関連している｡ 

6. 4 防災計画の問題点 

カラカス首都区における防災計画の問題点を整理すると以下の通りである｡ 
 

-同地域では大規模な地震災害や土砂災害の発生する危険性があるが､発生する危険のあ

る災害を未然に防ぐ予防対策は実施されていない｡ 

-｢市民保護と災害管理組織に関する法律｣でも災害管理サイクルにおける予防

(mitigation)のについては明確に定義されていない｡ 

-｢市民保護と災害管理組織に関する法律｣では防災局の役割分担は明確に規定されてい

る｡しかし同法律に対応する施行規則やガイドラインが規定されていない事から同法の

適用について混乱がみられる｡ 

-カラカス首都区地域では地域的な貧富の差が大きく､社会的脆弱性についても非常に大

きな地域的な差がある｡そして地震災害の物理的リスクの大きい場所は社会的脆弱性の

大きい地域と一致している傾向にある｡ 

従って､カラカス首都区の防災基本計画は以下のコンセプトに従って立案する事が必要であ

る。 

 
-計画は科学的方法で推定した災害シナリオに基づいて立案する｡ 

-予防の施策を実施する責任機関を規定する事が大事な項目の一つである。 
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-計画は｢市民保護と災害管理組織に関する法律｣の精神に基づいて立案し､同法の規定に

従って将来施行規則やガイドラインが制定された時には､この計画を見直す｡ 

-計画立案に際しては物理的リスクだけでなく､社会的脆弱性/防災力も考慮にいれる｡ 

 

表 6.1.1  地震被害想定結果 
 

 1967 地震 1812 地震 

大破建物数 (棟) 10,000 32,000 
死傷者数 (人)* 4,900 20,000 

幹線道路での落橋数 (橋) 0 15 
高架道路での被害箇所数 (箇所) 0.3 4.16 

水道管被害  
(最大箇所 / 250,000 m2) 

 
0.0 

 
0.53 

電話線被害 (%) 0.07 0.25 
ガソリンスタンド油漏れ (%) 0.14 2.00 

 * 過去の地震事例に基づき､大破建物棟数から推定した｡ 

表 6.1.2  シナリオ土石流による被害想定 
 警戒区域 特別警戒区域 
  面積(km2) 推定影響建物数 (no.) 面積 (km2) 推定影響建物数 

(no.) 
都市地域 2.80 9,800 0.38 1,400 
バリオ地域 0.32 4,500 0.11 1,300 

計 3.12 14,300 0.49 2,700 

 

表 6.1.3  地すべり･急傾斜地崩壊危険地域内にある建物数 
 危険斜面上の建物数 影響範囲の建物数 合計 

急傾斜地崩壊 6,800 5,500 12,300 
地すべり 400 100 500 
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(Estimated Seismic Intensity for the 1967 Earthquake) 

 
 
 
 (Estimated Seismic Intensity for the 1812 Earthquake) 
 
 

図6.1.1  地震災害ハザードマップ 
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第 7章  防災基本計画の基本方針 

7. 1 計画の基本方針  

計画の対象(対象地域､目標年次､保全対象､災害の種類､災害のスケｰル､計画の基本戦略)につ

いて以下に述べる｡ 

7. 1. 1. 対象地域 

計画の対象地域は本件調査対象地域と一致している｡地震災害対策計画は3市(リベルタドｰ

ル､チャカオ､スクレ)が対象地域である｡土砂災害対策計画は20渓流沿いの限られた地域が対

象地域である｡ 

7. 1. 2. 目標年次  

目標年次は2020年であり､2004年からは16年後である｡目標年次はある程度予測可能な将来で

あり､かつ､災害管理の4つのステｰジ(予防､準備､対応､復旧)をカバｰする計画を立案し実行す

る十分な期間を持っている。 

計画の実行性を高めるために､中間目標年次を定める事とした。16年間を2つに分割して前半

を短期目標年次とし､全体をすべてのマスタｰプランプロジェクトを完成する最終目標年次と

した｡ 

従って､計画の目標年次は以下のようになる｡ 
2012: 短期プロジェクトを達成する短期目標年次 

2020: 全体プロジェクトを達成する最終目標年次 

7. 1. 3. 保全対象  

一般的に防災計画では保全対象は3つある｡すなわち､人命(または人の安全)､資産(または財

産､ストック)と機能(または活動､フロｰ)である｡ 

カラカス首都区は上記3つの保全対象のすべてについてベネズエラで最も重要度の高い都市

である｡ 

首都区は310万人の人口を抱えており､これは全国人口の1/8であるとともに､全国の中で最大

の人口を有する都市である｡首都区はまたその最大の人口をささえる巨大な資産としての建

物や経済活動､商業活動､産業活動､金融活動､文化活動ををささえるインフラライフラインを

有している｡同時に首都区は国の首都としての機能を有している｡立法､司法､行政の機能が集

中し､ベネズエラ中央銀行本店､国立博物館､国立劇場等が市内に存在する｡ 
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このようにカラカス首都区は保全対象となる人命､資産､機能のどれをとっても国内で最も重

要な地域である｡従って､計画立案では以下の3つを保全対象として設定する｡ 

1. 人命を守る 
2. 資産を守る 
3. 首都機能を守る 

7. 1. 4. 災害の種類 

本計画で対象とする災害の種類は｢地震災害｣と｢土砂災害｣である｡土砂災害は｢土石流｣､｢地

滑り｣､｢急傾斜地崩壊｣から構成される。対象地域ではグアイレ川の洪水やアビラ山の火災な

どその他の自然災害もあるが､災害によって生じる被害の大きさを考えると､地震災害と土砂

災害は2大災害であると考えられる｡ 

7. 1. 5. 災害のスケｰル 

カラカス首都区の重要性を鑑み､いったん災害が生じた時の被害の大きさを考えて目標スケｰ

ルは十分大きい必要がある｡ しかし､この計画は目標年次が16年先の計画であり､1,000年に1
回起きるようなカタストロフィｰを視野に入れるものではない。従って､今回の防災計画の対

象となる災害スケｰルは100年～500年規模のものである｡ 

7. 1. 6. 計画の基本戦略 

保全対象と計画の明確な関係 

保全対象を人命､資産､首都機能と定義したので計画はこれら保全対象と明確に関連している

必要がある｡計画の中ではプロジェクト毎に何を保全対象とするのかを明確にする｡ 

災害管理サイクルの4ステｰジ 

総合的な計画を立案するために､計画は災害管理の4ステｰジをカバｰするものである必要があ

る。しかし､計画は｢予防｣と｢準備｣に重点を置き､｢対応｣と復旧｣については提言を行う｡ 

構造物対策と非構造物対策 

計画は構造物対策と非構造物対策より構成される｡特に財源が限られている時には大きい初

期投資が必要な構造物対策だけでなく､非構造物対策との組み合わせが重要である｡ 本件調

査では災害スケｰルを設定してから､適切な構造物対策と非構造物対策の組み合わせを求める

事を考えた｡ 

社会的脆弱性と防災力の考慮 
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計画では対象地域の物理的な脆弱性だけでなく､社会的脆弱性･防災力も考慮した。調査の過

程で自然災害のハザｰドマップと人間の活動を表現しベｰスマップを重ね合わせて物理的リス

クマップを作成した｡構造物対策と非構造物対策の立案はこの物理的リスクと社会的脆弱性･

防災力の両方を勘案した｡ 

制度的枠組みの検討 

実行可能な計画を立案するために､それぞれのプロジェクトを実行するための組織制度的枠

組みをカウンタｰパｰトチｰムとの議論に基づいて提案した｡ その際には地域の法律的枠組み､

歴史的経緯､既存の制度を考慮した。基本的に制度的検討は既存の組織や制度を利用する事

で速やかなプロジェクト実施が可能となる事を考えた｡ 

財源の検討 

計画の実施に際して､財政的な裏付けが必要である｡財政基盤がなけれは計画は実行できな

い｡したがって､計画立案では考えられる財源を検討した。 
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第8章 防災基本計画 

8.1 一般 

カラカス首都区の3市を対象にして防災マスタｰプランを作成した。マスタｰプランの

3つの目標として｢安全なカラカスをつくる(予防)｣､｢緊急時に有効に対処する(準
備)｣､｢行政と市民の連携(連携)｣をかかげた｡この3つの目標を達成するために20のプ

ロジェクトを提案した。20のプロジェクトのうち6つの主要プロジェクトを提案し

た｡ また緊急対応と復旧復興については提言をした｡ 

8.2 計画の構成  

計画は｢地震災害対策計画｣､｢土砂災害対策計画｣､｢共通災害対策計画｣の3つのパｰト

よりなっている｡ 

地震災害対策計画は予防計画を内容とする｡土砂災害対策計画は予防計画と準備計画

から構成されている｡また共通災害対策計画は地震災害と土砂災害に共通の予防計画

と準備計画から構成されている｡また共通災害対策計画の中で緊急対応と復旧･復興

について提言を行った｡ 

報告書のサポｰティングレポｰトS1に､日本の地域防災計画の様式を踏まえて､カラカ

ス首都区をモデルにして地域防災計画の例を示した｡ 

8. 3. 組織計画  

調査団とカウンタｰパｰトチｰムとの議論の結果を踏まえて､上記20のプロジェクトの

それぞれについて行政機関の役割分担を提案した。この役割分担についてはさらに

議論をつめる必要があるが､特にカラカス首都区庁と中央政府の間の議論が必要であ

る｡ マスタｰプランプロジェクトを表8.2.1に示した｡表8.3.1に提案した関係行政機関の

役割分担を示した｡ 

8. 4. 主要目標と主要プロジェクト  

人命､財産､都市機能を保全するために以下の3つを計画の主目標として定義した｡ 

目標 1:   安全なカラカスをつくる (予防) 

目標 2:   緊急時に有効に対応する(準備) 

目標 3:   行政と市民の連携 (連携) 
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最初の目標は安全なカラカスをつくるために､予防措置をとるという事であり､第2の
目標は緊急時に有効に対応するために準備を行うということである｡また第3の目標

は行政と市民が連携して防災を行うという事である。 

上記3つの目標を達成する手段として20のプロジェクトを提案したがそのうち7つの

主要プロジェクトを以下に示す｡ 

｢安全なカラカスをつくる｣ために 

主要プロジェクト 1:  建物耐震補強 

主要プロジェクト 2:  橋梁耐震補強 

主要プロジェクト 3:  土石流対策施設 

主要プロジェクト 4:  危険地域からの住民移転 

｢緊急時に有効に対応する｣ために 

主要プロジェクト 5:  土石流警戒避難 

主要プロジェクト 6:  緊急指令センタｰ 

｢行政と市民の連携を強化する｣ために 

主要プロジェクト7:  コミュニティｰ活動強化 

8.5 マスタｰプランプロジェクト  

各プロジェクトの関係を図8.5.1に示した｡図では各プロジェクトを対応する災害の種

類ごとに示している｡ 

8. 6. 地震災害対策 

8. 6. 1. 地震災害対策予防計画 

建物耐震補強 (プロジェクトNo.1) 

建物耐震補強は完璧な方法ではないが､災害を予防する非常に有効な手段であ

る｡ 想定される地震の強さに対する建物の強度を解析する事は技術的に可能な

ので､設計外力と設計基準を決めれば建物耐震補強の設計をする事ができる｡し

かし､建物補強プロジェクトでは技術的側面だけでなく､制度的財政的側面も考

慮する必要がある｡ 
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ベネズエラ地震研究所の所管している技術基準と産業商業省が所管している品

質管理基準が｢技術基準と品質管理に関する法律｣によって法的にオｰソライズ

された建物耐震に関する基準である｡ 

この基準の12章-2によると､2001年(この基準が修正承認された年)以前に建設さ

れた建物について以下のような記述がある｡ 

｢本基準が制定される以前に建築された建物及び工学的方法以外の方法によっ

て建築された建物の取り扱いについては､中央政府､地方自治体､市は､評価､改

善､取り壊しする方法を定める事とする。｣ 

しかしながら､上記法律は建物耐震補強に関して適用できると解釈されるにも

かかわらず､いままで耐震補強に関する組織的な計画は､公共の安全と言う視点

からの研究的な目的以外には全くなかった｡ 

このように､技術的基準は整っているものの､それを実行に移す組織制度的枠組

みが無い､つまり問題は技術基準の質ではなくて誰がどのように基準を適用し､

プロジェクトを実行するかと言う事である｡ 

調査団は本プロジェクトの主務官庁として中央政府では住宅省､首都区では住

宅公社､各市では技術事務所を提案した｡  

住宅省は国レベルの建物耐震補強に関する基本方針を定め､首都区は特にバリ

オ建物の耐震補強に関する方針を定め､実際のプロジェクトの推進は通常都市

部については各市の技術事務所が､またバリオ地区建物については住宅省がプ

ロジェクトを推進する事を提案した｡ 

 

橋梁耐震補強 (プロジェクトNo.2) 

1967年地震シミュレｰションによると調査対象地域の高速道路115橋梁について

は被害がない｡ また水道管と電話線についても被害はなく､カラカスのライフ

ラインとインフラは1967年レベルの地震には安全であるという結論を得た｡ 

しかし､1812年レベルの地震では115橋のうち17橋で落橋が生じるという結果が

でた｡また高架道路では4本のピアが倒壊の恐れがあると言う結果がでた｡ 

橋梁補強計画をシミュレｰションの結果と道路網の優先順位を考慮して提案し

た｡  
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本計画ではカラカスｰラグアイレ道路のビアダクトNo.1橋梁の補修については

詳細な情報を入手できなかったので､含んでいない｡しかし､この橋梁はカラカ

スと国際空港を結ぶ唯一の道路上にあるため､その補修工事は重要かつ緊急性

が高い｡ 

 (制度的側面) 

対象地域にある橋梁は3つのレベルの政府組織が管理している｡高速道路につい

てはインフラ省の管轄である｡また橋梁の補強に関する技術的観点については

中央大学の材料構造モデル研究所等が助言をするべきである。 

8. 7.  土砂災害対策  

8. 7. 1. 土砂災害対策予防計画 

土石流対策施設 (プロジェクトNo. 3) 

シナリオ土石流(100年確率)に対応するための構造物では総事業費が大きいた

め､短期計画として25年確率雨量に対応する砂防堰堤と10年確率雨量に対応す

る通常水路を計画した｡短期計画の目標年次は2012年である｡ 

このプロジェクトによって渓流沿いの約19,000人の住民が利益を受ける｡プロ

ジェクトの概要を表8.7.1に示した｡ 

 (制度的側面) 

天然資源環境省の水環境次官､環境管理事務所､環境工学事務所等が国家レベル

の水関係プロジェクトを実施し､維持管理する事となっている｡ 

 

斜面対策工 (プロジェクト No.4) 

斜面対策工事は工事費に比べて保全対象構造物の価値が大きい時にのみ経済性

がある｡ 

 したがって､マスタｰプランプロジェクトに含めているがさらに詳細に個々の

事例について調査する必要がある｡候補として建物を保全対象とした13箇所の

斜面と道路を保全対象とした50箇所の斜面を同定した｡ 

道路保全についてはインフラ省が､また建物保全については各市の技術事務所

が責任組織である事を提案した｡ 
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バリオ地区排水改善 (プロジェクトNo.5) 

バリオ地域は概して排水施設が不備であるが､特に斜面上に存在するバリオ地

域の建物の安全性を確保するために排水改善プロジェクトを提案した｡ 

中央大学の建築学科がバリオ地域の排水問題を検討しており安価な排水施設の

提案をしている｡ この提案を本マスタｰプランの中に含めて､さらに調査をすす

めて事業実施をする事を提案する｡住宅省がバリオ地域環境改善の一環として

排水改善を行う事を提案する｡ 

8. 7. 2. 土砂災害対策準備計画 

危険地域の住民移転 (プロジェクトNo.6) 

危険な場所から離れて住む事が災害の被害から免れる基本的な方法である｡し

かしカラカスの場合には危険地域に住む住民をすべて安全なところに移住させ

る事は困難である｡本提案では渓流の河道の中に住んでいる住民のみを移転対

象としたプロジェクトを提案した｡渓流の河道の中に住んでいて､土石流の危険

にさらされている住民の数は約1,000戸(7,000人)と推定される。 

この移転はハザｰドマップ･リスクマップの公開､住民教育､コミュニティｰ活動

を通した自主的なものであって強制移転ではない｡ 

憲法によると､国または地方自治体が民間の土地建物を取得する時には土地代

と建物代を所有者に支払う必要がある｡また公の土地建物を取得する時には建

物代のみを所有者に支払う事となっている。 

住民移転をする時には移転先の土地については公共サｰビスの整ったかつ､カラ

カス首都区内で仕事をする事ができるような距離の場所である必要ガある｡ま

た住民が移転した後は市当局は当該土地をオｰプンスペｰス(建物禁止区域)とし

て新たな進入を阻止する必要がある｡ 

 

土石流警戒避難 (プロジェクト No.7) 

土砂災害対策の非構造物対策として､｢土石流警戒避難｣をプロジェクトとして

選定した。プロジェクトは気象水文観測､土石流観測､情報分析､情報伝達､警報

発令決定､警報発令､警報による避難 の一連のものである｡ 

土石流警戒避難のための関係機関の合意文書の案を作成した。 
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8. 8. 共通災害対策 

8. 8. 1.   予防計画 

危険地域の土地利用･開発規制 (プロジェクト No.8) 

1967年と1812年の地震シミュレｰションによると両方のケｰスとも建物倒壊律は

調査対象範囲の北西部で大きくなっている｡これは両方のケｰスとも震源がカラ

カスの北西部にあるためである｡しかし､これによって地震災害に対しては首都

区の南側は安全であると結論づける事はできない｡ 1878年地震シミュレｰショ

ンの結果では南側で地震動の大きさが大きいし､アビラ断層地震のケｰスでは地

震動の大きい場所は東西に広がっている｡ 調査対象地域は地震に関してはどこ

も同等に危険であると結論できる｡したがって､首都区の中で地震に対して安全

な場所を捜して､それによって市の都市計画を行うと言う事は提言できない｡ 

それに対して､地形の違いは明らかに建物被害に影響する｡建物の構造が同じで

あれば､斜面上の建物は平地の建物に比べて地震に対してより危険であると考

えられる｡ 

シミュレｰション結果によると1967年地震､1812年地震の両方とも倒壊被害を受

ける建物の90%はバリオ地域の建物であり､バリオ地域の建物の40%は斜面角度

20度以上の傾斜地に建っている｡したがって､対象地域でもっとも危険な建物は

バリオ地域の建物それも斜面上に建っている建物であると結論できる｡ 

危険地域から離れて住む事が最善の方法ではあるが､危険地域にあるバリオ家

屋をすべて移転するというのは百万人単位の移転をともなうため現実的ではな

い｡ 

しかし､今後さらに危険地域に住む住民の数を増やす事がないように､危険地域

(この場合には斜面)の住宅開発を規制することが必須である｡通常都市部では市

当局がハザｰドマップとリスクマップを参考にして危険地域の住宅開発を規制

する政策をとるべきである。 

またバリオ地域については､通常の規制は適用できないが､防災の観点から何ら

かの方法で新たな開発を抑制するべきである。 

2001年から2020年の間にカラカス首都区の人口は約80万人増加すると見込まれ

ているが､そのうち半分はバリオ住民と考えられ､規制がなければ危険な場所に

住んでしまうと予想できる｡したがって､土地利用規制･開発規制を実行するこ

とによって規制がなければ新たに発生する40万人のリスクを減ずることができ

ることとなる。 
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オｰプンスペｰス確保 (プロジェクトNo.9) 

オｰプンスペｰスの確保について(1)バリオ地域､(2)通常都市部でオｰプンスペｰス

の足りない箇所でのスペｰス確保 (3)避難民のためのオｰプンスペｰスの3つの観

点から計画を提案した｡ 

 

ハザｰドマップとリスクマップの公開 (プロジェクト No.10) 

ハザｰドマップやリスクマップを公開することによって､市民の災害に関する関

心を高め､予防プロジェクトの促進を図ることができると考えられる｡危険地域

に関する情報は市民が危険地域の建物を買ったり住んだりすることを抑制し､

自動的に危険地域の住宅開発を抑制する効果がある。ハザｰドマップとリスク

マップをこのように使うことについては､不動産市場の観点から議論がある所

である｡ベネズエラ側でさらに議論を継続するべきである。 

 

住民教育 (プロジェクト No.11) 

住民自身が危険を避け災害を予防する行動をとるようにするためには､住民教

育がもっとも大事なプロジェクトである｡現状では高等教育機関では防災教育

が行われているが､小学校や中学校レベルでは努力がされていない。小学校や

学校の正式カリキュラムに防災教育を含めることを提案する｡ 

学校教育に比べてもコミュニテｰにおける防災教育は当該コミュニティｰの特性

を踏まえたものであるためより実際的で有効な手段である｡ 

防災教育の第一ステップは住民に災害に関する知識(たとえばハザｰドマップや

リスクマップ)を与えることである｡本計画で提案している｢建物耐震補強｣や

｢危険地域の土地利用規制｣等は学校教育やコミュニティｰ教育を通じて促進す

るべきである｡ 

 

防災のためのコミュニテｰ活動強化 (プロジェクト No.12) 

建物耐震補強等のプロジェクトを推進するためにコミュニティｰの活動強化が

不可欠である｡ 
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8. 8. 2. 準備計画 

緊急指令センタｰ (プロジェクト No.13) 

準備計画のひとつとして緊急試練センタｰの建設を提案した｡同センタｰの施設

と機能は以下に記述する通りである｡このプロジェクトは単に建物だけでなく､

災害管理情報システムの設置､緊急対応訓練の実施､関係機関の連携強化を含む

ものである｡ 

機能:  緊急時救援資源の全般的な調整を行うものであり､災害時の兵站機能を

持っている｡調整機能とは防災活動を行うために利用できる資源を用いる事で

ある｡ 

使用者:  カラカス首都区及び各市 防災局 

住民教育 (プロジェクト No.11) 

緊急時に有効に対応するためには､住民を教育し訓練を行う事が必要である｡教

育プログラムの内容は警報システム､警報情報の伝達､避難行動､救援活動､救急

医療､避難場所等である｡ 準備計画の一部として住民を含んだ緊急対応の防災

訓練を実施する事を提案する｡ 

 

防災のためのコミュニティｰ活動強化 (プロジェクト No.12) 

警戒避難や救助活動に際しては強力なコミュニティｰ活動が不可欠の要素であ

る｡ 

大規模な災害時には政府機関の救援活動は被災者の一部にとどまるのに対して

多くの被災者は近隣住民や家族によって救助される。 

土石流や斜面崩壊の警報が発令された時に住民が避難する事はそのコミュニテ

ィｰに一体感が有り､避難指令を出すコミュニティｰリｰダｰに対する信頼感があ

って始めて実現するものである｡ 

このような一体感と信頼感は日常的なコミュニティｰ活動を通して長期間を通

して醸成されるものであり､これが災害準備計画のキｰとなる項目である｡ 

 

ハザｰドマップ･リスクマップの公開 (プロジェクトNo.10) 



8 - 9 

緊急対応時にハザｰドマップやリスクマップは有効なツｰルである｡これら地図

の公開によって緊急時の避難場所となるオｰプンスペｰスや学校等の場所の情報

が市民に知られていると危険地域から効率的に避難を実現する事が可能とな

る｡ 

災害管理情報システムの開発 (プロジェクト No. 14) 

災害情報システムは災害管理のための完結したデｰタベｰスである｡システムは

災害管理の4段階｢予防｣､｢準備｣､｢対応｣､｢復旧｣で使うことができる｡ 

デｰタベｰスは首都区の情報技術部におき､関係する各機関がコンソｰシアムを形

成してメンバｰ機関はインタｰネットを通してデｰタベｰスにアクセスする事を提

案している｡ 

コンソｰシアムは合意文書に基づいて設立し､合意文書はメンバｰ機関の義務と

権利を記述する｡メンバｰ機関は防災に関して各メンバｰ機関が提供した情報を

常に更新する義務を負う｡ 

このシステムのメインユｰザｰの一つは将来的に緊急指令センタｰに位置する首

都区防災局で緊急時には様々な緊急対応活動の指令本部となる。 

 食料､水､資機材備蓄 (プロジェクトNo.15) 

地震災害シナリオと土砂災害シナリオについて避難民の数を推定した｡1967年
地震のケｰスでは約70,000人が家を失うと予測され､避難民になる。必要な食

料､水､資機材の備蓄計画を検討した｡ 

緊急道路網 (プロジェクト No. 16) 

1967年地震では総計10,000棟の建物が倒壊すると予測され､発生する瓦礫は

912,000トン､700,000 m3 となる｡これら瓦礫は道路をブロックする｡また建物か

らの落下物も道路をブロックする｡  

緊急道路網の検討は各市と救援･医療関係機関が委員会をつくって検討し､緊急

時に有効に対処できるように計画する必要がある｡ 

防災拠点施設は緊急対応時の拠点となるが､カラカス首都区内のこれら施設を

有効に結ぶ緊急道路網の計画を立案する必要がある｡この検討は委員会におい

て救援､医療の関係機関の意見を踏まえて行う必要がある｡ 

避難計画･避難訓練 (プロジェクト No. 17) 
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1967年シナリオによると､10,000 棟の建物が倒壊する｡ 約70,000人を避難収容す

る必要がある｡ 避難民の多くはバリオ地域から発生するが､オｰプンスペｰスは

限られており､避難も救援活動も困難である｡ 

避難計画を以下の項目を考慮して作成する必要がある｡ 

- 避難場所の同定 

- 避難民の数の推定 

- 避難場所､施設､兵站 

- 避難ルｰト 

- 避難手続き 

- 避難地図の作成､配布､広報 

- 避難訓練､ 

救援計画 (プロジェクトNo. 18) 

1967年地震のシミュレｰション結果をもとに救援計画を立案する事を提案した｡ 

医療活動計画 (プロジェクトNo. 19) 

1967年地震シミュレｰションでは負傷者の数は4,510人となり､そのうち451 人が

病院に入院すると予測できる｡ この患者の数に基づいて搬送､治療計画を立案

する必要がある｡ 

心のケアスキル (プロジェクトNo. 20) 

被災した住民のメンタルケアの重要性はバルガス(ベネズエラ､土砂災害)､阪神

淡路(日本､地震)､バム(イラン､地震)でも明らかになっている。したがって本計

画では特に災害の復旧段階におけるメンタルケア､精神的なカウセリングをの

専門家を養成する事を提案した｡ こうした専門家は様々な災害の復旧段階でメ

ンタルケアを行う事ができる。 

8. 8. 3. 緊急対応計画への提言 

現在災害時の緊急対応計画はないので､早急に作成し､この防災基本計画のに含める

べきである｡緊急対応計画は以下の項目を網羅する必要がある｡ 

- 予警報の無い場合の緊急対応組織 

地震のように予報警報の無い場合の緊急対応組織について役割分担を定義すべきで

ある｡ 
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- 予警報のある場合の緊急対応組織 

土石流警戒避難のように予報警報のあるばあいの緊急対応組織について合意文書に

基づいて役割分担を定義すべきである｡ 

- 災害情報の収集と伝達  

救援活動を円滑に行うためには正確な災害情報を収集して適切な機関に伝達する事

が必要である。緊急時の指令機能をもっているのは提案している緊急指令センタｰで

あるので､災害情報はここに集中するべきである。 

- 関係機関との連携 

カラカス首都区庁が中央政府及び各市と十分な連携を図ることが緊急対応では重要

である｡このためには､首都区庁と中央政府及び首都区庁と各市の間で連携活動に関

する合意文書をあらかじめ取り交わしておくことを提言する｡ 

- 警戒避難･救援活動 

関係機関すなわち､防災局､消防署､病院､赤十字等の役割分担を明確にしてお具こと

が重要である｡ここで法律に定められている通り､防災局は計画及び調整の役割に徹

し､消防署が現場作業を行うという役割分担を明確にするべきである。 

- 交通  

道路や地下鉄の交通機関に対する被害の情報を収集する仕組みが必要である｡ 交通機

関の優先順位を定めた上で緊急交通網の計画を立案する必要がある｡ 

- 避難所 

避難民を一時的に収容するための避難場所と空いている公共アパｰトの使用について

の計画を立案する必要がある｡ 

- 必要物資の配給 

食料､水､必要物資の収集と配給計画について立案する必要がある｡ 

- 瓦礫撤去 

建物瓦礫､ゴミ､し尿等の処理計画を立案する必要がある｡ 

- 外国からの援助窓口 

首都区国際協力局が外国からの援助窓口となることを記述する必要がある｡ 
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- ライフライン 

上水道､ガス､電気､電話等のライフライン関連の企業体は緊急時には自ら所管するラ

イフラインの被害に関する情報を速やかに収集して早急な回復のために適切な処置

をするべきである｡各企業体はそれぞれの緊急対応計画を立案するべきである。 

- 治安 

治安維持は避難等の活動を円滑に行うために必要不可欠な要素である｡首都区及び各

市の警察は緊急時の治安維持の責任機関である｡ 

- インフラの復旧  

各インフラの責任官庁は各インフラに対する被害状況を把握して早急な復旧を図る

必要がある｡各省庁は災害後の調査と復旧に関する計画を立案するべきである。 

8. 8. 4. 復旧計画への提言 

復旧計画は以下の項目を含む必要がある｡ 

- 家屋の再建  

倒壊した家屋の再建については中央政府､地方自治体が促進する事を記述する。 

- 義援金の収集  

内外からの義援金をいかに収集､配分､活用するかについてはに委員会を設置してそ

の方法を議論して決定するべきである。 

- 危険地域の再開発  

復旧計画の中で特に重要なのは被災した住民が再び危険地域に戻ってきて生活をす

る事がないようにする事である｡ この政策を実現するためには政府は早急に対応する

必要がある｡ 

手続きは以下のようになる｡ 

(1) 災害地域の特定 

政府は将来再び災害が起きる恐れがある区域で住民が再び住む事を禁止する区域を

災害危険区域として特定する。 

(2) 政府による土地の取得 
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特定した区域については政府が所有者に土地代を支払って購入する｡これによって住

民の帰還を防ぐ｡ 

 (3) 再開発計画 

 
土地取得をしたら政府は同地の再開発計画を立案する｡基本的には危険地域は公園や

保全区域として利用する｡ 

(4) 同区域への住民の帰還を禁止する立法措置  

政府は特定した土地について元の住民が帰還して住んではならない事を規定する法

律か条例を定める｡ この規制を実行するには周辺コミュニティｰと警察の協力が不可

欠である｡ 

8. 9.  事業費   

事業費を表8.9.1に示した｡総事業費は約2,800億ドルで大部分は建物耐震補強の費用で

ある｡ 次に大きいプロジェクトは砂防施設の建設である｡つまり地震災害対策､土砂災

害対策ともにもっとも事業費がかかるのは構造物対策である｡非構造物対策の費用は

比較的小さい｡ 

8. 10.  マスタｰプランプロジェクトの効果 

マスタｰプランプロジェクトの効果をあげると以下のようになる｡ 

- 1967年スケｰルの地震が地域に起こった場合を想定すると倒壊建物数は10,000か
ら1,300に減少する｡死傷者の数も4,900から400に減少する｡ 

- 1812年スケｰルの地震が地域に起こった場合を想定すると倒壊建物数は32,000か
ら5,300に減少する｡死傷者の数も20,000から2,300に減少する。 

- 1812年スケｰルの地震が起こった場合を想定するとプロジェクト無しではArana周
辺その他の高速道路で被害が起き交通遮断されるのに対してプロジェクトによっ

て被害はなくなる｡ 

- 100年に1回規模の降雨による土石流が渓流で発生しても砂防ダムと水路改修によ

ってプロジェクトがなかった場合に被害を受ける2,700の建物(住民19,000)の生命

財産が守られる｡ 

- 様々なスケｰルの豪雨によって土石流が引き起こされても､警戒避難の実行によっ

て住民は安全に避難する事ができる｡ 
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- 渓流内の土石流危険地域に住んでいる約1,000戸の住民を安全な箇所に移転させ

る事によって､それら住民の生命財産を守る事ができる｡ 

- 土地利用規制･開発規制を行う事によって将来予測される新たな住民の危険地域

への居住を防ぐ事ができる｡プロジェクトを実施しなかった場合には2020年まで

にさらに400,000人の市民が危険地域に住む事になると予測されるが､規制によっ

てそれら住民の生命財産を守る事ができる。 

8. 11.  実施計画  

マスタｰプランプロジェクトについて実施計画を作成した｡図8.11.1に各プロジェクト

の実施工程を示した｡ 
 

8. 12 優先プロジェクト選定 

8. 12. 1. 選定基準  

優先プロジェクトの選定基準を以下に示す｡ 
- 重要性 
- 緊急性 
- 即効性 
- 技術性 
- 経済性 
- 初期環境調査結果 
- 財源 
- 社会的必要性 
- カウンタｰパｰトの意向 

限られた調査期間と予算の関係で､本件調査では2つのプロジェクトをフィｰジビリテ

ィｰ対象の優先プロジェクトとして選定する必要があった｡ 

本件調査では対象とする災害が地震と土砂の2つであったので､地震災害対策から一

つ､土砂災害対策から一つの優先プロジェクトを選定するのが適切であると考えられ

た｡ 

8. 12. 2. 地震災害対策優先プロジェクト選定 

2つの地震シナリオのシミュレｰション結果によると､多数の死傷者が建物倒壊で生じ

る事が明らかになった｡ 

計画の最初の目標が人命保全であるので､人命保全に資するプロジェクトが優先度が

高いと判断された｡ 
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建物耐震補強はこの人命保全の目標を達成できる殆ど唯一の方法であり､これをフィ

ｰジビリティｰ対象のプロジェクトとした｡ 

建物耐震補強を選定基準で評価すると｢重要性｣､｢緊急性｣､｢即効性｣､｢環境への影響

少｣､｢社会的必要性(人命)｣の項目では評価される｡｢技術性｣､｢経済性｣､｢財源｣の項目

は相互に関係しているが､問題は建物耐震補強について｢技術的に可能｣で｢安価｣で有

り､｢財源の見込み｣もある方法が見いだせるかどうかである｡ 

従って､フィｰジビリディｰ調査では目的を達成するための建物補強方法を検討する事

を第一の目的とした｡ 

8. 12. 3. 土砂災害対策優先プロジェクト選定 

土砂災害では災害が発生する前の予兆があり､それを確認して避難警告を発する事が

できる｡計画の第一目標である人命保全を考えて､土砂災害対策の優先プロジェクト

を予防計画と準備計画のプロジェクトの中から選定した。予防対策のうちでは砂防

施設の建設が候補として考えられた｡また準備対策のうちでは警戒避難が候補として

考えられた｡ 

この2つの候補を比較すると表8.12.1のように整理できる。 

調査団とカウンタｰパｰトチｰムの間で優先プロジェクトの選定について議論が行わ

れ､最終的に｢警戒避難｣をフィｰジビリティｰ調査対象の優先プロジェクトとして選定

した｡ 

この選定は砂防施設は優先度が低いと言う意味ではなく､砂防施設と警戒避難は災害

管理サイクルの2つのステｰジすなち予防と準備の2つの異なったステｰジのプロジェ

クトであり､両方ともそれぞれ重要である｡本件調査では単に調査の目的として警戒

避難を選定しただけである｡ 
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表
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.1

 
提

案
し

た
マ

ス
タ

-プ
ラ

ン
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
 

N
o
.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

名
称

災
害

種
類

対
策

種
類

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
内

容

1
建

物
耐

震
補

強
地

震
構

造
物

2
0
0
1
年

耐
震

基
準

や
そ

の
他

の
基

準
に

基
づ

い
て

約
1
8
0
,0

0
0
 棟

の
建

物
を

耐
震

補
強

す
る

｡

2
橋

梁
耐

震
補

強
地

震
構

造
物

1
8
1
2
年

地
震

を
目

標
に

1
7
橋

と
1
4
0
の

橋
脚

を
耐

震
補

強
す

る
｡

3
砂

防
施

設
土

砂
構

造
物

8
4
基

の
砂

防
ダ

ム
と

2
2
km

の
河

道
改

修
を

1
0
0
年

確
率

雨
量

に
よ

っ
て

起
き

る
土

石
流

を
設

計
外

力
と

し
て

整
備

す
る

｡

4
斜

面
対

策
工

土
砂

構
造

物
危

険
斜

面
を

同
定

し
て

斜
面

対
策

工
を

実
施

す
る

｡

5
バ

リ
オ

地
域

排
水

改
善

土
砂

構
造

物
バ

リ
オ

地
域

の
急

傾
斜

崩
壊

や
地

滑
り

に
対

す
る

安
全

度
を

高
め

る
た

め
排

水
改

善
を

行
う

｡

6
危

険
地

域
の

住
民

移
転

土
砂

非
構

造
物

渓
流

沿
い

の
危

険
地

域
に

あ
る

1
,0

0
0
戸

を
自

主
的

に
移

転
さ

せ
る

｡

7
土

石
流

警
戒

避
難

土
砂

非
構

造
物

土
石

流
対

策
と

し
て

の
警

戒
避

難

8
危

険
地

域
の

土
地

利
用

規
制

･
開

発
規

制
共

通
非

構
造

物
将

来
に

わ
た

っ
て

危
険

地
域

に
居

住
す

る
住

民
の

数
を

増
や

さ
な

い
よ

う
に

土
地

利
用

規
制

を
す

る
｡

9
オ

-プ
ン

ス
ペ

ー
ス

開
発

共
通

非
構

造
物

防
災

の
た

め
の

オ
ｰ

プ
ン

ス
ペ

ｰ
ス
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成
す

る
。

1
0

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
と

リ
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ク
マ

ッ
プ

の
公

表
共
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非

構
造
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ハ

ザ
ｰ

ド
マ

ッ
プ
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リ

ス
ク

マ
ッ

プ
の

公
表

1
1

住
民

教
育

共
通

非
構

造
物

高
等

教
育

､学
校

教
育

､マ
ス

メ
デ

ィ
ア

を
通

し
て

等
の

防
災

教
育

促
進

1
2

防
災

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ー
活

動
強

化
共

通
非

構
造

物
防

災
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー

活
動

促
進

特
に

｢建
物

耐
震

補
強

｣と
｢警

戒
避

難
｣

1
3

緊
急

指
令

セ
ン

タ
ー

共
通

構
造

物
/
非

構
造

物
災

害
情

報
シ

ス
テ

ム
､通

信
シ

ス
テ

ム
を

備
え

た
耐

震
性

に
優

れ
た

指
令

セ
ン

タ
ｰ

1
4

災
害

情
報

管
理

シ
ス

テ
ム

共
通

非
構

造
物

災
害

情
報

管
理

シ
ス

テ
ム

1
5

水
･
食

料
･
資

材
の

保
管

共
通

非
構

造
物

1
9
6
7
年

地
震

シ
ナ

リ
オ

を
想

定
し

た
水

･食
料

･資
材

の
備

蓄

1
6

緊
急

道
路

網
共

通
非

構
造

物
1
9
6
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年

地
震

シ
ナ

リ
オ

を
想

定
し

た
緊

急
道

路
網

計
画

1
7

避
難

計
画

･
避

難
訓

練
共

通
非

構
造

物
1
9
6
7
年

地
震

シ
ナ

リ
オ

を
想

定
し

た
避

難
計

画
と

避
難

訓
練

1
8

救
援

計
画

共
通

非
構

造
物

行
政

､コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ー
活

動
を

含
む

救
援

計
画

1
9

医
療

計
画

共
通

非
構

造
物

1
9
6
7
年

地
震

シ
ナ

リ
オ

を
想

定
し

た
災

害
医

療
計

画

2
0

災
害

時
の

心
の

ケ
ア

ス
キ

ル
共

通
非

構
造

物
心

の
ケ

ア
訓

練
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) 
マ
ス
タ

-プ
ラ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
責
任
組
織

(1
) 

 N
o.

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
称

 
中
央
政
府

 
首
都
区
庁

 
市

 

1 
建
物
耐
震
補
強

 
住
宅
省
､
地
震
研
究
所

 
住
宅
公
社

 
技
術
事
務
所

 

2 
橋
梁
耐
震
補
強

 
イ
ン
フ
ラ
省

 
- 

- 

3 
砂
防
施
設

 
環
境
天
然
資
源
省

 
- 

- 

4 
斜
面
対
策
工

 
イ
ン
フ
ラ
省

 
- 

技
術
事
務
所

 

5 
バ
リ
オ
地
域
排
水
改
善

 
住
宅
省

 
- 

- 

6 
危
険
地
域
の
住
民
移
転

 
企
画
開
発
省

 
都
市
計
画
･
環
境
局

 
技
術
事
務
所

 

7 
土
石
流
警
戒
避
難

 
環
境
天
然
資
源
省

 
防
災
局

 
防
災
課

 

8 
危
険
地
域
の
土
地
利
用
規
制
･
開
発
規
制

 
企
画
開
発
省

 
都
市
計
画
･
環
境
局

 
技
術
事
務
所

 

9 
オ

-プ
ン
ス
ペ
ー
ス
開
発

 
防
災
局

 
防
災
局
､
都
市
計
画
･
環
境
局

防
災
課

 

10
 

ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
と
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
公
表

 
防
災
局

 
防
災
局

 
防
災
課
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マ
ス
タ

-プ
ラ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
責
任
組
織

 (2
) 

 

 N
o.

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
称

 
中
央
政
府

 
首
都
区
庁

 
市

 

11
 

住
民
教
育

 
防
災
局

 
防
災
局

 
防
災
課

 

12
 

防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
活
動
強
化

 
防
災
局

 
防
災
局

 
防
災
課

 

13
 

緊
急
指
令
セ
ン
タ
ー

 
- 

防
災
局

 
防
災
課

 

14
 

災
害
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム

 
防
災
局

 
防
災
局

 
防
災
課

 

15
 

水
･
食
料
･
資
材
の
保
管

 
防
災
局

 
防
災
局

 
防
災
課

 

16
 

緊
急
道
路
網

 
イ
ン
フ
ラ
省

 
防
災
局

 
- 

17
 

避
難
計
画
･
避
難
訓
練

 
防
災
局

 
防
災
局

 
防
災
課

 

18
 

救
援
計
画

 
防
災
局

 
防
災
局

 
防
災
課

 

19
 

医
療
計
画

 
保
健
省

 
保
健
局

 
- 

20
 

災
害
時
の
心
の
ケ
ア
ス
キ
ル

 
保
健
省

 
保
健
局

 
- 
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表 8.7.1  砂防施設の要約 
フェーズ I II 

計画期間 短期 長期 

目標年 2012 2020 

設計雨量確率 砂防ダム25年 
水路10年 

100 年 

砂防ダム数 81 84 

砂防水路の延長 3,250 m 3,250 m 

通常水路の延長 19,348 m 7,998 m 

建設費 (百万ドル) 108 141 

 

 

 

No. プロジェクト名称 事業費 (百万ドル)

1 建物耐震補強 2,581
2 橋梁耐震補強 11
3 砂防施設 141
4 斜面対策工 -
5 バリオ地域排水改善 -
6 危険地域の住民移転 49
7 土石流警戒避難 1
8 危険地域の土地利用規制･開発規制 -
9 オ-プンスペース開発 -
10 ハザードマップとリスクマップの公表 -
11 住民教育 17
12 防災コミュニティー活動強化 6
13 緊急指令センター 3
14 災害情報管理システム 5
15 水･食料･資材の保管 -
16 緊急道路網 -
17 避難計画･避難訓練 -

18 救援計画 -

19 医療計画 -

20 災害時の心のケアスキル -

合計 2,815

表 8.10.1 マスタ-プランプロジェクト事業費 
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表
 8

.1
2.

1 
優

先
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
選
定

の
た

め
の

2プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

比
較

 

 
 

 
 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
砂

防
施

設
 

警
戒

避
難

 

災
害

管
理

サ
イ

ク
ル

の
ス

テ
ー

ジ
 

予
防

 
緊

急
対

応
の

た
め

の
準

備
 

便
益

 
住

民
の

行
動

に
関

わ
ら

ず
人

命
と

財
産

を
保

全
で

き
る

｡ 
住

民
の

行
動

に
よ

っ
て

人
命

を
保

全
す

る
｡ 

環
境

へ
の

影
響

(自
然

環
境

) 
ア

ビ
ラ

山
国

立
公

園
へ

の
影

響
は

相
対

的
に

大
き

い
｡ 

ア
ビ

ラ
山

国
立

公
園

へ
の

影
響

は
相

対
的

に
小

さ
い

｡ 

環
境

へ
の

影
響

(社
会

環
境

) 
河

道
内

に
住

ん
で

い
る

住
民

の
移

転
｡ 

河
道

沿
い

の
住

民
の

移
転

は
無

い
｡ 

事
業

費
 

設
計

規
模

に
よ

っ
て

10
0-

20
0 

百
万

ド
ル

｡ 
シ

ス
テ

ム
の

グ
レ

ー
ド

に
よ

っ
て

1-
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第 9 章 マスタｰプランの評価 

9.1 一般 

調査団は様々なプロジェクトからなるマスタｰプランを提案した｡このプランでは3つの保全

対象すなわち人命､資産､都市機能を掲げており､自然災害によるこれら保全対象に対するリ

スクを逓減する事を目指している｡ 

本章ではマスタｰプラン全体を様々な側面から評価する｡ 

9.1.1 評価基準 

マスタｰプランの評価基準は以下の通りとする｡ 

 経済的側面: 経済的側面では計画を費用と効果の､で評価した｡計画の保全

対象には資産と都市機能があるので資産の保全効果と機能の

保全効果を経済評価の対象とした｡ 

 財政的側面: 計画を総事業費と関係実施機関の予算との関係で評価した。 

 社会的側面: 保全対象の一番は人命である｡社会的側面では計画はどれだけ

人命保護に資するかという観点で評価した｡  

 技術的側面: 地域の技術で実行可能かを評価した。 

 環境的側面: 

 

工事をともなうプロジェクトは環境影響を及ぼす可能性があ

る｡環境影響には土地の取得や住民の移転等の社会的影響も含

むものである｡ 
 

9.1.2 マスタｰプランプロジェクトの要約 

表9.1.1にマスタｰプランプロジェクトのコストと効果を示した｡ 

9.1.3 マスタｰプランプロジェクトの評価の要約  

表9.1.2に各プロジェクトの特徴と評価をまとめて示した｡ 
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9.2 評価結果 

この項ではそれぞれの評価項目に従って評価結果を記述する｡ 

9.2.1 経済 

マスタｰプラン全体で経済評価を行う事は困難である｡ 総事業費の90%を占める建物耐震補強

について､便益として被害軽減額(被害額として直接被害､間接被害､人命被害を算定)を､費用

として建物耐震補強の事業費をもちいて算定をしたところ､費用と便益の値は殆ど同じにな

った｡ 

9.2.2 財務 

プロジェクトの総事業費は2,800百万ドルでそのうちの約90%(2,580百万ドル)が建物耐震補

強であり､次に砂防施設(141百万ドル､5%)が続く｡3番目は危険地域からの住民移転(49百万ド

ル､1.7%)である｡総事業費はカラカス首都区の2003年予算(約600百万ドル)の5倍である｡2005

年から2020年の事業期間の16年間で割っても年平均事業費は176百万ドルとなる｡この額は首

都区年間予算の約30%である｡したがって､カラカス首都区は全事業の財源を拠出するのは不

可能である｡しかし､全部のプロジェクトについて首都区が費用負担をするわけではなく､例

えば建物耐震補強や橋梁耐震補強は首都区以外の諸機関が財源を負担する事となる｡ 

たとえば建物耐震補強の事業費は総事業費の90%を占めるが､全額が公共負担ではない｡建物

耐震補強プロジェクトの費用は建物が公共でも民有でも基本的に建物の所有者が負担するの

が原則である｡ カラカス首都区は市民の安全に責任があるので建物耐震補強政策を何らかの

形で促進する義務がある｡橋梁補強の場合にはプロジェクトの受益者は首都区だけでなく､首

都機能の保全という意味では中央政府でもある｡ 

従って､マスタｰプラン事業費は受益者である中央政府や民間セクタｰも含めた国家予算や国

民総生産と比較する必要がある｡ 

2003年度国家予算は2,600億ドルであり､そのうちインフラ省の予算は1,900億ドル(2003)で

ある｡新し住宅省の予算は625億ドル(2004)である｡ これと総事業費の年割り176億ドルを比

べると､国家予算の0.7%､インフラ省予算の9%､住宅省予算の2.8%となる｡ 

財務的側面の最も重要な問題は政府諸機関でどのように事業費負担を分担するかという問題

であり､また政府が民間や個人に対してマスタｰプランプロジェクトを促進するためにどの程

度の補助金や奨励金を用意するかという事である｡ 
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9.2.3 社会 

計画は人命保全を目標に掲げており､すべてのプロジェクトを実施する事によって地震災害

に対しても土砂災害に対しても人命被害を減少させる事ができる｡ 

たとえば､マスタｰプランプロジェクトのうち､建物耐震補強によって1967年地震の死傷者数

を4,900から400に減らすことができる｡ 砂防ダムと流路工による土砂災害対策工事及び警戒

避難の実施によって渓流沿いの19,000人の人命を保全する事ができる。さらに､救援活動､医

療活動､避難活動の実施によってさらに多くの人命を救う事が可能である｡また危険地域から

の住民移転の実施によって約7,000人の市民が土砂災害の危険を免れるようになる｡ さらに

土地利用規制･開発規制を実施する事によって､プロジェクトが実施されなかったとしたら将

来危険地域に住む事になる40万人の生命を保全する事ができる。 

このように､マスタｰプランプロジェクトの実施によって社会的貢献は多大であり､マスタｰプ

ランは社会的側面から正当化できる。 

9.2.4 技術 

建物耐震補強と警戒避難のプロジェクトはマスタｰプランプロジェクトの中でも技術的に難

しいと考えられたので､優先プロジェクトとして技術的側面のF/S調査を実施した｡しかし､両

方のプロジェクトともベネズエラの技術で実施可能である事が明らかになった｡ 

9.2.5 環境 

(1) マスタｰプランプロジェクトの初期環境調査 

1) スクリｰニング 

JICAガイドラインにしたがってプロジェクトのスクリｰニングを行った｡表9.2.1はスク

リｰニングを結果を示している。 

2) スコｰピング 

スコｰピングは砂防施設について行った｡以下に砂防施設のスコｰピング結果をまとめ

た｡ 

このプロジェクトは閉鎖タイプの砂防ダムプロジェクトに比べて､下流河川の土砂のバ

ランスを損なわないという点で環境に与える悪影響は小さい｡河川周辺の景観は改善さ

れる｡しかし､工事中及び管理段階で環境に悪影響を与える面もある｡アビラ山の国立公

園内で行われる工事で一時的に水質悪化や一時的な交通混雑等を引き起こす恐れがあ

る｡ 
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砂防ダムの建設はアビラ国立公園内に行われるので､自然環境に影響を与える｡この件

については､環境天然資源省の国立公園管理事務所と話し合いを行った｡この話し合い

の結果によると､正しい法律的手続きをとって､設計､施工､維持管理の各ステｰジで適切

な処置をすればプロジェクトの推進については可能であるとの事であった｡表7.2.6に

砂防施設建設プロジェクトが環境に及ぼす影響についてまとめた｡ 

(2) 社会的影響 

マスタｰプランでは危険地域に住む住民を彼らの安全のために移転させるプロジェクト

を上げている。このプロジェクトでは住民がまず自らのリスクを正しく理解して自主的

に移転する事を促進するべきである。またバリオ地域住民に対する社会調査によると移

転計画は住民の参加型で策定し､彼らが自らのプランであると感じられるようにする事

が重要であるとの結果がでている｡これが住民移転プロジェクトの鍵である｡ 

 

9.3 マスタｰプランの総合評価 

マスタｰプランの総合評価をまとめると以下の通りである｡ 

(1) 経済 マスタｰプラン全体の経済評価を行う事は困難である｡総事業費の 90%
を占める建物耐震補強プロジェクトの経済評価を行った結果､経済コ

ストは経済ベネフィットとほぼ同等になった。 

(2) 財務 総事業費は国の GDP の約 3%であり､国家予算の 10%である｡首都区の

重要性を考えると､本マスタｰプランは投資価値があると考えられる｡. 

(3) 社会 シナリオ災害によって生じる人的被害は 1967 年地震で 5,000 人の死傷

者､1812 年地震で 20,000 人の死傷者､100 年確率の土石流によって

20,000 人が被災すると予想される｡これに対してマスタｰプランプロジ

ェクトを実施すると､地震災害シナリオの両方のケｰスとも人的被害は

1/10 になり､土砂災害シナリオでも人的被害は僅少になると考えられ

る｡したがって､マスタｰプランの社会的貢献は甚大である｡ 

(4) 技術 すべてのマスタｰプランプロジェクトはロｰカル技術で実施可能であ

る｡ 
 

総合的に､マスタｰプランは地震災害及び土砂災害に対して被害軽減という効果が大きく､正

当化される。 
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ェ
ク
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れ
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建
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す
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築
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す
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さ
れ
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す
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ド
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ェ
ク
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標
と
し
て
補
強
す
る
｡ 

17
 橋

と
 4

00
 橋

脚
の
補
強
に
よ
っ
て

18
12

年
地

震
が

起
き
て
も
､道

路
交

通
が

確
保

さ
れ

､

社
会
経
済
活
動
が
確
保
で
き
る
｡ 

期
待
出
来
る
橋
梁
被
害
軽
減
額
は

17
橋

で
17

.4
 百

万
ド
ル
で
あ
る
｡ 

ア
ラ
ｰ
ニ
ャ
イ
ン
タ
ｰ
チ
ェ
ン
ジ
の
交
通
量
は

40
,0

00
 台

/日
以
上
で
あ
り
こ
の
イ
ン
タ
ｰ
チ
ェ
ン
ジ

を
守
る
事
は
社
会

経
済
活
動
を
確
保
す
る
た
め
に
重

要
で
あ
る
｡ 

11
百
万
ド
ル

 

3 
土
石
流
対
策
施
設

 
86

 基
の
砂
防
ダ
ム
と

 2
0 

km
 の

水
路
改

修
を
行
い
､1

00
 年

確
率
の
土
石
流
に
対

処
す
る
｡ 

都
市
地
域
及
び
バ
リ
オ
地
域
の
合
計

2,
71

5 
棟

の
建

物
を
保

全
す
る
｡ 

期
待
さ
れ
る
被
害
軽
減
額
は

 9
3.

5
百

万
ド
ル
で
あ
る
｡
 

約
 1

9,
00

0 
人
の
人
命
が
保
全
さ
れ
る
｡ 

14
1 
百
万
ド
ル

 

4 
斜
面
対
策
工

 
危
険
斜
面
を
同
定
し
て
対
策
工
を
実
施
す

る
｡ 

土
砂
災
害
対
策
調
査
対
象
地
域
の
中
で
危
険
斜
面
の
上
及
び
周
辺
の
建
物
を
保
全
す
る
｡ 

急
傾
斜
地
崩
壊
で
約

12
,3

47
棟
､地

滑
り
で
約

54
0
棟
の
合
計

12
,8

87
棟
が
危
険
斜
面
上
又

は
そ
の
周
辺
に
あ
る
｡ 

土
砂
災
害
に
被
災
す
る
可
能
性

の
あ
る
約

90
,0

00
 人

の
生
命
を
保
全
で
き
る
｡ 

 

- 

5 
バ
リ
オ
地

域
排
水
改
善

 
バ
リ
オ
地
域
の
排
水
改
善
を
行
い
､急

傾

斜
地
崩
壊
･地

滑
り
に
対
す
る
安
全

性
を
上

げ
る
｡ 

バ
リ
オ
地
域
の
家
屋
を
斜
面
崩
壊
の
危
険
か
ら
守
る
｡ 

バ
リ
オ
地
域
に
住
ん
で
い
る
住
民

(1
.4

 百
万
人

) 
が
利
益
を
受
け
る
｡ 

 
- 

6 
危
険
地
域
に
住
ん
で
い
る
住

民
の
移
転

 

危
険
渓
流
沿
い

に
住
ん
で
い
る

1,
00

0 
棟

の
建
物

 (
1,

50
0 
家
族

, 7
,0

00
 人

)を
移

転
す
る
｡
 

危
険
渓
流
沿
い
に
住
ん
で
い
る

1,
50

0 
家
族

 (
7,

00
0 
人

) 
の
生
命
財
産
が
保
全
さ
れ
る
｡
 

 
49

.2
百
万
ド
ル

 
(土

地
取
得
含
ま

ず
) 

 

7 
土
石
流
対
策
の
た
め
の
警

戒
避
難
シ
ス
テ
ム

 
土
石
流
災
害
に
対
応
す
る
警
戒

避
難

 
土
砂
災
害
対
策
調
査
対
象
地
域
内
で

10
0
年
確
率
の
土
石
流
に
対
し
て
約

9,
00

0 
人
の
住
民

が
避
難
で
き
る
｡ 

 
関
係
す
る
政
府

機
関
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ｰ
の
土
石
流
に
対
す
る
対
応
能

力
を
強
化
で
き
る
｡ 

1.
18

  
百
万
ド
ル

 

8 
危
険
地
域
に
お
け
る
土
地
利

用
規
制
･開

発
規
制

 
将
来
､危

険
地
域
に
居
住
す
る
市
民

の
数

を
増
や
さ
な
い
よ
う
に
コ
ト
ロ
ｰ
ル
す
る
｡ 

将
来
危
険
地
域
に
住
む
可
能
性
の
あ
る
市
民

(特
に
バ

リ
オ
地

域
 4

0万
人

)の
人
命
を
保
全
す

る
｡ 

- 

9 
オ
ｰ
プ
ン
ス
ペ
ｰ
ス
の
開
発

 
防
災
資
源
と
し
て
の
オ
ｰ
プ
ン
ス
ペ
ｰ
ス
の

開
発

 

19
67

年
地
震
に
よ
っ
て

76
,4

00
人
が
被
災
し
､避

難
す
る
と
考
え
ら
れ
る
｡ 

(内
訳
は
都

市
地
域

で
19

,4
00

人
､バ

リ
オ
地
域
で

57
,0

00
 人

で
あ
る
｡)

  
特
に
､バ

リ
オ
地

域
と
旧
市
街
地
は

19
67

年
地

震
シ
ナ
リ
オ
で
も
避

難
場

所
の

ス
ペ
ｰ
ス
が

不

足
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
｡ 

--
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表
 9

.1
.2

  
マ

ス
タ

ｰ
プ

ラ
ン

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

要
約

 (
2/

2)
 

N
o.

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
概
要

 
期
待
さ
れ
る
効
果

 
事
業
費

 

10
 

ハ
ザ
ｰ
ド
マ
ッ
プ
･リ

ス
ク
マ
ッ

プ
の
公
表

 
ハ
ザ
ｰ
ド
マ
ッ
プ
･リ

ス
ク
マ
ッ
プ
の

公
表

 
カ
ラ
カ
ス
市

民
す
べ

て
が

自
然

災
害

に
対

す
る
備

え
を
す
る
よ
う
に
な
り
､結

果
的

に
被

害
を
減

ら
す
こ
と
が
で
き
る
｡ 

 
 

11
 

住
民
教
育

 
高
等
教
育
､学

校
教
育
､マ

ス
メ
デ
ィ
ア
を
通

し
て
防
災
教
育
を
行
う
｡ 

市
民
の
自
然
災
害
に
対
す
る
予
防

と
準
備
の
レ
ベ
ル
を
上
げ
､被

害
の

減
少
に
つ
な
が
る
｡ 

 
17

 百
万
ド
ル

 

12
 

防
災
の
た
め
に
日
常
的
な
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ｰ
活

動
を
強

化
す

る
｡ 

特
に
｢警

戒
避
難
｣と

｢建
物
耐
震
補
強
｣の

た
め
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ｰ
活
動
を
強
化
す
る
｡.

警
戒

避
難

と
建

物
耐

震
補

強
に
関

す
る
日

常
活

動
に
よ
っ
て
自

然
災

害
に
対

す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
ｰ
の

防
災

力
を
強

化
す
る
｡2

0
主

要
渓

流
沿

い
に
住

ん
で
い
る
市

民
と
耐

震
性

に
問

題
の

あ

る
建
物
に
住
ん
で
い
る
市
民
は
利
益
を
受
け
る
｡ 

6.
03

百
万
ド
ル

 

13
 

緊
急
指
令
セ
ン
タ
ｰ

 
災
害
管
理
情
報
シ
ス
テ
ム
､通

信
シ
ス
テ
ム

を
備
え
､耐

震
性

に
ぐ
れ
た
緊
急
指

令
セ
ン

タ
ｰ
建

物
 

緊
急

対
応

作
業

が
確

実
に
行

わ
れ

､指
令

セ
ン
タ
ｰ
に
よ
る
効

率
的

な
作

業
に
よ
っ
て
間

接
的

被
害
の
軽
減
を
図
る
事
が
で
き
る
｡ 

2.
92

百
万
ド
ル

 

14
 

災
害
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム

 
デ
ｰ
タ
ベ
ｰ
ス
､コ

ン
ピ
ュ
ｰ
タ
ｰ
､ソ

フ
ト
か
ら

な
る
情
報
シ
ス
テ
ム

 
災
害
の
予
防
､準

備
､緊

急
対
応
､復

興
復
旧
の
各
段
階
の
作
業
計
画
を
改
善
で
き
る
｡ 

5
百
万
ド
ル

 

15
 

水
･食

料
･資

材
の
備
蓄

 
19

67
年
地
震
シ
ナ
リ
オ
を
想
定
し
た
水
･食

料
･資

材
の
備
蓄

 
19

67
年
規
模
の
地
震
に
対
し
て
少
な
く
と
も

3
日
間

の
水
･食

料
･資

材
が
確
保
で
で
き
る
｡ 

 
40

,0
00

 ド
ル

 

16
 

緊
急
道
路
網

 
緊
急
指
令
･緊

急
活
動
の
た
め
の
重
要
建

物
を
結
ぶ
緊
急
道
路
網
計
画

 
道
路
網
を
確
保
す
る
事
に
よ
っ
て
救

援
活
動
が
確
保
で
き
る
｡ 

 
--

 

17
 

避
難
計
画
避
難
訓
練

 
19

67
年
規
模
の
地
震
を
想
定
し
た
避
難
計

画
･避

難
訓
練

 
す
べ
て
の
市
民
の
防
災
力
が
向
上
す
る
｡特

に
19

67
年
地
震
シ
ナ
リ
オ
で
想
定
さ
れ
る

76
,4

00
 

人
の
被
災
者
が
利
益
を
受
け
る
｡ 

--
 

18
 

救
援
計
画

 
組

織
計

画
･機

材
･コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ｰ
活
動

を

含
む
救
援
計
画

 
人
命
救
助
の
た
め
の
救
援
活
動
能
力
の
向
上

 
40

,0
00

 ド
ル

  

19
 

医
療
計
画

 
19

67
年
地
震
シ
ナ
リ
オ
で
想
定
さ
れ
る
負

傷
者
の
医
療
処

置
計
画

 
19

67
年
地
震
シ
ナ
リ
オ
で
は

4,
50

0 
人
の
負
傷
者
が
手
当
て
を
受
け
､ 
そ
の
内

43
0 
人
が
入

院
す
る
と
想
定
さ
れ
る
｡ 

41
1,

00
0 

ド
ル

 

20
 

災
害
時
の
心
の
ケ
ア
ス
キ
ル

 
心
の
ケ
ア
ス
キ
ル

の
訓
練

 
約

4,
30

0 
人
の
負
傷
者
の
心
の
ケ
ア
｡ 

負
傷
者
の
内
約

が
｢

11
%

心
的
外
傷
後
ス
ト
レ
ス
障
害
｣
に
陥
る
可
能
性
が
あ
り
､
こ
れ
ら
患
者
を
ケ

ア
す
る
｡

 
- 

 
合
計

 
 

 
 

28
億
ド
ル
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表
 9

.1
.2

 各
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
評

価
 (

1/
2)

 

N
o.

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
経
済

 
財
務

 
社
会

l 
技
術

 
環
境

 

1 
建
物
耐
震
補
強

 

建
物
被
害
軽
減
に
大
き
な
効
果

あ
り

 
- 
事
業
費
が
大
き
い

 
- 
資
金
ソ
ｰ
ス
を
決
定
す
る
必
要

あ
り

 
- 
特
に
バ
リ
オ
地
域
で
は
政
府

の
財
政
支
援
が
必
要

 

人
命
保
全
に
は
大
き
な
効
果
あ

り
 

- 
現
場
試
験
の
結
果
技
術
的
な

問
題
は
無
い

 
- 
補

強
数

量
が

大
き
い

 

-補
強
工
事
に
お
い
て
騒
音
､大

気
汚
染
及
び
交
通
に
対
す
る
影

響
が
予
測
さ
れ
る
が
､大

き
な
影

響
で
は
無
い
｡ 

2 
橋
梁
耐
震
補
強

 
施
設
の
被
害
軽
減
効
果
は
大
き

い
 

事
業
費
は
相
対
的
に
小
さ
い

 
社

会
経

済
活

動
保

護
に
大

き
な

工
得
あ
り

 
既
存
の
技
術
で
対
応
可
能

 
特
に
大
き
な
影
響
無
し

 

3 
土
石
流
対
策
施
設

 

資
産
の
被
害
軽
減
効

果
は
大
き

い
 

相
対

的
に
事

業
費

は
大

き
い

 
人
命
保
全
に
大
き
な
効
果
あ
り

 
既
存
の
技
術
で
対
応
可
能

 
- 
環
境
影
響
評
価
に
お
い
て
ヲ

ビ
ラ
国
立
公
園
自

然
環
境
へ
の

影
響
､質

室
･生

態
系
へ
の
影
響

を
調
査
す
る
必
要

あ
り

 
- 
す
で
に
環
境
天

然
資
源
省
と

環
境
影
響
に
つ
い
て
打
ち
合
わ

せ
た
｡ 

- 
河
道
沿
い
に
住
ん
で
い
る
住

民
の

非
自

発
的

移
転

が
生

じ
る

可
能
性
が
あ
る
｡ 

4 
斜
面
対
策
工

 
資
産
保
全
効
果
大

 
保
全
対
象
資
産
の
価
値
に
比

較
し
て
コ
ス
ト
相
対
的
に
大

 
人
命
保
全
の
効
果
大

 
既
存
技
術
で
対
応
可
能

 
斜
面
上
に
住
ん
で
い
る
住
民
の

移
転
が
必
要
｡ 

5 
バ
リ
オ
地
域
排
水
改
善

 
資
産
保
全
効
果

 
す
べ
て
の
バ
リ
オ
地
域
を
カ
バ
ｰ

す
る
に
事
業
大

 
バ
リ
オ
地
域
に
住
ん
で
い
る
住

民
 (

1.
4 

百
万
人

)が
受
益

 
既
存
の
技
術
で
対
応
可
能

 
影
響
殆
ど
無
し

 

6 
危
険
地
域
に
住
ん
で
い

る
住
民
の
移
転

 

大
き
な
経

済
効

果
無

し
 

比
較

的
大

き
な
事

業
費

必
要

 
- 
比
較
的
多
数
の
市
民
が

受
益

既
存
技
術
で
対
応
可
能

 
移
転
は
自
発
的
に
行
わ
れ
る
よ

う
に
､ま

た
､計

画
は
参
加
型
で

実
施
す
る
べ
き
で
あ
る
｡ 

7 
土
石
流
対
策
の
た
め
の

警
戒
避
難
シ
ス
テ
ム

 

大
き
な
経

済
効

果
無

し
 

事
業
費
は
相
対
的
に
小
さ
い

 
多
数
の
住
民
が
受
益

  
- 
シ
ス
テ
ム
開
始

後
に
デ
ｰ
タ
を

蓄
積
し
て
警
報
発
令
の
精
度
を

上
げ
る
事
が
必

要
 

影
響
殆
ど
無
し

 

8 
危
険
地
域
に
お
け
る
土

地
利
用
規
制
･開

発
規

制
 

被
災
す
る
可
能

性
の
あ
る
建
物

に
対
す
る
経
済
効

果
あ
り

 
事
業
費
は
相
対
的
に
小
さ
い

 
- 
バ
リ
オ
地
域
に
お
け
る
将
来

生
じ
る
可
能
性
の
あ
る
被
害
を

軽
減

で
き
る

 

-既
存
の
技
術
で
対
応
可
能

 
影
響
殆
ど
無
し

 

9 
オ
ｰ
プ
ン
ス
ペ
ｰ
ス
の
開

発
 

大
き
な
経

済
効

果
無

し
 

- 
バ
リ
オ
地
域
で
は
住
民
の
支

援
必
要

 
- 
間
接
的
に
人
命
保
全

 
- 
都
市
空
間
改
善

 
既
存
の
技
術
で
対
応
可
能

 
影
響
殆
ど
無
し

 

 



 

 

9 - 8 

表
 9

.1
.2

 各
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
評

価
 (

2/
2)

 

N
o.

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
経
済

 
財
務

 
社
会

l 
技
術

 
環
境

 

10
 

ハ
ザ
ｰ
ド
マ
ッ
プ
･リ

ス
ク
マ
ッ
プ

の
公
表

 

- 
資
産
価
値
に
負
の
影
響
を

与
え
る
可
能
性
あ
り

 
大

き
な
影

響
無

し
 

- 
多
数
の
市
民
が
受
益

 
- 
直

接
人

命
保

護
に

つ
な
が

る
訳
で
は
な
い

 

既
存
技
術
で
対
応
可
能

 
影
響
殆
ど
無
し

 

11
 

住
民
教
育

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

-多
数
の
市
民
が
受
益

 
既
存
技
術
で
対
応
可
能

 
影
響
殆
ど
無
し

 

12
 

防
災

の
た
め
に
日

常
的

な
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
ｰ
活
動
を
強
化
す
る
｡ 

大
き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

-多
数
の
市
民
が
受
益

 
既
存
技
術
で
対
応
可
能

 
影
響
殆
ど
無
し

 

13
 

緊
急
指
令
セ
ン
タ
ｰ

 

大
き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

- 
緊
急
時
の
災
害
管
理
機
能

保
全

 
- 
直
接
人
命
保
護
に
つ
な
が

る
訳
で
は
な
い

 

容
易

 
影
響
殆
ど
無
し

 

14
 

災
害
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

- 
緊
急
作
業
の
維
持

 
- 
人
的
被
害
減
少
に
効
果

  
容
易

 
影
響
殆
ど
無
し

 

15
 

水
･食

料
･資

材
の
備
蓄

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

- 
避
難
生
活
者
が
受
益

 
容
易

 
影
響
殆
ど
無
し
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緊
急
道
路
網

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

-緊
急
対
応
作
業
を
確
保

 
容
易

 
影
響
殆
ど
無
し
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避
難
計
画
避
難
訓
練

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

-避
難
者
保
護

 
容
易

 
影
響
殆
ど
無
し
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救
援
計
画

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

-人
的
被
害
減
少
に
効
果

 
容
易

 
影
響
殆
ど
無
し
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医
療
計
画

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

-人
的
被
害
減
少
に
効
果

 
容
易

 
影
響
殆
ど
無
し
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災
害
時
の
心
の
ケ
ア
ス
キ
ル

 
大

き
な
経

済
効

果
無

し
 

大
き
な
影

響
無

し
 

-人
的
被
害

(精
神
的
被
害

)減
少
に
効
果

 
容
易

 
影
響
殆
ど
無
し
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表 9.2.1  マスタｰプランの環境評価 

対策タイプ 災害タイプ プロジェクト 環境問題 
建物耐震補強 

地震 
橋梁補強 

プロジェクトで発生すると予測される影響は工事段階

での騒音､大気汚染である｡しかし､工事箇所がもともと

交通量が多く大気汚染もある箇所であるので､プロジェ

クトの影響は大きくないと考えられる｡またその影響範

囲も小さく､時期的にも短いと考えられる｡ また､交通

遮断による交通渋滞の問題は詳細設計段階の施工計

画立案時に準備を十分に行う事によって最小限に抑

える事ができると考えられる｡ 

土石流対策 
施設 

人口稠密な地域での非自発的移転は影響が大きい｡

報告書を作成している時点では工事箇所が不明であ

り非自発的移転については確かでない｡また､国立公

園内の土石流対策施設の建設はある程度の影響を及

ぼす可能性がある｡また､水質と水文への影響は結果

的に生態系に影響を及ぼす可能性がある｡  

土砂 

斜面対策工 特に大きな負の影響は想定されない｡ 

構造物 

共通 緊急指令 
センタｰ 

本プロジェクトの影響は小さいと考えられる｡このプロジ

ェクトの内容は組織間連携､情報管理､その他の非構

造物対策によって緊急時の情報管理を行うものである

からである｡  

非構造物 共通 危険地域住民

移転 

プロジェクトの基本的な精神は､危険地域に住んでい

る住民を自発的に安全な場所に移転させるものであ

る｡  
本プロジェクトの影響程度は､プロジェクトサイト､移転

方法､移転後の跡地利用､移転先の同意等について明

確でないので不確かである｡ プロジェクトの計画にあ

たって､当初の精神がきっちり守られているかを常にモ

ニタｰする必要がある｡ 
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第10章 優先プロジェクトのフィｰジビリティｰ調査 

 
10.1 一般 

マスタｰプランの中から､2つの優先プロジェクトを対象としてフィｰジビリティｰ調査を行っ

た｡ 調査のための優先プロジェクトは｢建物耐震補強｣と｢土石流警戒避難｣である｡ この2つ

のプロジェクトについて､マスタｰプランのコンセプトに従って､さらに詳細な技術的､制度

的､コミュニティｰの観点からの調査を実施した。 

建物耐震補強プロジェクトでは､技術的な検討として実際にバリオ建物の現地破壊試験を行

い､バリオ地域の建物の実際の強度と工学的な耐震補強の方法について検討した｡ 警戒避難

プロジェクトでは､技術的検討としてアビラ山から生じ､カラカス市街地を襲う土石流を発生

させる基準雨量の検討を主に実施した｡ 

制度的検討は､建物耐震補強プロジェクトを実施するための既存の組織制度について又､警戒

避難プロジェクトに関係する政府機関(環境天然資源省､首都区､3市､中央大学)の間で締結す

べき合意文書について検討した｡ 

両方のプロジェクトについてコミュニティｰの側面は､社会調査によって行った｡ それぞれの

プロジェクトについて2つずつのコミュニティｰ(1つは市街化地域､1つはバリオ)を選定し､そ

れぞれのプロジェクトの実施可能性をコミュニティｰの観点から検討した。 

プロジェクトの実施可能性は｢経済的側面｣と｢財務的側面｣からも検討した｡ 

総合的な検討の結果､両方のプロジェクトとも実施可能であり､早急に実施に移すべきである

との結論を得た｡ 
 
10.2 建物耐震補強 

10.2.1 建物耐震補強現地試験  

バリオ地域建物の耐震補強現地試験をフィｰジビリティｰ調査の一環として行った｡現地試験

の詳細はサポｰティングレポｰトS7に示した｡ 

現地試験の目的は､ 

- 実際のバリオ地域建物の強度を確認する｡ 

- バリオ地域建物の耐震補強効果を確認する｡ 
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試験のためのモデル建物は斜面上に建設し､実際のバリオ地域建物と同じ設計思想､材料､建

設技術､建設労働者を用いて行った｡ 

まず4つの全く同じモデル建物を建設し､そのうち3つをそれぞれ異なった補強方法で補強し､

補強の効果を見る事とした｡ 4つのモデル建物は2台のジャッキを用いて静的水平荷重をかけ

て破壊した。 

試験結果をまとめると以下の通りである｡ 

- 実際のバリオ建物の強度を確認できた｡ 

- 現地試験結果を用いてバリオ建物の強度を階数ごとに解析した結果､1階建てや2階建

ての建物は1967年クラスの地震には耐えられる事が分かった｡この事実は1967年当時

にはバリオ建物は1､2階が殆どで被害も殆どなかったという記録を良く説明してい

る｡ 

- 階数毎のバリオ建物の強度分析の結果､3階以上の建物は1967クラスの地震では倒壊

の恐れが高い事が明らかになった｡ 

- マスタｰプラン段階で推定したバリオ建物の被害関数は実際の現場試験の結果と良く

あっていた｡ 

- 基礎に地中梁を付加する補強方法によって建物の耐震性を約40%増す事ができる｡ 

- レンガ壁やコンクリｰトブロック壁を付加する事では建物の耐震性は殆ど増加しな

い｡ 

- バリオ建物の耐震補強のコストとその効果の関係を算定する事が可能となった｡ 
 

10.2.2 建物耐震補強技術検討  

(1) 適応すべき建築基準 

建物耐震補強プロジェクトにおいて耐震診断や耐震補強にあたって以下の基準を採用する事

とした｡ 

1) 建物耐震補強計画の基本となる基準は2001年建築基準とする。  

2) 公共建物や多くの市民が集まるショッピングモｰルやスタジアム等の建物につ

いては割り増し係数1.15を用いる｡ 

3) 公共建物の中でも災害時の指令機能を有するような重要建物については割り

増し係数1.30を用いる｡ 

4) バリオ地域や周辺地域の非工学建物については､今回の建物耐震補強現地試験

の結果を参考にして補強計画をたてる｡ 
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(2) 建物耐震補強の手続き 

建物耐震補強計画は以下の手続きで実施する事を提案した｡ 

まず､建物耐震補強の必要性について耐震診断の結果を踏まえて判断する｡ 次に､個別の建物

の現状や機能､また､建物の所有者や管理者の要求を勘案して､耐震補強の有効性を判断する｡

もし､建物が非常に耐震性に劣っているとか､経済的に耐震補強がフィージブルでないと判断

された場合には､当該建物は使用制限をするとか､廃棄するとかの処置をとる｡ 

通常のケ-スでは､個々の建物は以下の手続きで耐震補強を行う｡ 

- 事前調査; 建物の機能や特別な要求について建物所有者､管理者､元設計者にヒヤリン

グを行うとともに､建物構造調査を行う｡ 

- 耐震補強目標の設定; 強度が不足しているのか靱性が不足しているのか又はその両方

かを判断し､耐震目標を設定する｡ 

- 耐震補強方法の選定; 個々の建物に対する最適耐震方法を選定する｡ 

- 補強計画; 補強の計画は、建物補強の効果、建物の機能、建物の利用形態を考慮して

行う。 

- 補強効果の検証; 耐震性能の推定と耐震補強を行った建物の価値を比べた効果の検証

する｡ 

(3)   それぞれのタイプの建物の補強方法検討 

鉄筋コンクリｰト構造､鉄骨構造､レンガ･アドベ構造､バリオその他地域の非工学建物それぞ

れについて適切な補強方法を検討した｡ 補強方法を決定した後､それぞれの建物について新

しい被害関数を推定した｡ 結果的に建物耐震補強はバリオ建物も含めて技術的に実施可能で

ある事が明らかとなった｡ 

 

10.2.3 建物耐震補強制度検討  

まず建物耐震補強に関する既存の組織制度を調査した｡ 

ベネズエラにおける最新の建築基準は2001年のものである｡ しかし､新しい建築基準ができ

た時にその基準は新築の建物に適用されるのであって､新基準が発効した時に既にあった建

物は新しい基準は適用されない事になっている｡ 

 現在､中央政府にも地方自治体にも耐震補強に関する法律や政策は無い｡したがって､本プロ

ジェクトの実施については本件調査でその組織制度について提案した｡ 

(1) 中央政府 
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地震に対して弱い建物の問題は非常に大きい問題であるので､中央政府が主導して解決策を

見いだし､最終的には建物所有者が補強を行うべきである｡ 最近､以前の住宅公社を核とし､

様々な住宅開発機関を統合して新たに住宅省が設立した｡ 住宅省は全国の建物に関する政策

を立案する省であり､本件調査で提案した建物耐震補強に関する政策もその一部として住宅

省の管轄となる｡ 

建物耐震補強のコストはバリオ地域については､平均的に新築コストの約10%のコストと予測

されるが､社会調査によれば､このコストをバリオ建物の所有者が払うのは難しい｡したがっ

て､住宅省が主導して費用の一部を補助するなどの政策をとる必要がある｡ 

以下に住宅省がになうべき役割を示す｡ 

- 建物耐震補強に関する政策と手続きの法制化 

- 補強基準の確立 

- 建物補強方法の推薦 

- 政府建物の耐震補強 

- バリオ建物補強プロジェクトの推進 

(2) カラカス首都区 
カラカス首都区庁は､首都区の防災の責任がある｡したがって､首都区庁は地域の建物耐震補

強についての方針を決める必要がある｡ カラカス首都区の特性は人口の半分がバリオ地域に

住んでいる事であり､このバリオ地域の建物が地震に対して最も脆弱な建物である事である｡ 
したがって､首都区庁はバリオ建物の補強方法について政策を立案するべきである｡ 

以下が首都区の役割分担である｡ 

- カラカス首都区のリスクマップの作成 

- プロジェクト実施のための条例制定 

- バリオ建物の補強に関する方針決定 

- 首都区庁建物の補強 

(3) 市役所 

各市役所は建物建築の許可を与える権限を有する｡したがって各市役所が実際に建物補強プ

ロジェクトを直接実施する事となる｡ 

各市役所の技術事務所が地震研究所の定めた方法で簡易診断を行う｡また市役所は簡易診断

を実施したあとに耐震安全のサインを発行する権限を有する事とする｡ 市役所はまた建物耐

震補強の政策を補助金や免税の措置をとって促進する役割をになう｡ 
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10.2.4 建物耐震補強コミュニティｰ検討  

2つのコミュニティｰを選定して建物耐震補強の政策について調査した｡2つのコミュニティｰ

とはラ･マルガリータ とサン･ベルナルディノである｡ 

社会調査では建物耐震補強プロジェクトについて､住民の政策に対する考えと支払い意志に

ついて調査した｡ 

社会調査の一環として､調査団の地震災害対策担当団員と住民組織教育担当団員が2つのコミ

ュニティｰに行き､地元コンサルタントとともに､住民と会合をもった｡ 会合では建物耐震補

強プロジェクトの提案を現地試験の結果を含めて説明し､このプロジェクトに対する意見を

聞いた｡ 

調査結果をまとめると以下の通りである｡ 

(1) バリオ地域住民は1967年地震の際(当時はバリオ建物は殆ど1､2階だった)に彼らの

家屋にあまり被害がなかった経験からバリオ地域建物の強度について過大評価を

している｡ 

(2) 今回調査団が実施した現地試験の結果を写真やビデオを使って説明する事により､

バリオ地域建物の危険性を住民に認識させる事は可能である｡ 

(3) バリオ地域の住民はいったん彼らの家屋のリスクを認識すると､補強については関

心を示す｡しかし､彼らの補強に関する支払い意志は低く､政府の補助に期待してい

る｡ 

(4) 通常都市部の住民については､自分たちの家屋の脆弱性については認識している｡

また支払い意志も高い｡しかし､政府の政策に対しては不信感が強い｡建物耐震補強

の政策を推進するにあたっては､政府の政策に対する信頼性を高める事が必要であ

る。 

10.2.5 建物耐震補強プロジェクト要約 

プロジェクトは以下の3つのコンポｰネントからなる｡ 

- 簡易診断と詳細耐震診断 

- 耐震設計 

- 耐震補強工事 

調査対象地域の建物310,000等のうち約58%にあたる180,000等を補強する計画とした｡それぞ

れのステップの対象建物数は表10.2.1に示す通りである｡ 
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図10.2.1に実施工程を示した｡  

簡易診断は2005年から開始し､3年かけて行う｡実際の補強工事ば2007年から2020年にかけて

実施する｡計画の初期の段階ではプロジェクト実施のための組織制度を整備する事が必要で

ある｡ 

 

10.2.6 プロジェクト効果 

本プロジェクトの実施によって表10.2.2に示すように地震被害が減少する｡プロジェクトの効

果は非常に大きく､1967年地震のケｰスでも1812年地震のケｰスでも倒壊建物の数も死傷者の

数も約1割に減少する｡ 

 
10.3 土石流警戒避難 

 

10.3.1 警戒避難技術検討 

土石流警戒避難プロジェクトの技術的実施可能性を判定するために､2つの側面から調査を行

った｡ひとつはカラカス地域に土石流を引き起こす豪雨現象の気象の解釈ともうひとつは降

雨量と土石流発生の間の関係検討である｡ 

カラカスに豪雨をもたらす気象現象について調査した結果､1951年と19991年の災害は両方と

もカラカスの乾期(2月と12月)に生じており､両方のケｰスともカリブ海の低気圧から伸びる

寒冷前線の影響であった事があきらかとなった｡ 検証する事象が1951年と1999年の2つしか

ないのでカラカスにおける土石流はカリブ海からの寒冷前線によるものだけであると結論づ

ける事はできない｡しかし､土石流警戒避難にあたってはその予兆として気象現象を注目すべ

きである事は明らかである｡この種の気象現象の観測は環境天然資源省が長期にわたって行

っており､情報を同省のホｰムペｰジで見る事も可能である｡ さらに将来的には新組織である

INAMEHがレｰダｰ雨量計を用いてさらに詳細な気象観測を実施する予定となっている｡ 

調査団はカラカス､バルガス､マラカイにおいて降雨デｰタと土石流に関する資料を収集した｡

元来､雨量デｰタと土石流デｰタの量が少ないのでカラカスの警戒避難に用いる基準雨量を設

定するのは困難である｡ 従って､調査団はパイロット的に警戒避難に用いる雨量の値を提案

し､同時に今後雨量と土石流発生のデｰタを蓄積していく事を提案した｡ 

結論として､土石流対策として警戒避難は現存の水文観測技術と現存の組織枠組みをつかっ

て技術的に可能である｡ 
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10.3.2 警戒避難制度検討  

調査団は警戒避難プロジェクトの制度を既存の組織の枠組みの中で提案した。基本的に既存

の政府組織が連携する事によってシステムを構築する事は可能である｡ 

しかし､カラカスとバルガス地域を特定して気象水文現象を観測し分析する新しい部署を環

境天然資源省の中に置く事を提案した｡ 又環境天然資源省が警戒避難に関する全国統一的な

方針を策定する事を提案した｡ 

調査団は警戒避難プロジェクトのために関係機関が合意する合意文書の案を作成した｡提案

した合意文書はメインレポｰト4章に示した｡ 
 

10.3.3 警戒避難コミュニティｰ検討  
 

本プロジェクトを対象として2つのコミュニティｰを選定し､社会調査を行った｡2つのコミュ

ニティｰとは通常都市部からロス･チョロス とバリオ地域から ドセ･デ･オクトゥブレ であ

る｡ 

調査結果をまとめると以下の通りである｡ 
 

(1) 通常都市部の住民もバリオの住民も頻繁に浸水や地滑りの現象を経験しているの

で土砂災害については理解している。 

(2) 両方のコミュニティｰともコミュニティｰの中での連絡網の体制はある｡またコミュ

ニティｰ住民が日常的に集まる集会施設もある｡ 

(3) 通常都市部の住民は土砂災害に関する知識レベルは高く､環境天然資源省のホｰム

ペｰジに直接アクセスして情報をとったりしている｡しかし､バリオ地域ではインタ

ーネットアクセスはできていない｡ 

(4) 両方のコミュニティｰとも土砂災害防止のために政府機関と連携する事についは積

極的に､市防災局等が提案して行く必要がある｡ 
 

10.3.4 警戒避難プロジェクト要約  
 

1) プロジェクト概要 
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土石流警戒避難プロジェクトは47渓流をカバｰし､対象となる建物は2,700棟で対象人口は

19,000人である｡ プロジェクトに関係する組織は環境天然資源省､首都区防災局､各市防災局､

中央大学である｡ プロジェクトの内容は｢ハザｰドマップ/リスクマップの公表｣､｢関係機関の

合意｣､｢観測施設の設置｣､｢関係機関職員の訓練｣である｡ 

2) 実施工程 

プロジェクト実施工程を図 10.4.1に示した｡ 

プロジェクトの第一ステップは関係機関の合意形成と機器の設置である｡ 長期的ステップの

中には環境天然資源省の地方事務所職員の訓練や緊急指令センタｰの維持管理や災害対策本

部の維持管理を含んである。 

10.3.5 プロジェクト効果 

プロジェクトを実施する事によって､土石流危険地域に住んでいる市民の生命を守る事がで

きる｡ 

調査団が作成したハザｰドマップ･リスクマップによると危険地域にある建物数は約2,700で
住民の数は約19,000人である｡従って､本件プロジェクトによって19,000人の市民が土石流か

ら安全に避難できるようになる。 

 
10.4 維持管理 

 

10.4.1  建物耐震補強維持管理 

建物は材料の風化や劣化によって時間とともに強度が逓減していく｡従って建物補強はただ1
回のプロジェクトではなく常に監視し維持することが必要である｡ したがってすべての建物

について定期的に簡易診断を行う事が必要であり､たて着所有者は維持管理の責任を負う｡ 

すべての建物について30年以降については簡易耐震診断を実施する事を提案する｡ 

10.4.2  警戒避難維持管理 

機器の維持管理 

雨量計､水位標等の機器を維持操作する事が必要である｡ 雨量計の維持管理は所有者である

環境天然資源省が行う｡ 水位標はコミュニティｰが維持管理する｡ 
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雨量計の維持管理はデｰタ送信のための電話料金の支払い､受信コンピュｰタｰの電源､雨量デｰ

タ送信のためのバッテリｰの交換等も含む｡ 

すべての電気･機械部品については定期的な点検と維持が必要である｡機械の機能を維持する

ために定期的な部品の交換も必要である｡ 

組織の維持 

警戒避難システムを緊急時に使うためには､組織が動くように訓練をする必要がある｡首都区

防災局はこのような定期的訓練の責任機関である｡ 

訓練は2つのレベルで行う事を提案している｡ひとつは机上訓練であり､もうひとつは実際の

現場訓練である｡ 机上訓練は各関連組織(環境天然資源省､首都区防災局､首都区災害対策本､

各市防災局､中央大学､コミュニティｰ)の代表者が実施する｡机上の訓練は年に2回実施する事

を提案する｡ 現場訓練は避難対象の住民を含む本提案システムに関係するすべての人員を動

員して行う｡この訓練は例えば11月1日など毎年日程を決めて行う事を提案する｡ 

 
10.5 事業費積算 

10.5.1 建物耐震補強事業費積算 

 

(1)  新築工事の単価 (建て替え) 

調査団は新築工事の単価を調査した｡結果を表10.5.1に示した｡ 

カラカスにおける標準的な建て替え単価は表10.5.2に示す通りである｡ 

 (2)  既存建物の耐震補強コスト 

調査団ば建物インベントリｰ調査の結果をもとに､各用途毎に建物の数と床面積を推定し､ま

た建物の建て替えコストと補強コストを推定した。この結果をもとに耐震診断と補強に掛か

るコストを建て替えコストに対する割合として推定した｡ 

表10.5.3に示したのは既存建物の建て替えコストと耐震補強コストである｡ 

表10.5.4にはそれぞれの地域における用途毎の建物数を示した｡ 

表10.5.5に既存建物の耐震診断と耐震補強のコストの建て替えコストに対する割合をカテゴ

リｰ毎に示した｡ 
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10.5.2 警戒避難事業費積算 

警戒避難のコストは下記の4つより構成される; 

- 関係機関の合意形成 

- 機器設置 

- 機器の維持管理 

- 地方事務所の職員訓練 

それぞれのコストを計算し､総事業費を求めたものを表10.5.6に示す｡ 

この中で以下の項目は他のプロジェクトに含まれるので除外した｡ 

- ハザｰドマップとリスクマップの公表 

- 災害管理情報システムの開発 

- 緊急指令センタｰの建設管理 

10.6 建物耐震補強評価 

10.6.1 評価基準 

プロジェクトの評価はプロジェクトの特性を考慮して以下の項目について行った｡ 

・ 経済評価はコスト･ベネフィット分析を行った｡ 
・ 財務評価は総事業費と経済指標とを比較して行った｡ 
・ 技術評価はロｰカルの技術レベルと耐震補強技術を特にバリオ建物補強について比較

した｡  
・ 組織制度の側面は耐震補強の手続きについて簡易診断から補強工事まで既存の法律

や制度について評価した。  
・ コミュニティｰの側面は建物耐震補強にコミュニティｰ活動がいかにかかわっていけ

るかを評価した｡ 
 

10.6.2 経済評価 

経済評価の枠組み 

建物耐震補強の効果は地震災害による被害の軽減額と考える事ができる｡自然災害の被害は

｢経済的被害｣､｢人的被害｣､｢環境被害｣の3つからなると考えられる｡経済的被害は金額で表示

可能であるが､他の2つは定量化するのが困難である｡ 
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自然災害による経済的被害は以下の3つに仕分けできる｡つまり直接被害､間接被害そして2次
被害である｡ 図10.6.1にこれらの被害の関連性を示した｡直接被害は建物､インフラ､工場､製

品等の資産に災害が及ぼす被害である｡間接被害は被害を受けた資産やインフラから波及し

て生じる被害や道路や空港に対する被害によって生じる収入の減少等である｡2次的被害やマ

クロ経済的な被害は災害が経済全体に及ぼす短期･長期的な影響である｡ 

このような経済活動に加えて､間接被害としては救援活動､医療活動､復旧活動にかかる費用

であるが､このような費用もプロジェクトを実施する事によって減少する事ができる｡ 

本件調査では､定量化の限界やデｰタの制限もあって､すべての被害を金銭換算する事はでき

なかった｡ 

効果 

プロジェクトの効果はプロジェクトの実施による被害額の減少として定義した。限られたデ

ｰタを用いて､直接被害､間接被害､2次被害をできるだけ金銭換算する事を試みた｡ 

1967年地震シナリオを経済分析の被害として用いた｡したがって､経済効果としては1967年地

震シナリオでプロジェクト有りと無しの場合の被害の差をとった｡ 

以下の項目を被害として算定した。 

・ 直接被害: 建物資産被害 
・ 間接被害と2次被害: カラカス内外の経済被害 
・ 救援活動･医療活動費用: 救援活動と医療活動にかかる費用 
・ 復旧費用: 瓦礫撤去と仮設住宅建設費用  

表10.6.1に合計の被害軽減額を示した｡概要は以下の通りである｡  

- 直接被害: 389.1 百万 US$ から65.6 百万 US$に323.5 百万 US $ 軽減される 

- 間接･2次被害: 281.6 百万 US$ から116.3 百万 US$に165.3 百万 US $ 軽減される 

- 救援復旧費用: 49.0 百万 US$ から6.8 百万 US$に42.2 百万 US $ 軽減される 

- 合計l: 719.7 百万 US$ から188.7百万 US$に530.9 百万 US $ 軽減される 

費用 

建物耐震補強は補強が必要かの診断から始まるがコストは診断から含めた｡表10.6.2に示すよ

うに費用は以下の通りである｡ 

- 簡易診断: 15.6 百万 US$ (税金含む) 

- 詳細診断: 390.7 百万 US$ (税金含む) 

- 耐震設計: 357.3 百万 US$ 税金含む) 
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- 耐震工事: 1,817 百万 US$ (税金含む) 

- 合計: 2,598 百万 US$ (税金含む) 
 

経済評価 

経済評価のために年平均のプロジェクト効果を以下の方法で推定した。 

年平均効果 = 被害軽減額の総計 x 地震の生起確率 (1/回帰年) 

1967年規模の地震の生起確率は50年から100年と考えられる｡ しかし､この地震の具体的な回

帰年に関する資料はFiedler G.  によるものである｡ 彼は“Resultados de Estudios Sismicos en 

Venezuela, precauciones prerenctivas, I. Simposimo, Nacional sobre Calamidadas Publicos, Instituto 
Sismologio, Caracas, 1962.,の中で1967年地震の確率は60年+- 9.5年と記述している。これによ

ると1967年規模の地震は生起確率50.9 年から 69.5 年で発生すると考えられる｡ またこれより

小さいスケｰルの地震はさらに短い回帰年で発生すると考えられるがそのような小さい地震

では被害は殆ど発生しないと考えられる｡ 

本件調査では､調査団は1967年地震について最も長い69.5年という回帰年を用いて経済評価

を行う事とした。 

経済分析の結果は表10.6.3に示した｡これによるとB/C =0.99で NPV = - 0.3 百万US$である｡ 
これによると､費用と効果は殆ど同じ値となっている｡ 

結論 

- プロジェクトの費用と効果は同等である｡ 

- プロジェクトによって､人的被害を大幅に軽減する事ができる｡これはマスタｰプラン

の第一目標である｡ 

- バリオ地域では､建物耐震補強プロジェクトが政府の支援によって､地元の業者に発

注されるとすると､このプロジェクトは地域経済に貢献する。 
 
 

10.6.3 財務評価 

公的資金  

建物耐震補強の総事業費は税金込みで､2,581 百万US$である｡ プロジェクトのコストを表

10.6.4に示した｡ 表10.6.5は､プロジェクトコストを GDP (2003), 国家予算 (2003), インフラ省

予算 (2003), 首都区予算 (2003), 住宅省予算(2004)と比較したものである。建物耐震補強の総

事業費は2003年のGDPの3%で2003年国家予算の10%である｡年間コストを比べると､コスト

はGDPの0.2%であり国家予算の0.7%となる。 
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個人資金  

バリオ地域のラベガと通常都市部のサンベルナンディノにおけるコミュニティｰパイロット

調査によると､彼らは地震に対する建物の脆弱性を理解し､建物補強に興味を示すものの､補

強費用を負担しようという意識は高くない｡ 

都市部のコミュニテｰは耐震補強に投資する資金はある｡バリオ住民の中でも所有資産が大き

い住民は自分たちの資産を守るために建物補強をする意志はあるが､もともと所有資産が小

さい住民は彼らの関心は日常の必需品をどうやってまかなうかに集中しており､建物補強の

ために資金を振り向ける余裕はない。いずれにしてもバリオ住民の場合には建物耐震補強政

策をすすめるためには､政府の支援が必要である｡ 

結論  

- 事業費を国家予算やその他の資金源と比較しても､事業費規模はかなり巨額である｡ 

- しかし､これは事業費をすべて公費で負担した場合であって､実際には建物所有者が

主な負担者である｡政府の負担割合については今後議論していく必要がある｡ 

- プロジェクトの目標値と工程については､政府や建物所有者の資金の制約も考えて今

後議論をしていく必要がある｡ 

- バリオ地域の建物の補強については通常都市部の建物に比べてより政府の支援が必

要と考えられる｡ 

 

10.6.4 技術的評価 

プロジェクトはロｰカル技術で実施可能である｡調査団が実施した現地試験の結果によると､

バリオ地域の非工学的建物もロｰカル技術で補強できる。 

しかし､プロジェクトでは膨大な数の建物を簡易診断､耐震診断､設計､施工する必要があり､

技術者や施工業者の不足が心配される。 

表10.6.6に簡易診断､詳細診断､設計､施工を2020年までに実施する必要があると考えられる建

物の数を整理した｡ プロジェクトを実施するには簡易診断に100人の技術者､詳細診断に800
人の技術者､耐震設計に640人の技術者が必要と考えられる｡ 14年間に約13,000の建物を補強

する必要がある｡ このような多数の技術者と施工業者はカラカス首都区だけでは間に合わ

ず､カラカス以外の地域や国外から導入する必要がある｡ 

 

10.6.5 制度的側面 

プロジェクトの組織制度的側面をまとめる以下の通りである｡ 
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- カラカス防災では建物耐震補強はおおきな話題ではなかった。耐震補強に関する記

述はCOVENINの耐震基準にあったが､いかに実施するかは議論されておらず､明確な

政策もなかった｡ 

- 建物耐震補強には多くの段階を経る必要がある｡ 耐震基準から始まって､中央政府と

地方自治体の役割､方策の推進をする責任官庁､財源､技術的支援､実施等の段階であ

る｡ 

- 最近設立された住宅省は今後中央政府は住宅政策に重点をおくとしている。これを

利用して､首都区は中央政府をうながし､建物耐震補強を国家プロジェクトどするべ

きである。 

 

10.6.6 コミュニティｰ評価 

建物耐震補強プロジェクトを推進するにあたって､このプロジェクトの重要性を比重民に知

らせることがもっとも重要な要素である｡ 何故ならば､建物の大多数の所有者は住民だから

である。住民が建物補強を進んで行おうという意志がプロジェクト成功の鍵である｡ 

サンベルナンディノコミュニティｰとラベガコミュニティｰにおける社会調査の結果による

と､両方のコミュニティｰとも組織化されていて､資金源さえあれば建物耐震補強等のプロジ

ェクトの実施は可能である｡社会調査の結果､バリオ住民の中でも資産を多くもっている住民

は補強に投資する意志があるが､資産の少ない住民はその意志は低い｡政府の財政的支援があ

れば､建物補強については実施する意志はある｡ 

一方､通常都市部の住民は建物補強の重要性は理解している｡しかし､コミュニティｰは政府に

対して強い不信感をもっている。この不信感は政府がこのプロジェクトの推進役になる場合

にはかならず障害になるものである｡ したがって､コミュニティｰと政府の間の信頼関係を築

くことが第一ステップである｡ 財源問題については､その額によっては通常都市部の住民は

自ら支払うことができる｡ 

 

10.6.7 結論 

- 本プロジェクトは1967年シナリオケｰスで多数の住民の生命を守ることができるとい

う結果を見ても非常に効果が大きい｡ 建物補強の第一の目的は人命保護である｡ こ

の意味で本プロジェクトは完璧ではないが非常に重要なプロジェクトである｡ 

- 経済評価を行うと､費用と便益は同等である｡ 

- 事業費は莫大である｡ 効果は大きいが､財源の問題がプロジェクト実施に向けて最大

の問題である｡ 社会調査によると､ある程度住民は建物耐震補強に投資する意志はあ

る｡このプロジェクトを推進するために､以下を関係機関で議論する必要がある｡ 
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1) 建物所有者が資金源が不足していることを考えて､たとえば､補助金､免税措置､

低利融資､保険等のインセンティブを与える｡ 

2) 建物補強に対する住民の理解を深める｡  

- 建物補強プロジェクトそのものを議論の対象とすることから始める｡次に財源問題､

技術的問題に取り組む｡ 

- コミュニティｰはいったん地震に対する脆弱性を理解すれば､建物補強を行う意志は

ある｡しかし､政府の財政支援が必要である｡しかし､通常都市部のコミュニティｰは行

政に対して不信感が大きく､したがってその信頼関係を回復するのが必須である｡  

 

10.7 土石流警戒避難評価 

10.7.1 評価基準 

警戒避難システムは土石流から人命を守る方策であり､資産を守るものではない｡ プロジェ

クトは47渓流沿いの約19,000人の市民を対象にしている｡ 警戒避難によって市民はより安全

に土石流から避難できることとなる。 

本件プロジェクトの目的は人命保全であり､経済分析や財務分析は評価手法としては適用で

きない｡ 以下を評価基準とする。 

- 制度的側面: 法制度の枠組みを評価する｡また担当行政の能力､関係省庁やコミュニテ

ィｰとの連携能力を評価する｡  

- 技術的側面: 正確なデｰタをタイムリｰに入手して､ハザｰドとリスクに関する分析を行

って､警報を発令することが技術的に可能かどうか｡ 

- コミュニティｰの側面: コミュニティｰが行政から警報を受け取ったときに旨く反応し

て避難できる能力があるか。 

 

10.7.2 制度的評価 

警戒避難を制度的側面から評価した｡ このプロジェクトの成功のためには各行政組織の連携

が不可欠である｡ 今まで警戒避難は関係機関で実施されたことがなかったため､まず最初の

関係行政機関の連携を形成することが重要である｡調査団は関係機関の間で締結される合意

文書の草案を作成した。既存の行政組織の枠組みから始めて､VENEMETプロジェクトの終

了とINAMEHの開始も利用し､既存の組織の連携を改善することによって警戒避難プロジェ

クトを扱うことはできると判断される。 

プロジェクトを推進するには以下のポイントが必要と考えられる｡ 
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 (1) 国家レベル 

・  VENEHMET プロジェクトを推進する。 

･   環境天然資源省の地方事務所を設立し､現況の雨量観測システム､ハザｰドマップの更

新､カラカス首都区の水文特性の研究を行う｡ 

・ 調査団が提案した合意文書に署名する。 

(2) 首都区レベル 

・ 緊急指令センタｰを建設して､カラカス首都区の防災を司る災害対策本部を設置する。 

・ 警戒避難のための人材育成をする｡ 

(3) 市レベル 

・ 首都区と環境天然資源省の情報に基づき､脆弱性の高いコミュニティｰに警戒避難の訓

練を行う｡ 

・ システムの計画と実施をコミュニティｰとともに行う｡ 

 

10.7.3 技術的評価 

様々な情報のうち､警戒避難をタイムリｰに実施するのに基準雨量がキｰとなる数値であり､こ

れが技術的検討の焦点である｡サポｰティングレポｰト18に記述したように調査団は入手でき

た限られた情報を使って基準雨量の数値を予備的にもとめた｡この数値を使って災害時に避

難勧告の発令をすることができる。基準雨量の値はさらに情報を集積して修正していくべき

である。 

基準雨量の値は警報を発令するベｰスとなる値であるが､この予備的な基準雨量の値を用いて

システム運用を開始し､デｰタを集積して改良をしていく事を提案する｡ 
 
 

10.7.4 コミュニティｰ評価 

警戒避難のシステムでは､その複雑さのために､コミュニティｰを取り込んだ作業は難しいと

予測された｡しかし､警戒避難のシステムに関するコミュニティｰベｰスのパイロット調査(ド
セ･デ･オクトゥブレとロス･チョロス)によると､プロジェクトはコミュニティｰの観点からも

実施可能であるとの結論を得た｡ 

警戒避難のシステムでは､バリオ地域も通常の都市部でも既存のコミュニティｰ組織がこのプ

ロジェクトでコアの役割を果たすことができる。バリオでも通常の都市部でも､調査対象の

コミュニティｰではこの新しいシステムについて歓迎し､積極的な役割をコミュニティｰとし

て果たす意志を示した｡ 
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提案した警戒避難システムはコミュニティｰに対してより正確でタイムリｰな､かつコミュニ

ティｰが必要な情報を提供する事ができる｡ 

コミュニティｰと市役所のたとえば防災局が､コミュニティｰと緊密な関係を構築する必要が

ある｡さらに､システムを計画し､実行するときには､コミュニティｰを主体的に参加させて､シ

ステムが彼ら自身のものであるという参加意識を醸成する事が重要である｡ 

警戒避難のような新規プロジェクトをコミュニティｰに導入するときに､第3者組織が中間に

はいって､ファシリテｰタｰとして機能する事を提案する。 

 

10.7.5 結論 

警戒避難システムは制度的､技術低的､コミュニティｰの観点からして実施可能である｡以下の

項目が重要な点である｡ 

- ベネズエラでは､気象警報が国土全域等の広範囲を対象に発令されているが､地域レ

ベルの警報は出されていない｡ 

- しかし､VENEHMETのような新システムが推進中である｡ 新システムでは関係機関の

間の合意に基づき､近い将来に機能し始めるはずである。 

- 技術的側面としては､さらに雨量と災害に関する必要な情報を蓄積する必要がある

が､調査団が提案した基準雨量の予備的値を用いてシステムをスタｰトする事はでき

る｡ 

- コミュニティｰは警戒避難プロジェクトを開始するのに積極的である｡ コミュニテｰは

計画の段階から受け身ではなく､積極的に参加をしてシステムの構築を行うべきであ

る｡ このようにしてコミュニティｰがシステムの一部となる事ができる｡ 警戒避難シ

ステムを普及改良していぐために､第3者組織を行政とコミュニティｰの中間に配置す

る事を提案する。 
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表  10.2.1 建物耐震補強対象家屋数 

 

 都市地域 バリオ及び周辺地域 合計 

合計 83,499 231,158 314,657 

簡易診断 62,620 184,900 247,500 

詳細診断 50,080 166,400 235,010 

耐震設計/耐震補強工事 40,060 142,700 182,740 

 

 

 

表  10.2.2 建物耐震補強の効果 

 

地震ケース 推定被害 プロジェクト無し プロジェクト有り 

大破建物数 10,000 1,300 1967 

死傷者数 4,900 400 

大破建物数 32,000 5,300 1812 

死傷者数 20,000 2,300 
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表 10.5.1  カラカスにおける参考コスト(2004年2月) 
 (1920Bs = 1US$) 

A. 基礎的材料: (+消費税) 

1. 生コン: Fc250 240,000 Bs/ m3 + 労務費 

2. 現場打設コンクリート 200,000 Bs/ m3 + 労務費 

3. 鉄筋: fy4,200  (12m 長) 1,400 Bs/ Kg : 1 束: 2 tons 

4. 網筋 1,500 Bs/ m2  

5. 15 cm 厚レンガ 380 Bs/ No.         17 Nos./m2 
6. 15 cm 厚コンクリートブロック 500 Bs/ No.         17 Nos./m2 

7. セメント 10,000 Bs/ 袋      42.5 Kg/ 袋 

8. 礫/ 砂/ 壁塗り材料 18,500/ 22,500/ 20,000 Bs/ m3 

9. 木製型枠: 板; 0.3m x 2.4m x 25mm 
板; 1.2m x 0.6m x 25mm 
角材; 50mm x 100mm 

30,000 Bs/ m2: 梁･柱用 
10,000 Bs/ Bs: スラブ･壁用l 
3,000 Bs/ ml: 支保用 

10. セラミックタイル: 33cm x 33cm 10,000 Bs/ m2 : 9 枚/ 1m2  

B. 材料と労務費: (+IVA) 

1. 新築 (総工事費) 500,000 ~ 600,000 Bs/ m2 

2. 骨組みと壁 (仕上げ含まず) 280,000 Bs/ m2 
3. 骨組み労務費 60,000 Bs/ m2 

4,000 Bs/ m2 4. 壁労務費 
壁及び仕上げ 12,000 Bs/ m2 

5. 塗装 8,000 Bs/ m2 

6. 6mm厚のアスファルト防水 12,000 Bs/ m2 
7. モルタルによるセラミックタイルの敷設 10,000 Bs/ m2 

8. 構造用鉄骨組み立て 6,500 Bs/ kg 
9. 角形鉄パイプ 8,000 Bs/ kg 

10. 基礎プレート 10,500 Bs/ kg 
11. アンカーボルト (A-32S) 16,500 Bs/ kg 

C. その他: (+IVA) C. その他: (+IVA) 

1. 手作業による解体と廃材処理 6,000 Bs/ m3 

2. 機械掘削 5,000 Bs/ m3 
3. 人力掘削 7,000 Bs/ m3 

4. 電気工事(12mmケーブル) 45,000 Bs/ point : 6 points/ 50 m2 
5. 配管 (PVC) 30,000 Bs/ point : 2 points/ 50 m2 

 資料: JICA 調査団 
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表 10.5.2 カラカスにおける建物建替え概算コスト 
(2004年2月, 1920Bs = 1US$) 

1A. 都市地域の家屋    
1) 低所得者層家屋 ( 80-100 m2)  
           (100 m2)  

400,000 - 600,000 Bs/ m2   
50,000,000 Bs/ 家屋 

2) 中所得者層家屋(100-200 m2)  600,000 - 800,000 Bs/ m2  
           (150 m2)  105,000,000 Bs/ 家屋 
1B. バリオ地域家屋 (70-100 m2)  150,000 - 200,000 Bs/ m2  
               (100 m2)  17,500,000 Bs/ 家屋 
               Selling cost  300,000 Bs/ m2  
2A. 都市地域のアパート  600,000 Bs/ m2  

 (150 m2)  90,000,000 Bs/ 家族 
2B. バリオ地域のアパート  300,000 - 400,000 Bs/ m2  
                                                         (100 m2)  35,000,000 Bs/ 家族 
3. 事務所ビル    

1). 鉄筋コンクリ-トビル 
建築工事  

         構造工事 
         設備工事 
         電気工事 
         配管工事 
         空調工事 
         エレベーター  
         合計   

  
210,000 Bs/ m2 (42%)  
190,000 Bs/ m2 (38%)  
100,000 Bs/ m2 (20%)  
30,000 Bs/ m2  
20,000 Bs/ m2  
20,000 Bs/ m2  
30,000 Bs/ m2  
500,000 Bs/ m2  

2). 鉄骨構造ビル 
         建築工事 
         構造工事 
         設備工事 
         合計  

250,000 Bs/ m2 (41.7%)  
250,000 Bs/ m2 (41.7%)  
100,000 Bs/ m2 (16.6%) 
600,000 Bs/ m2 

3). 石積み建物 (既設建物) 
            建築工事 
            構造工事 
            施設工事 
            合計 

 
330,000 Bs/ m2 (60%) 
150,000 Bs/ m2 (25%) 
120,000 Bs/ m2 (20%) 
600,000 Bs/ m2 

4). 商業ビル (内装除く)  500,000 Bs/ m2  
5). 病院建物 (医療設備除く)  

 小病院 (ベッド無し)  
 大病院 (ベッド有り)  

  
 600,000 Bs/ m2  
 900,000 - 1,000,000 Bs/ m2  

6. 学校建物  400,000 Bs/ m2  

7. 工場建物 (軽量屋根･鉄骨)   200,000 Bs/ m2 

 資料: JICA 調査団 
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表 10.5.3 カラカスにおける総床面積､建替えコスト､耐震補強コスト   (2004年2月) 

    分類  建物 建物耐震 

面積 建物形式 項目 総床面積 建替えコスト 補強コスト 

      (m2)  (百万 Bs)  (百万 Bs) 

    High Class 526,000 526,000 36,200

  一戸建て Middle Class 3,244,000 2,271,000 156,500

   Low Class 3,507,000 1,754,000 120,900

    Sub Total 7,277,000 4,551,000 313,600

    Low Rise: 1 ~ 3 2,404,000 1,442,000 99,400

  アパート Middle Rise: 4 ~ 8 11,683,000 7,594,000 629,500

    High Rise: 9 ~ 9,345,000 6,074,000 434,900

    Sub Total 23,432,000 15,110,000 1,163,800

    Low Rise: 1 ~ 3 1,878,000 939,000 64,700
都市 事務所ビル Middle Rise: 4 ~ 8 7,511,000 4,131,000 342,500
地域  High Rise: 9 ~ 7,510,000 4,506,000 322,600

    Sub Total 16,899,000 9,576,000 729,800

   with Beds 504,000 479,000 39,700

  病院 without Bed 734,000 440,000 30,300

  政府建物 Governmental Office 4,672,000 2,570,000 213,000

   Sub Total 5,910,000 3,489,000 283,000

    Low Rise: 1 ~ 3 1,002,000 501,000 34,500

  その他 Middle Rise: 4 ~ 8 2,004,000 1,102,000 91,400

  重要建物 High Rise: 9 ~ 1,500,000 900,000 64,400

    Sub Total 4,506,000 2,503,000 190,300

  都市地域合計 58,024,000 35,229,000 2,680,500

周辺 一戸建て Slope ＞ 20degree 1,527,000 611,000 58,700
地域  Slope ≦ 20degree 9,639,000 816,000 173,000

バリオ 一戸建て Slope ＞ 20degree 13,424,000 2,349,000 300,700

地域  Slope ≦ 20degree 17,474,000 3,058,000 275,200

 周辺地域･バリオ地域合計 42,064,000 11,234,000 807,600

  総計   100,088,000 46,463,000 3,488,100

        US$ (1920 Bs= 1US$) 24,200 M.US$ 1,817 M.US$

資料: JICA 調査団 
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表 10.5.4 各地区毎の建物数 

地域 建物数 % 分類 建物数 % 
階層, 
階数 

建物数 % 

            上流 1,753 3 

     一戸建て 58,449 70 中流 21,626 37 

          下層 35,070 60 

    

  
       1 ~ 3 2,004 30 

      アパート 6,680 8 4 ~ 8 3,340 50 

          9 - 1,336 20 

    

 

        1 ~ 3 3,758 30 
都市 83,449 100 事務所ビル 12,526 15 4 ~ 8 5,010 40 
地域          9 - 3,758 30 

      病院     w/ Beds 84 2.5

     政府建物 3,340 4 No Bed 918 27.5

         Govn. O. 2,338 70 

    

  
 その他     1 ~ 3 1,002 40 

      重要建物 2,504 3 4 ~ 8 1,002 40 

         9 - 500 20 

   
 

都市地域合計 83,449 100   83,449  

周辺 25,175 10.9 傾斜 ＞20度  10,182 40.4 ---  ---   

地域  傾斜≦ 20度 14,993 59.6 ---  ---   

   
 

小計 25,175 100      

バリオ 205,983 89.1 傾斜 ＞20度  89,491 43.4 --- ---  

地域   傾斜≦ 20度 116,492 56.6 --- ---  

  
 

小計 205,983 100    

  231,158 100 周辺･バリオ地域 231,158 100      

 314,657  総計 314,657 100    

 資料: JICA 調査団 
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表 10.5.5 必要な耐震診断と耐震補強及び耐震補強コストと建替えコストの比 

地域   分類   建物 数
耐震診断 

必要建物割合  
耐震補強 
工事費 

 形式 項目 建築年   割合 
(耐震補強必要 

建物割合) 
 建替工事費 に

対する割合 

   R. C. 構造   82.1%     

  構造形式 鉄骨構造   3.7%     

   石積み   14.2%     

    1967年以前 *1   51.7%   15% 

  建築年 1968 ~ 1982年 *2   37.4%   10% 

  1983以後   10.9%   5% 
都市 

   *1 44.1% 80%, (80%) 15% 
地域 階数 低層: 1 ~ 3階 *2 30.4% 75%, (70%) 10% 

  *3  70%, (60%) 5% 

  
 

 *1 6.4% 90%, (90%) 15% 

   中層: 4~8階 *2 4.6% 80%, (80%) 10% 

   *3  70%, (70%) 5% 

    *1 1.1% 95%, (70%) 15% 

  高層: 9 階~ *2 2.5% 90%, (60%) 10% 

      *3  85%, (50%) 5% 

周辺 一戸建て 傾斜＞20度 --- 40.4% 80%, (80%) 15% 
地域  傾斜≦20度 --- 54.6% 80%, (75%) 10% 

バリオ 一戸建て 傾斜＞20度 --- 43.4% 80%, (80%) 20% 
地域  傾斜≦20度 --- 56.6ºº% 80%, (75%) 15% 

資料: JICA 調査団 
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表 10.5.6 警戒避難の事業費  
 

項目 事業費 (USD) 
合意文書作成･合意 4,000 

機器設置 100,000 
機器維持管理 56,000 

環境省地方事務所の人材育成 300,000 
合計 460,000 

 

表 10.6.1  プロジェクト有無での被害比較 

(単位: 百万US$) 

 項目 プロジェクト無

しでの被害(A)

プロジェクト有

りでの被害(B) 

便益 

(A-B) 

直接被害 389.1 65.6 323.5 

 大破建物被害 313.2 53.5 259.7 

 中破建物修繕コスト 75.9 12.1 63.8 

間接被害･二次被害 281.6 116.3 165.3 

 カラカス(調査対象地域)経済への被害 230.8 95.4 135.5 

 国家経済への被害 50.8 21.0 29.8 

救援･復旧コスト 49.0 6.8 42.2 

 緊急救援+医療コスト 6.9 1.2 5.6 

 瓦礫処理 33.6 4.3 29.3 

 仮設住宅コスト 8.5 1.2 7.2 

合計l 719.7 188.7 530.9 

資料: JICA 調査団 

表 10.6.2 耐震診断､補強設計､耐震補強工事の費用 

  建物数 費用 (百万Bs) 費用 (百万US$) 税抜き費用  
 (百万US$) 

簡易診断 247,500 29,900 15.6 13.4 

詳細診断 216,480 750,200 390.7 336.8 

耐震設計 182,760 686,000 357.3 308.0 

診断･設計小計 -  1,466,100 763.6 658.3 

工事費 182,760 3,488,100 1,817 1,566 
合計   4,954,200 2,581 2,224 

資料: JICA 調査団 
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 表 10.6.3  コストベネフィット分析 
(単位: 百万US$) 

  費用  
 年 簡易診断 詳細診断 耐震設計 耐震工事 費用計 期待便益 純益 

1 2005 0.05  0.1  -0.1
2 2006 0.11 0.8 0.4  1.3 0.0 -1.3
3 2007 0.11 0.8 0.8 3 5.0 0.0 -5.0
4 2008 0.05 0.8 0.8 3 4.9 0.6 -4.3
5 2009  0.8 0.8 3 4.9 1.2 -3.7
6 2010  0.8 0.8 3 4.9 1.8 -3.1
7 2011  0.8 0.8 3 4.9 2.4 -2.5
8 2012  0.8 0.8 3 4.9 3.0 -1.9
9 2013  0.8 0.8 3 4.9 3.6 -1.3
10 2014  0.8 0.8 3 4.9 4.2 -0.7
11 2015  0.8 0.8 3 4.9 4.8 -0.1
12 2016  0.8 0.8 3 4.9 5.4 0.5
13 2017  0.8 0.8 3 4.9 6.0 1.1
14 2018  0.8 0.8 3 4.9 6.6 1.7
15 2019  0.8 3 4.1 7.2 3.1
16 2020  3 3.3 7.8 4.5

17-50 2021 - 2054    8.4 8.4
 NPV   29.6 29.3 -0.3
 B/C     0.99

資料: JICA 調査団 
注: 地震の回帰年は69.5年と仮定した｡プロジェクト寿命はJICAのプロジェクト評価ガイドラインに沿って50年と

した｡利子率は世銀がベネズエラプロジェクトで用いている12%を用いた｡ 

 

表 10.6.4 建物補強の年費用 
(単位: 百万US$) 

年 簡易診断 詳細診断 耐震設計 耐震工事 合計 

2005 2.6    2.6 

2006 5.2 30.1 13.2  48.5 

2007 5.2 30.1 26.5 129.8 191.5 

2008 2.6 30.1 26.5 129.8 188.9 

2009-2018  30.1 26.5 129.8 186.3 

2019   26.5 129.8 156.3 

2020    129.8 129.8 

Total 16 391 357 1,817 2,581 

資料: JICA 調査団 
注: 付加価値税 (IVA, 16%)を含む｡ 
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表 10.6.5  事業費のGDP及び各種予算との比較  

項目 事業費 GDP  
(2003予測) 

国家予算 
(2003) 

インフラ省 
予算 

(2003) 

インフラ省 
プロジェクト

予算 (2003)

住宅省予算 
(2004) 

首都区予算 
(2003) 

年 (百万US$) 85,748  
(百万US$) 

25,968  
(百万US$)

1,936  
(百万US$)

884  
(百万US$)

625 
 (百万US$) 

600
 (百万US$)

2005 2.6 0.0% 0.0% 0.1% 0.3% 0.4% 0.4%
2006 48.5 0.1% 0.2% 2.5% 5.5% 7.8% 8.1%
2007 191.5 0.2% 0.7% 9.9% 21.7% 30.6% 31.9%
2008 188.9 0.2% 0.7% 9.8% 21.4% 30.2% 31.5%

2009-2018 186.3 0.2% 0.7% 9.6% 21.1% 29.8% 31.1%
2019 156.3 0.2% 0.6% 8.1% 17.7% 25.0% 26.0%
2020 129.8 0.2% 0.5% 6.7% 14.7% 20.8% 21.6%
Total 2,580.6 3.0% 9.9% 133.3% 291.9% 412.9% 430.1%

資料: GDP は中央銀行(http://www.bcv.org.ve/EnglishVersion/Index.asp)｡ 国家予算･インフラ省予算は “Resumen de 
la, LEY DE PRESUPUESTO 2003,” 財務省国家予算局｡ 首都区予算は首都区より｡ 住宅省予算は新聞のウェブサイ

トより｡ 

表 10.6.6  年間耐震補強建物数 

年 簡易診断 詳細診断 耐震設計 耐震工事 

 合計 年地域 バリオ･

周辺 
合計 年地域 バリオ･

周辺 
合計 年地域 バリオ･

周辺 
合計 年地域 バリオ･

周辺 
総計 247,500 62,600 184,900 216,480 50,080 166,400 182,760 40,060 142,700 182,760 40,060 142,700 
2005 41,250 10,433 30,817          

2006-2007 82,500 20,867 61,633 16,652 3,852 12,800       
2008 41,250 10,433 30,817 16,652 3,852 12,800 6,769 1,484 5,285 13,054 2,861 10,193 

2009-2018    16,652 3,852 12,800 13,538 2,967 10,570 13,054 2,861 10,193 
2019       13,538 2,967 10,570 13,054 2,861 10,193 
2020          13,054 2,861 10,193 

資料: JICA 調査団 
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第 11 章  地理情報システム(GIS)とデｰタベｰスシステム 

11.1 はじめに 

調査団は膨大な数の GIS 地図とデｰタベｰスを収集､再編集または新規に作成した｡調査対象

範囲全域について GIS 様式のベｰスマップ(縮尺は 1:25,000)を作成し､市街地部については

1:5,000 の作業図を作成した｡ 対象地域の一部については 1:1,000 の作業図も作成した｡調査対

象範囲の地域的視点からのイメｰジを得るために衛星画像をデジタル化したものも作成した

(Aster と  Landsat ｡)  調査対象地域の一部については航空写真のデジタルオルソフォトを作成

して､既存の地図と重ねて表現できるようにした｡ 新規のレイヤｰを作成するために GIS 上の

作業を実施した｡ 紙の地図をデジタイズする作業も行った｡ 

センサス 2001 の人口デｰタ､建物インベントリｰデｰタをデｰタベｰス化した｡対象地域の物理的

脆弱性と社会的脆弱性を把握するために､デｰタベｰス解析を行った｡災害シナリオと被害想定

の結果を GIS デｰタベｰスに入力した。 

11.2 GIS システム設計 

調査団は本件調査で用いる GIS 標準､デｰタ様式､システムプラットフォｰムを設計した｡ カウ

ンタｰパｰトチｰムと議論の上､以下の項目について標準化を行った｡ 

• システムプラットフォｰム 

• 単位 

• 標高基準 

• 地図作成手続き 

• 用語 

• プラットフォｰム毎のデｰタ交換手続き 
• 入力デｰタの種類 
• シンボル 

• デｰタ蓄積とデｰタ名 

11.3 デｰタベｰスシステム設計 

デｰタベｰス設計と構築を以下の基本方針で行った｡ 

• 解決策を決定する前に､使用者の需要を確認する｡ 
• 設計にあたっては既存のまたはベ国側が受け入れる基準を用いる｡ 
• 判読可能な書き込みコｰドを使う 

• 複数の使用者間のインタｰフェｰスとデｰタ管理を考慮する｡ 
• 使用者が使いやすい設計とする｡ 
• 再使用可能なプログラムコｰドを使う｡ 
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11.4 GIS システム開発 

収集デｰタは本件調査で設計した標準 GIS に従ってデｰタベｰス化した｡ 関係機関からの情報

収集は以下の手続きで行った｡ 

(1) 紙の地図のデｰタはスキャンしてデジタイズした。 
(2) CAD 形式の地形図はチェック後､GIS 様式の地形図に変換した｡また､調査団が開発し

た方法を用いて､緯度経度は La Canoa 基準点に変換した｡ 

(3) GIS 形式の地図は地形､属性デｰタ等をチェックしてそのまま用いた｡緯度経度の変換

は必要に応じて行った｡ 

11.4.1 ベｰスマップ作成 

調査団は調査のベｰスマップとして国土地理院が作成した縮尺 1:25,000 (1994 年)地形図を用

いた｡ さらに作業マップとして縮尺 1:5,000 と縮尺 1:1,000 の地図を詳細検討に用いた｡縮尺

1:5,000 の地図はカラカス首都区の市街地部をカバｰしている｡ 

(1) 縮尺 1:25000 のベｰスマップ 

首都区全域をカバｰする 1:25,000 の地図は国土地理院から購入した｡このベｰスマッ

プはすべての関連地図を作成する時に使用した｡ 使用している緯度経度は La Canoa

である｡ 購入したベｰスマップは既に GIS 様式であり､GIS に変換可能な属性デｰタを

備えていた｡ この情報を調査を通じて得た最新のさらに細かい情報をもとに更新し

ていった｡ 

表 11.4.1 にベｰスマップ上に作成した GIS レイヤｰリストを示した｡ 

(2) 縮尺 1:5000 と 1:1000 の作業マップ 

市街地部については､ 上水道公社から縮尺 1:5,000 の作業マップを入手した｡ また

スクレ市から縮尺 1:1,000 の作業マップを入手した。これら地図は元々Loma 
Quintana 系で緯度経度が表示されていたため､La Canoa 系に調査団が開発した方法

で変換した｡ 

(3) デジタル標高モデル (DEM) 

縮尺 1:25,000 の地図と縮尺 1:5,000 の地図の等標高線図からデジタル標高モデルを

構築した｡さらに､ 市街地部については 2m ピクセルサイズ(縮尺 1:2,000)のでデジ

タル標高モデルも構築した。 

11.4.2 航空写真の校正  

調査団は国土地理院から 2002 年 3 月に撮影した航空写真(ハｰドコピｰ)を購入し､それを高解
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像度(1200 dpi)でスキャンした｡バリオ地域と周辺地域の航空写真の一部については縮尺

1:5,000 のデジタルマップを用いて補正を行った｡これら航空写真を用いて建物分布の解釈

を行い､またバリオ地域の拡大についての解釈を行った｡ 

11.4.3 デジタルイメｰジ処理 

調査の中で様々な衛星画像を入手したが､最も重要な衛星画像は Aster と Landsat のもので

ある｡ 2003 年 4 月撮影の Aster 画像と 1986,1990,1992,2001 年の Landsat 画像を入手した｡ 

11.4.4 行政界の定義 

行政界については複数のソｰスから資料を得て最終的に決定した｡ 

11.4.5  マイクロゾｰニング 

マイクロゾｰンは調査対象地域の首都区を分割して｢建物｣､｢人口｣､｢オｰプンスペｰス｣､｢道路

網｣､｢公共施設｣等を整理する空間的な調査単位である｡ このマイクロゾｰンはリスクマップ

や災害シナリオを策定するために用いる｡ さらにはこのマイクロゾｰンを既存の資源とリス

クの比較及び計画策定にも用いる事ができる｡ 

マイクロゾｰンの単位は調査対象地域の以下の既存の単位毎に構築した｡ 

1. 市街地 

2. バリオ地域 

3. 周辺地域 

4. 公園とオｰプンスペｰス 

11.5 GIS とデｰタベｰス維持管理 

GIS デｰタベｰスの構築は膨大な作業を必要とするものである。調査団は調査で構築したデｰ

タベｰスシステムがその価値を失わないためにも正しく維持管理されていく事を期待してい

る｡維持管理に要する作業量は当初の構築よりはずっと小さく､維持管理を旨く行う事によっ

てデｰタベｰスの威力を十分に発揮させる事ができる｡ 

レイヤｰの中にはソフトウェアが変更またはバｰジョッアップされた時以外は維持管理が不要

なものもある｡ その他のレイヤｰで日常的にデｰタが変更されるものについては継続的な維持

管理が必要である｡ もっとも一般的な維持管理の方法はカウンタｰパｰトチｰムの中の一人ま

たはひとつの組織をシステムの｢所有者｣として定義し､定常的に維持管理を行わせる事であ

る｡ この個人または組織は最新の情報を入手し､デジタル化してレイヤｰ毎に入力し､ユｰザｰ

が常に最新の情報を利用できるようにする任務がある｡ 

GIS システムを旨く利用していくにあたって正確で最新の情報を常に維持していく事が最重
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要である｡維持管理とはデｰタベｰスに新しい情報を付け加えるとともに不要なデｰタは削除し

ていく事も含む｡ これら操作は GIS デｰタの統一性を損なわないように細心の注意を払いな

がら進める必要がある｡ 

調査団の基本的な方針は以下の通りである｡ 

- デｰタは特別な制限がかかっているもの以外は､すべてのカウンタｰパｰト機関が共有す

る｡ 

- ファイナルレポｰトに､デｰタソｰスに対する謝辞を明記する｡ 

- 調査結果はカウンタｰパｰトチｰムの合意無しには公表しない｡ 

カウンタｰパｰトチｰムは GIS デｰタベｰスシステムの維持管理について以下の詳細な手続きを

決める必要があると考えられる｡ 

・ デｰタの使用について 

・ デｰタの更新と変更について 
・ デｰタの安全について 
・ デｰタ分析について 
・ 結果の公表について 

11.6 災害管理情報スシステム 
 
前述したように､本件調査では､膨大な量のデｰタを蓄積した GIS システムを開発し､尚且つカ

ラカス首都区における防災行政のために計画立案や政策決定に用いる事ができる様々な地図

を作成した。 

 

カウンタｰパｰトチｰムとの議論の結果､GIS システムは災害管理情報システムの一環として維

持管理し､利用していく事で合意した｡ GIS システムの開発は多額の費用がかかるが､維持管

理については比較的安価に行う事ができる｡ 

 

11.6.1 目的､目標､達成目標 

(1) 目的 

1. 災害管理サイクルにおける効果的な診断と管理 
2. 災害時の効果的な政策決定支援 
3. 効果的な連携を支援 

(2) 目標 

災害管理サイクルのすべてのステｰジ(防止､準備､緊急対応､復興復旧)において防災

を支援する｡ 
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(3) 達成目標 

・ 首都区の統一的､合理的な空間情報デｰタベｰス 
・ 特定期間と範囲に対して信頼性があり正確な空間デｰタ 

・ 特定のユｰザｰがいつでも､どこからでもデｰタが使えるような環境づくり 

11.6.2 期待される成果と機能 

(1) 期待される成果 
・ GIS ベｰスの災害管理情報システム 
・ 関連情報の収集計画 
・ デｰタ交換とデｰタ管理の基準 
・ デｰタ分析とデｰタ使用の基準 
・ 市民のためのハザｰドマップ･リスクマップ公開 
・ 多数の機関へのシナリオ分析結果の配布 

(2) 期待される機能 

・ リアルタイムデｰタ分析ｰ災害対応､早期警報､災害シナリオ(15-20 分) 
・ 短期的デｰタ分析-予測(1-2 日) 
・ 中期的デｰタ分析-調査研究(ハザｰドマップとリスクマップの更新) 

計画(予防と準備) (1-2 年) 
・ 長期的デｰタ分析-災害シナリオ(長期) 

11.6.3 提案したシステム 

以下の 3 つのサブシステムからなる災害管理情報システムを提案した｡ 

• 総合的情報伝達システム 
• 情報管理システム(GIS デｰタベｰスシステムに基づく) 
• 政策決定､情報頒布システム 
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表 11.4.1 ベｰスマップ上のGIS レイヤｰ 

ファイル名 マップレヤｰ 

\Base_Map\Contour_Line\elevation_26_06.shp  コンタｰライン 

\Base_Map\Facilities\airport.shp  空港 

\Base_Map\Facilities\club.shp  私設クラブ 

\Base_Map\Facilities\Fence.shp  フェンス 

\Base_Map\Facilities\Golf_Field.shp  ゴルフ場 

\Base_Map\Facilities\Horse Track.shp  競馬場 

\Base_Map\Facilities\Metro Line.shp  地下鉄 

\Base_Map\Facilities\School and Sport Buildings.shp  学校と付属施設 

\Base_Map\Facilities\vegetation.shp  農地･森林 

\Base_Map\Hydrologic_Network\Channel.shp  水路 

\Base_Map\Hydrologic_Network\Check_Dam.shp  砂防ダム 

\Base_Map\Hydrologic_Network\Coast Line.shp  海岸線 

\Base_Map\Hydrologic_Network\Lagoon Of Seasonal 
Regimen.shp  湖沼 

\Base_Map\Hydrologic_Network\Reservoir.shp  貯水池 

\Base_Map\Hydrologic_Network\River Of Seasonal Regime.shp 季節的に変動する河道 

\Base_Map\Hydrologic_Network\River.shp  河道 

\Base_Map\Life_Line\Gasoline Tank.shp  タンク 

\Base_Map\Life_Line\High Tension Electric Line.shp  高圧線 

\Base_Map\Life_Line\Pipe Line.shp  パイプライン 

\Base_Map\Road_Network\Path_Road.shp  人道 

\Base_Map\Road_Network\Paved_Road.shp  高速道路､舗装道路､主要道路

\Base_Map\Road_Network\Secondary_Road.shp  支線道路 

\Base_Map\Road_Network\Tunnel.shp  トンネル 

\Base_Map\Urban_Area\Buildings.shp  建物-ポリゴン 

\Base_Map\Urban_Area\buildings_line.shp  建物-ライン 

\Base_Map\Urban_Area\Urban_Areas.shp  都市地域 
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第12章 2005年2月豪雨による土砂災害の考察 

12. 1  はじめに 

2005年2月6日（日）から10日（木）にかけ、発達した前線の影響でベネズエラの西部海岸

沿いとアンデス山地を中心に連続した降雨があった。通常乾季であるこの時期のまとまっ

た豪雨の影響で、死者62名、行方不明60名、被災人数222,893名、被災家屋44,633件（数字

は、2月18日内務司法省取りまとめ）と各地で道路の不通、欠損、河川の破堤、増水による

洪水と大きな被害が発生した。今回の災害を受けて､第7次現地調査中の2月26日に開発調査

団の三浦は､JICA永田専門家､首都区防災局技術部長のMr. Jose Fraとともに､カラカス首都区

及びバルガス地域の被災地の現地調査を行った｡ その結果､カラカス首都区で実施してきた

開発調査で提起した防災計画に盛り込むべき項目の重要性が改めて立証された｡ 

12.2  現地調査結果 

現地調査結果については､永田JICA専門家が､2月26日に現場視察した箇所以外の場所も含め

て｢ベネズエラ2005年2月 災害調査報告書｣としてとりまとめており､別途ベ国側に提出され

る予定である｡ 

12.3  開発調査との関係 

今回の災害現地調査の結果から､開発調査で提案しているカラカス首都区における土砂災害

防災プロジェクトの重要性が改めて確認されたが､特記するべきは以下の点である｡ (No.は
本件調査で提案している防災計画の中の番号) 

 

No.3: 土石流対策施設 

今回､バルガス地区被災地域の中のSan Jose de Galipan川においてCorpo Vargas (1999年のバル

ガス災害を踏まえて設立された公団組織で､主にEUの資金を得てバルガス地区に砂防施設を

建設中)が既に施工した砂防ダムの状況を視察した｡ 既設砂防ダムには今回の災害で上流か

ら流下した土砂が捕捉されており殆ど満杯状態であった｡この砂防ダムによる貯砂は下流へ

の土砂流出量の軽減に役立った他､ダム上流側の河床勾配を緩くすることによって上流河岸

の崩壊防止にも役立ったと考えられる｡このように､土石流対策施設としての砂防ダムの重

要性と有効性がバルガス地区において確認された｡従って､カラカス首都区においても､本件

調査で提案した砂防施設の計画的な建設が望まれる｡ 
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No.4 斜面対策工､ No.5 バリオ地域排水改善 

2月26日に視察した 19 de Abril地域はじめ､今回カラカス市内で多数発生した斜面崩壊は､バ

リオ地区の雨水排水不良に起因するものが殆どである｡本件調査の計画で提案しているよう

に､バリオ地域の排水施設の整備を行う事が､最も現実的で効果的な構造物対策と考えられ

るため､関係機関の早急な取り組みが望まれる｡ また､崩壊が大規模であったり保全対象が道

路等の公共構造物である場合には､本件調査で提案している斜面対策工を検討する必要があ

る｡ 

No.6   土石流警戒避難 

今回のカラカス市内における土砂災害による死亡者は幸いにしてなかったが､今後とも同じ

ような土砂災害が繰り返し発生すると考えられる｡従って､本計画で提案している土石流警

戒避難システムを早期に確立し､環境天然資源省､首都区防災局､各市防災局､コミティーが

連携して､土石流警戒避難を実施に移す事が望まれる｡ 

No.7   危険地域の住民移転 

今回の土砂災害では､カラカス首都区における渓流では土石流は発生しなかった｡しかし､今

後､さらに大きい雨量によって､1999年と同様の土石流が各渓流で発生する事が考えられる｡

従って､本計画で提案しているように､土石流危険渓流の河道内に居住している住民につい

ては､早期移転対策を関係機関が実施するべきである｡ 

No.8 危険地域の土地利用規制･開発規制 

今回大規模な地滑りの発生した19 de Abril地区は1988年にも同様の地滑りが発生した地域で

ある｡本地域のように､繰り返し災害が起きている地域については､厳重な土地利用規制を行

い､公園化するなどの処置が必要である｡今回の災害を契機にして､再び同地区に建物の建設

がなされないような厳しい規制をかけるとともに､市･首都区又は国が同地区の土地を取得

する事が望まれる｡ 

No. 10 ハザードマップ･リスクマップの公表 ､No.11 住民教育 

今回のカラカスにおける土砂災害(主として急傾斜地崩壊)は､今回の開発調査のハザ-ドマッ

プで同定している危険斜面で多く発生している｡開発調査で提案したハザードマップ･リス

クマップを公開して､住民の注意喚起をする事の重要性が再確認された｡また､合わせて､本

計画で提案しているように､住民教育を徹底し危険個所に居住しない事及び危険箇所に居住

している住民は災害の発生が予測される場合には早期に避難する事を教育するべきである｡ 
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No.12 防災コミュニティー活動強化 

No.6の土石流警戒避難を実現するためにも､防災コミュニティー強化が必須である｡また､今

回の災害でも急傾斜地崩壊等の土砂災害は同時に各所で発生しており､消防等のオフィシャ

ルな防災組織が救援等の対応に十分に手がまわらない｡本計画で提案しているように､各コ

ミュニティーにおける自主防災組織の強化を促進するべきである｡ 

No.13 緊急指令センター 

災害発生前の警戒避難及び災害発生後の防災行政の拠点として提案している緊急指令セン

タ-の重要性が再確認された｡ 現在は首都区防災局(在バンデラ)が､指令センタ-の役割を担っ

ているが､現施設では情報通信施設の不備があり､また緊急指令センタ-としての組織の役割

の定義もあいまいになっている｡本件調査で提案している緊急指令センター(情報通信施設及

び災害情報管理システムを保有し､災害の警報発令･避難勧告発令を実施する拠点となる｡)を
早急に設置する事が望まれる｡ 

 

12.4  地域防災計画の全国展開 

今回の豪雨災害において､土砂災害の危険がカラカスやバルガス州だけでなく､ベネズエラ

の各地域にある事が改めて認識された｡本件調査は対象地域をカラカス首都区に限ったもの

であるが､本件開発調査で策定したカラカス首都区防災基本計画をモデルとして､全国的に

地域防災計画策定を早期に展開していく必要があると考える｡ 

 
現場写真 

 

 

San Jose de Galipan 川既設砂防ダム 19 de Abril地区の地滑り 

19 de Abril 地区地滑り被災家屋 Antimano 地区地滑り被災家屋 
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第13章 結論と提言 

13. 1  調査の結論  

13. 1. 1. 対象地域の災害特性 

調査対象地域は地震災害及び土砂災害の歴史がある。  

カラカス首都区は市の歴史が始まった1500年代からいくつかの大きな地震を経験している｡

最大の地震は1812年に起きたもので､多数の建物倒壊によって何千人もの死傷者が出た｡最

も最近の地震は1967年のもので274人の死者が出た｡これらの歴史地震を鑑みると今後とも

1812年規模や1967年規模の地震が起きる可能性がある｡ 

カラカス首都区の市街地域はアビラ山麓からグアイレ川にいたる区間はアビラ山から生じ

た土石流の堆積でできた扇状地である｡土砂災害に関する歴史記録としては､1951年に生じ

た大規模な土石流がある｡また最近の土砂災害では1999年にカトゥチェ渓流とアナウコ渓流

で土石流が生じ､数百人の市民が亡くなった｡またカラカス市街地を取り囲む丘陵は地滑り

や急傾斜地崩壊の危険がある斜面が存在する｡雨期の強い雨によってこれらの地域では地滑

りや急傾斜地崩壊の危険性がある。 

13. 1. 2. 地域の社会的脆弱性と防災力 

人口と資産の過度の集中によって､カラカス首都区においては､いったん自然災害が発生し

た時に引き起こされる被害リスクは高くなっている｡さらに､同地域では自然災害に対する

社会的脆弱性と社会的防災力の同地域での分布が一様ではない｡カラカス首都区の人口の約

半分がいわゆるバリオ地域と言われる地域に住んでいて､社会調査の結果によるとバリオ地

域の社会的脆弱性は他の地域に比べて大きくなっている｡ 

本件調査を通して建物被害率等の物理的な脆弱性の分布をGIS上で展開したが､同時に社会

的脆弱性/防災力の分布も社会調査の結果を踏まえて作成した｡ 

物理的脆弱性と社会的脆弱性を重ねて見る事によって､両方の脆弱性を加味したリスクの分

布を明らかにする事ができた。この統合したリスクマップによると同地域のリスクの分布

は一様ではない。 

13. 1. 3. 防災基本計画 

カラカス首都区の自然災害､人間活動､社会的脆弱性と社会的防災力等の分析に基づいて防

災基本計画を策定した。地震災害シナリオとしては1967年地震と1812年地震を選定し災害
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のシミュレｰションを行った｡土砂災害シナリオとしては､100年確率規模の降雨を想定して

被害をシミュレｰションした｡ 

保全対象は｢人命｣､｢資産｣､｢都市機能｣である｡ 

マスタｰプランは20のプロジェクトから構成されるが､そのうちの6つが主要プロジェクトで

あり､｢安全なカラカスをつくる｣事と｢緊急時に有効に対応する｣事の2つの目的を達成する

ことを目指している｡6つの主要プロジェクトは｢建物耐震補強｣､｢橋梁耐震補強｣､｢砂防施設

の建設｣､｢危険地域からの住民移転｣､｢土石流警戒避難｣､｢緊急指令センタｰ｣である｡ 

マスタｰプランの総事業費は約28億ドルであり目標年次は2020年である｡ 

マスタｰプランは｢経済｣､｢財務｣､｢社会｣､｢経営｣､｢環境｣の側面から評価を行った｡その結果､

マスタｰプランは中央政府､首都区､各市及びコミュニティｰの連携を深める事により実施可

能であるという結論を得た｡ 

マスタｰプランプロジェクトの効果をあげると以下のようになる｡ 

- 1967年スケｰルの地震が地域に起こった場合を想定すると倒壊建物数は10,000から1,300
に減少する｡死傷者の数も4,900から400に減少する｡ 

- 1812年スケｰルの地震が地域に起こった場合を想定すると倒壊建物数は32,000から5,300
に減少する｡死傷者の数も20,000から2,300に減少する。 

- 1812年スケｰルの地震が起こった場合を想定するとプロジェクト無しではArana周辺その

他の高速道路で被害が起き交通遮断されるのに対してプロジェクトによって被害はなく

なる｡ 

- 100年に1回規模の降雨による土石流が渓流で発生しても砂防ダムと水路改修によってプ

ロジェクトがなかった場合に被害を受ける2,700の建物(住民19,000)の生命財産が守られ

る｡ 

- 様々なスケｰルの豪雨によって土石流が引き起こされても､警戒避難の実行によって住民

は安全に避難する事ができる｡ 

 

13. 1. 4. 優先プロジェクトのフィｰジビリティｰ調査 

マスタｰプランプロジェクトの内から2つのプロジェクトを選んで実施可能性調査を行った｡

優先プロジェクトの選定は｢重要性｣､｢緊急性性｣､｢即効性｣､｢技術的実施可能性｣､｢経済的実
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施可能性｣､｢初期環境調査結果｣､｢財源の可能性｣､｢社会的必要性｣､｢カウンタｰパｰトからの

要請｣の各点から評価を行って決めた｡ 

結果的に｢建物耐震補強｣を地震災害対策として｢土石流警戒避難｣を土砂災害対策として優

先プロジェクトに選定した。 

これら2つのプロジェクトは｢経済的側面｣点｢財務的側面｣､｢経営的側面｣､｢環境的側面｣から

評価を行った｡これら2つのプロジェクトは実施可能性が高いという結論となり､これら2つ
のプロジェクトの促進戦略について検討を行った｡ 

13.2  提言 

本件調査を通じて調査団はベネズエラ側カウンタｰパｰトと共同で､カラカス首都区の災害に

ついて｢技術｣､｢環境｣､｢社会｣､｢制度｣､｢法律｣､｢コミュニティｰ｣の点から検討を行った｡ 本件

調査で提案した防災基本計画は調査団とカウンタｰパｰトチｰムの議論の結果生まれたもので

ある｡ 本件調査の実施にともない､調査団はベネズエラ側に以下の提言をしたいと考える｡ 

 (カラカス首都区への提言) 

(1) カラカス首都区は本件調査の報告書サポｰティングレポｰトS1を参考にして､リベルタドｰ

ル､チャカオ､スクレ､バルｰタ､エルハティｰヨの5市をカバｰするカラカス首都区防災基本

計画を正式に制定するべきである。 

(2) カラカス首都区は(1)の策定を待たずして､本件調査で提案したプロジェクトを早期に開

始し､脆弱性を減じ､防災力を強化する事によって将来本地域を襲う可能性のある自然災

害に備えるべきである｡ 

(3) カラカス首都区は国家防災局と話し合い､カラカス首都区防災基本計画を国家防災局と

してオｰソライズしてもらうようにするべきである｡ 

(4) カラカス首都区は中央政府機関､首都区､各市､コミュニティｰの間の連携をはかり､カラ

カス首都の総合的な防災を促進するべきである｡ 

(5) カラカス首都区は各市が首都区防災基本計画を参考にして､各々の地域防災計画を立案

する事を指導するべきである｡ 

 (内務司法省への提言) 

(1) 防災に関する策基本政策と国家計画はベネズエラの防災のために必要不可欠である｡国

家防災計画は早急に策定するべきである｡ 
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(2) 国家防災局は首都区が提案したカラカス首都区防災基本計画を首都区防災局との話し合

いの上､オｰソライズするべきである｡ 

(3) 国家防災局は国家レベルの緊急事態に対処するために､国家緊急指令センタｰを建設する

べきである｡ 

(4) カラカス首都区は国の首都であり､ベネズエラで最も重要な都市である｡中央政府はカラ

カス首都区の生命､財産､機能を災害から守るために防災プロジェクトを実施するべきで

ある｡ 

(5) 内務司法省は他省庁と連携し､首都区･各市の指導､政府組織とコミュニティｰの間の連携

促進を行い､カラカス首都区の総合的な防災活動を促進するべきである｡ 

(住宅省への提言) 

(1) 住宅省は建物耐震補強に関する国家政策を確立するべきである｡ 

(2) 住宅省は関連組織と連携して､建物耐震補強に関する制度的枠組みを確立するべきであ

る｡ 

(3) 住宅省は率先してバリオ地域の住宅の耐震補強プロジェクトを促進するべきである｡ 

(4) 住宅省はバリオ地域の地滑りや急傾斜地崩壊のリスクを減少させるために､バリオ地域

の排水改善プロジェクトを促進するべきである｡ 

 (インフラ省への提言) 

(1) インフラ省は関連組織と連携して､本件調査で提案した橋梁の詳細診断を実施した後に､

橋梁耐震補強プロジェクトを実施すべきである｡ 

 (環境天然資源省への提言) 

(1) 環境天然資源省は関連組織と連携して､カラカスを土砂災害から守るために砂防施設の

建設を行うべきである。 

(2) 環境天然資源省は土石流災害対策として警戒避難の国家的方針を確立するべきである｡ 

(3) 環境天然資源省カラカスにおいて地域事務所を設置し､カラカスとバルガスの地域的な

気象水文現象を監視研究できるようにするべきである。 

 (地震研究所への提言) 
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(1) 地震研究所はカラカス地域に重大な地震が発生した時に地震情報を伝達するシステムを

確立するべきである｡ 

(2) 地震研究所は建物耐震補強プロジェクトの一環として簡易診断の技術をもった技術者を

育成するべきである｡ 

(3) 地震研究所はバリオ地域の建物の耐震補強に関する研究を推進するべきである｡ 

 (中央大学流体力学研究所への提言) 

(1) 流体力学研究所はカラカス地域における土石流現象に関する研究を継続するべきであ

る｡  

(2) 流体力学研究所は土石流警戒避難を目的とした限界雨量に関する研究を継続するべきで

ある｡ 

(3) 流体力学研究所は土石流警戒避難に関して関係機関と連携を行うべきである｡ 

(各市への提言) 

(1) 各市当局は首都区防災基本計画を参考にして自らの地域防災計画を策定するべきであ

る｡ 

(2) 各市は各市の防災を実現するために､コミュニティｰ組織の確立とコミュニティｰ活動の

促進を図るべきである。 

(3) 各市は各技術事務所を通して建物耐震補強を促進するべきである｡ 

 (市民への提言) 

(1) 首都区市民は自然災害に対して自らの生命財産を守るために､備えを行うべきである｡ 

(2) 首都区市民はコミュニティｰ組織を確立し､目的のひとつとして防災を掲げるべきであ

る｡ 

(3) コミュニティｰ組織は各市当局と連携して有効な防災活動を行うべきである｡ 
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